
東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 補足-300 改 4 

提出年月日 平成 30 年 5 月 9 日 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から公

開できません 

東海第二発電所 

発電用原子炉施設の火災防護に関する補足説明資料 

火災防護について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本原子力発電株式会社 

東海第二発電所 



 

1 

1. 添付書類に係る補足説明資料 

「火災防護設備」に係る添付書類(共通書類は除く)の記載内容を補足するための説明

資料リストを以下に示す。 

 

工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

1-1 原子炉の安全停止に必要な機能を達成す

るための系統 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 2 添付資料 2 を参照】 

1-2 火災区域の配置を明示した図面 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 3 添付資料 2 を参照】 

1-3 内部火災に関する工事計画変更認可後の

変更申請対象項目の抽出について 

1-4 原子炉の安全停止に必要な機器等並びに

放射性物質の貯蔵等の機器等について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 2 添付資料 5 を参照】 

1-5 重大事故等対処施設について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 9 添付資料 2 を参照】 

2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及

び機器運転時の温度について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 参考資料 1 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち参考資料 1 を参照】 

2-2 保温材の使用状況について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 4 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 4 を参照】 

  

：今回ご説明分 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

2-3 建屋内装材の不燃性について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 5 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 5 を参照】 

2-4 難燃ケーブルの使用について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 2 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 2 を参照】 

2-5 屋外の重大事故等対処施設の竜巻による

火災の発生防止対策について 

2-6 水素の蓄積防止対策について 

3-1 ガス消火設備について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 6 添付資料 2 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

が設置される火災区域又は火災区画の消火設

備についてのうち添付資料 2 を参照】 

3-2 二酸化炭素消火設備(全域)について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 6 添付資料 6 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

が設置される火災区域又は火災区画の消火設

備についてのうち添付資料 7 を参照】 

3-3 消火用の照明器具の配置図 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 1 添付資料 7 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

における火災防護に係る基準規則等への適合

性についてのうち添付資料 6 を参照】 

  ：今回ご説明分 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

 

3-4 常設代替高圧電源装置を設置する火災区

域の消火設備について 

3-5 ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル

駆動構内消火ポンプ，電動機駆動消火ポンプ

及び構内消火用ポンプの構造図 

3-6 ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル

駆動構内消火ポンプ，電動機駆動消火ポンプ

及び構内消火用ポンプのＱＨカーブ 

3-7 ディーゼル消火ポンプ及びディーゼル駆

動構内消火ポンプの内燃機関の発電用火力設

備に関する技術基準を定める省令への適合性

について 

3-8 ガス系消火設備の必要容量について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 6 添付資料 8 を参照】 

【許可まとめ資料 41 条 重大事故等対処施設

が設置される火災区域又は火災区画の消火設

備についてのうち添付資料 8 を参照】 

3-9 可燃物管理により火災荷重を低く管理す

ることで，煙の発生を抑える火災区域又は火

災区画についての管理基準 

3-10 新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について

【設置許可資料 8 条 火災による損傷の防止

のうち別添 1 資料 1 添付資料 9 を参照】 

4-1 火災の影響軽減のための系統分離対策に

ついて 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 1 を参照】 

4-2 ケーブルトレイに適用する 1 時間耐火隔

壁の火災耐久試験の条件について 

4-3 中央制御室制御盤内の分離について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 3 を参照】 

4-4 中央制御室の火災の影響軽減対策につい

て 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 本文を参照】 

  
：今回ご説明分 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

4-5 火災区域(区画) 特性表について 

4-6 火災を起因とした「運転時の異常な過渡

変化」及び「設計基準事故」発生時の単一故

障を考慮した原子炉停止について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 10 添付資料 8 を参照】

4-7 中央制御室制御盤の火災を想定した場合

の対応について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 7 添付資料 5 を参照】 

4-8 格納容器内火災時の想定事象と対応につ

いて 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 1 資料 8 別紙 3 を参照】 

5-1 防火シートの基本性能について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-2 を参照】 

5-2 防火シート及び結束ベルトの標準施工方

法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-5 を参照】 

5-3 ファイアストッパの施工方法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-6 を参照】 

5-4 耐火シールの性能について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-7 を参照】 

5-5 発電所で使用する非難燃ケーブルの種類

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-1 を参照】 

5-6 発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-2 を参照】 

5-7 ケーブルの燃焼メカニズム 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-3 を参照】 

  
：今回ご説明分 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

5-8 ケーブルの使用期間による経年変化 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-4 を参照】 

5-9 発電所を代表する非難燃ケーブルの抽出

結果のまとめ 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-5 を参照】 

5-10 試験対象ケーブルの詳細 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-6 を参照】 

5-11 ケーブル種類毎の性能確認方法と確認

結果 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-8 を参照】 

5-12 供試体の仕様と試験条件設定の考え方 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 2-7 を参照】 

5-13 実機火災荷重を考慮した防火シートの

限界性能試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-1 を参照】 

5-14 防火シート重ね部の遮炎性試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-2 を参照】 

5-15 耐延焼性実証試験条件 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-4 を参照】 

5-16 損傷長の判定方法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-5 を参照】 

  

：今回ご説明分 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

5-17 複合体の構成品の組合せによる耐延焼

性の確認 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3-7 を参照】 

5-18 加熱熱量の違いによる性能比較評価の

確認方法 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3 参考資料 1 を参

照】 

5-19 バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレ

イ燃焼試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 3 参考資料 2 を参

照】 

5-20 過電流によるケーブルの燃焼プロセス 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-1 を参照】 

5-21 複合体内部ケーブルの自己消火性の実

証試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-2 を参照】 

5-22 トレイの設置方向による延焼性の確認

結果 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-5 を参照】 

5-23 延焼の可能性のあるトレイ設置方向へ

の対応の実証試験 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-6 を参照】 

5-24 過電流模擬試験による防火シート健全

性評価 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 4-7 を参照】 

5-25 複合体が不完全な場合の難燃性能の確

認 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 5-1 を参照】 

  
：今回ご説明分 
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工認添付資料 補足説明資料 

Ⅴ-1-1-7 

発電用原子炉施設の火災防護に関する

説明書 

5-26 複合体による影響の確認 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 6-1 及び 6-2 を参

照】 

5-27 複合体の性能確保の考え方 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料 1-2，4-7，6-1 及

び 6-2 を参照】 

5-28 非難燃ケーブル対応に関する設置許可

から維持管理に至る各段階での実施内容につ

いて 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料○を参照】 

5-29 非難燃ケーブルへの防火措置に関する

工事計画変更認可後の変更申請対象項目の抽

出について 

【許可まとめ資料 8 条 火災による損傷の防

止のうち別添 4 添付資料○を参照】 

5-30 難燃ケーブルへの引き替え対象につい

て 

6-1 耐震評価を実施する火災防護設備の代表

性について 

6-2 耐震評価を実施する火災防護設備の加振

試験での確認項目について 

6-3 基礎ボルト一点固定型の回転モーメント

と摩擦力による保持モーメントについて 

7-1 火災防護に関する説明書に記載する火災

防護計画に定め管理する事項について 

 

2. 別紙 

(1) 工認添付資料と設置許可まとめ資料との関係【火災防護設備】

：今回ご説明分 
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別
紙
 

工認添付資料と設置許可まとめ資料との関係【火災防護設備】 

工認添付資料 設置許可まとめ資料 引用内容 

Ⅴ-1-1-7 
発電用原子炉施設の火災防護に関

する説明書 

DB 第 8 条 火災による損傷の防止 
資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-1 
重大事故等対処施設における火災防護に係る基準規

則等への適合性について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-2 
火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設の

分類について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-3 
火災による損傷の防止を行う重大事故等対処施設に

係る火災区域又は火災区画の設定について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-4 
重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災

区画の火災感知設備について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-5 
重大事故等対処施設が設置される火災区域又は火災

区画の消火設備について 

資料そのものを 

概ね引用 

SA 41-6 
重大事故等対処施設が設置される火災区域・火災区

画の火災防護対策について 

資料そのものを 

概ね引用 

 



 

 

Ⅴ-1-1-7 に係る補足説明資料 

 



 

補-i 

補足説明資料目次 

 

1. 基本事項に係るもの 

1-1 原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統 

1-2 火災区域の配置を明示した図面 

1-3 内部火災に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目の抽出について 

1-4 原子炉の安全停止に必要な機器等並びに放射性物質の貯蔵等の機器等について 

1-5 重大事故等対処施設について 

 

2. 火災の発生防止に係るもの 

2-1 潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度について 

2-2 保温材の使用状況について 

2-3 建屋内装材の不燃性について 

2-4 難燃ケーブルの使用について 

2-5 屋外の重大事故等対処施設の竜巻による火災の発生防止対策について 

2-6 水素の蓄積防止対策について 

 

3. 火災の感知及び消火に係るもの 

3-1 ガス消火設備について 

3-2 二酸化炭素消火設備(全域)について 

3-3 消火用の照明器具の配置図 

3-4 常設代替高圧電源装置を設置する火災区域の消火設備について 

3-5 ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，電動機駆動消火ポ

ンプ及び構内消火用ポンプの構造図 

3-6 ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，電動機駆動消火ポ

ンプ及び構内消火用ポンプのＱＨカーブ 

3-7 ディーゼル消火ポンプの内燃機関の発電用火力設備に関する技術基準を定める省

令への適合性について 

3-8 ガス系消火設備の必要容量について 

3-9 可燃物管理により火災荷重を低く管理することで，煙の発生を抑える火災区域又

は火災区画についての管理基準 

3-10 新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について 

  

：今回ご説明分 
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4. 火災の影響軽減に係るもの 

4-1 火災の影響軽減のための系統分離対策について 

4-2 ケーブルトレイに適用する 1 時間耐火隔壁の火災耐久試験の条件について 

4-3 中央制御室制御盤内の分離について 

4-4 中央制御室の火災の影響軽減対策について 

4-5 火災区域(区画)特性表について 

4-6 火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」発生時の単

一故障を考慮した原子炉停止について 

4-7 中央制御室制御盤の火災を想定した場合の対応について 

4-8 格納容器内火災時の想定事象と対応について 

 

5. 非難燃ケーブル対応に係るもの 

5-1 防火シートの基本性能について 

5-2 防火シート及び結束ベルトの標準施工方法 

5-3 ファイアストッパの施工方法 

5-4 耐火シールの性能について 

5-5 発電所で使用する非難燃ケーブルの種類 

5-6 発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細 

5-7 ケーブルの燃焼メカニズム 

5-8 ケーブルの使用期間による経年変化 

5-9 発電所を代表する非難燃ケーブルの抽出結果のまとめ 

5-10 試験対象ケーブルの詳細 

5-11 ケーブル種類毎の性能確認方法と確認結果 

5-12 供試体の仕様と試験条件設定の考え方 

5-13 実機火災荷重を考慮した防火シートの限界性能試験 

5-14 防火シート重ね部の遮炎性試験 

5-15 耐延焼性実証試験条件 

5-16 損傷長の判定方法 

5-17 複合体の構成品の組合せによる耐延焼性の確認 

5-18 加熱熱量の違いによる性能比較評価の確認方法 

5-19 バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレイ燃焼試験 

5-20 過電流によるケーブルの燃焼プロセス 

5-21 複合体内部ケーブルの自己消火性の実証試験 

5-22 トレイの設置方向による延焼性の確認結果 

5-23 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験 
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5-24 過電流模擬試験による防火シート健全性評価 

5-25 複合体が不完全な場合の難燃性能の確認 

5-26 複合体による影響の確認 

5-27 複合体の性能確保の考え方 

5-28 非難燃ケーブル対応に関する設置許可から維持管理に至る各段階での実施内容

について 

5-29 非難燃ケーブルへの防火措置に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目

の抽出について 

5-30 難燃ケーブルへの引き替え対象について 

 

6. 火災防護設備の強度及び耐震評価に係るもの 

6-1 耐震評価を実施する火災防護設備の代表性について 

6-2 耐震評価を実施する火災防護設備の加振試験での確認項目について 

6-3 基礎ボルト一点固定型の回転モーメントと摩擦力による保持モーメントについて 

 

7. 火災防護計画に係るもの 

7-1 火災防護に関する説明書に記載する火災防護計画に定め管理する事項について 
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1. 基本事項に係るもの 



補足説明資料 1－1 

原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統



補-1-1-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書3.1(1)a.(a)項に示す原子炉の安全停止に必要な

機能を達成するための系統を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

原子炉の安全停止に必要な機能を達成するための系統を，次頁以降の図に示す。 
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第 1 図 原子炉冷却材圧力バウンダリ  
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第 2 図 ほう酸水注入系 
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    第 3 図 自動減圧系 
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ＱＱ 

炉心冷却機能(原子炉隔離時冷却系)(区分Ⅰ) 

 

 

 

第 4 図 原子炉隔離時冷却系 
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原子炉停止の除去機能 

(残留熱除去系(原子炉停止時冷却系))(区分Ⅰ) 

 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 1)  
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原子炉停止の除去機能 

(残留熱除去系(原子炉停止時冷却系))(区分Ⅱ) 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 2)  
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炉心冷却機能 

(残留熱除去系(サプレッション・プール冷却系))(区分Ⅰ) 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 3) 
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炉心冷却機能 

(残留熱除去系(サプレッション・プール冷却系))(区分Ⅱ) 

 

 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 4)  
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炉心冷却機能 

(残留熱除去系(格納容器スプレイ冷却系))(区分Ⅰ) 

 

 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 5)  
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第 5 図 残留熱除去系(その 6)  
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炉心冷却機能 

(残留熱除去系(低圧注水系))(区分Ⅰ) 

 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 7)  
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炉心冷却機能 

(残留熱除去系(低圧注水系))(区分Ⅱ) 

 

 

 

 

第 5 図 残留熱除去系(その 8)  
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第 6 図 低圧炉心スプレイ系  
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第 7 図 高圧炉心スプレイ系 
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第 8 図 中央制御室非常用換気空調系  
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第 9 図 非常用換気空調系(その１)  
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第 9 図 非常用換気空調系(その２)  
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第 9 図 非常用換気空調系(その３)  
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第 9 図 非常用換気空調系(その４)  
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第 10 図 残留熱除去海水系  
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第 11 図 非常用ディーゼル発電機海水系 
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火災区域の配置を明示した図面
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 3.2(1)に示す火災区域の配置を示すた

めに，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

火災区域の配置を，次頁以降の図に示す。 
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補足説明資料 1－3 

内部火災に関する工事計画変更認可後の 

変更申請対象項目の抽出について



補-1-3-1 

1. 目的

本資料は，実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準

に基づく，火災防護に関する設計のための評価及び試験に関して，工事計画

変更認可後の変更手続きの要否を示すために，補足資料として添付するもの

である。 

2. 内容

工事計画変更認可後の変更手続きの要否に着目して整理した工認記載ポイ

ントを次頁以降に示す。
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表  内部火災に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目の抽出について

内 部 火 災 に 関 す る

評 価 及 び 試 験
評 価 の 考 え 方

工 認 変 更

(下 記 の 条 件 と な っ た 場 合 に 工 認 変 更 手 続 き が 必 要 ) 

工 認 記 載 ポ イ ン ト
評 価 頻 度

本 文 (基 本 設 計 方 針 ) 説 明 書

建 屋 内 装 材 の

不 燃 性 材 料

確 認 試 験

不 燃 性 材 料 と 同 等

の 性 能 で あ る こ と

を 試 験 に よ り 確 認

す る 。

不 燃 性 材 料 の 要 件 ( 建 築

基 準 法 ， 消 防 法 に 基 づ く

材 料 ， 同 等 の 性 能 を 試 験

に よ り 確 認 し た 材 料 ) を

変 更 す る 場 合

不 燃 性 材 料 の 要 件 を 定 め

る 。 要 件 を 満 足 す る 材 料 を

使 用 す る 場 合 の 設 備 変 更

に あ た っ て ， 方 針 に 従 い 試

験 を 満 足 す る 材 料 を 使 用

す る 場 合 は 工 認 の 変 更 不

要

建 築 基 準 法 に 基 づ く 不 燃 材 料 又 は

準 不 燃 材 料 若 し く は こ れ と 同 等 の

性 能 を 有 す る こ と を 試 験 に よ り 確

認 し た 不 燃 性 材 料 ， 又 は 消 防 法 に

基 づ く 防 炎 物 品 若 し く は こ れ と 同

等 の 性 能 を 有 す る こ と を 試 験 に よ

り 確 認 し た 材 料

具 体 的 な 要 件 ， 試 験 方

法 及 び 試 験 結 果 の 例 を

記 載

・ 設 備 改 造 時 に 必 要

に 応 じ て 試 験 を 実

施 す る 。

難 燃 ケ ー ブ ル の 試

験

難 燃 ケ ー ブ ル の 性

能 を 試 験 に よ り 確

認 す る 。

難 燃 ケ ー ブ ル の 性 能 を 確

認 す る た め の 試 験 方 法

(適 用 規 格 )を 変 更 す る 場

合

難 燃 ケ ー ブ ル の 性 能 を 確

認 す る た め の 試 験 を 定 め

る 。

試 験 を 満 足 す る 材 料 を 使

用 す る 場 合 は 工 認 の 変 更

不 要

ケ ー ブ ル は 自 己 消 火 性 を 確 認 す る

UL 垂 直 燃 焼 試 験 並 び に 延 焼 性 を 確

認 す る IEE E 垂 直 ト レ イ 燃 焼 試 験 に

よ っ て ， 自 己 消 火 性 及 び 延 焼 性 を

確 認 し た 難 燃 ケ ー ブ ル を 使 用 す る

設 計

具 体 的 な 試 験 方 法 及 び

試 験 結 果 の 例 を 記 載

・ 設 備 改 造 時 に 必 要

に 応 じ て 試 験 を 実

施 す る 。

耐 火 能 力 を 確 認 す

る 火 災 耐 久 試 験

(3 時 間 ) 

耐 火 壁 (貫 通 部 シ ー

ル ，防 火 扉 ，防 火 ダ

ン パ 含 む )が 3 時 間

以 上 の 耐 火 能 力 を

有 す る こ と を 確 認

す る 。

耐 火 能 力 の 確 認 方 法 を 変

更 す る 場 合 ( 火 災 耐 久 試

験 以 外 の 試 験 で 確 認 す る

隔 壁 等 と す る 場 合 ) 

火 災 耐 久 試 験 に よ り 3 時 間

以 上 の 耐 火 能 力 を 確 認 す

る こ と を 定 め る 。

火 災 耐 久 試 験 に よ り 確 認

す る 隔 壁 の 修 繕 ， 防 火 扉 の

取 替 等 は 工 認 の 変 更 不 要

・ 火 災 耐 久 試 験 に よ り 3 時 間 以 上

の 耐 火 能 力 を 有 す る こ と を 確 認

し た 耐 火 壁 (貫 通 部 シ ー ル ， 防 火

扉 ， 防 火 ダ ン パ を 含 む )に よ り 他

の 区 域 と 分 離 す る 。

・ 火 災 耐 久 試 験 に よ り 3 時 間 以 上

の 耐 火 能 力 を 確 認 し た 隔 壁 等 に

よ っ て ，互 い に 相 違 す る 系 列 間 の

系 統 分 離 を 行 う 設 計 と す る 。

火 災 区 域 の 分 離 及 び 系

統 分 離 の 具 体 策 ， そ れ

ぞ れ の 火 災 耐 久 試 験 の

方 法 ･結 果 を 記 載

・ 設 備 改 造 時 に 必 要

に 応 じ て 試 験 を 実

施 す る 。

耐 火 能 力 を 確 認 す

る 火 災 耐 久 試 験

(1 時 間 ) 

耐 火 壁 が 1 時 間 以

上 の 耐 火 能 力 を 有

す る こ と を 確 認 す

る 。

耐 火 能 力 の 確 認 方 法 を 変

更 す る 場 合 ( 火 災 耐 久 試

験 以 外 の 試 験 で 確 認 す る

隔 壁 等 と す る 場 合 ) 

火 災 耐 久 試 験 に よ り 1 時 間

以 上 の 耐 火 能 力 を 確 認 す

る こ と を 定 め る 。 火 災 耐 久

試 験 に よ り 確 認 す る 鉄 板

の 取 替 等 は 工 認 の 変 更 不

要

火 災 耐 久 試 験 に よ り 1 時 間 の 耐 火

能 力 を 有 す る 隔 壁 等 の 設 置 に よ っ

て ， 互 い に 相 違 す る 系 列 間 の 系 統

分 離 を 行 う 設 計 と す る 。

・ 系 統 分 離 の 具 体 策

・火 災 耐 久 試 験 の 方 法・

結 果 を 記 載

・ ケ ー ブ ル ト レ イ 上 部

の 1 時 間 耐 火 能 力 の

設 計 の 妥 当 性 評 価 を

記 載

・ 設 備 改 造 時 に 必 要

に 応 じ て 試 験 を 実

施 す る 。

火 災 の 影 響 評 価

火 災 の 伝 播 評 価 を

実 施 し ，原 子 炉 の 安

全 停 止 に 関 わ る 安

全 機 能 が 確 保 さ れ

る こ と を 確 認 す る 。 

火 災 の 影 響 評 価 結 果 が 変

更 と な る 場 合

原 子 炉 の 安 全 停 止 に 関 わ

る 安 全 機 能 が 確 保 さ れ る

こ と を 確 認 す る 評 価 で あ

り ， 火 災 荷 重 変 動 や 設 備 変

更 等 は 工 認 の 変 更 不 要

当 該 火 災 区 域 等 の 火 災 が 隣 接 す る

火 災 区 域 等 に 影 響 を 与 え る か 否 か

を 評 価 す る 火 災 伝 播 評 価 の 結 果 に

応 じ ， 火 災 影 響 評 価 に よ っ て 確 認

す る 。火 災 影 響 の 概 要 を 記 載 す る 。

原 子 力 発 電 所 の 内 部 火

災 影 響 評 価 ガ イ ド に 基

づ く 火 災 伝 播 評 価 ， 火

災 影 響 評 価 の 条 件 ， 方

法 ， 結 果

・ 設 備 改 造 時 に 必 要

に 応 じ て 評 価 。

・ 火 災 荷 重 が 上 限 を

超 え な い よ う に 管

理 す る 。 (火 災 防 護

計 画 に 規 定 )
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原子炉の安全停止に必要な機器等並びに放射性物質の貯蔵

等の機器等について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 3.2(1)に示す原子炉の安全停止に必要

な機器等並びに放射性物質の貯蔵等の機器等を示すために，補足説明資料とし

て添付するものである。 

2. 内容

原子炉の安全停止に必要な機器等並びに放射性物質の貯蔵等の機器等のリ

ストを，次頁以降の表に示す。
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第1表 原子炉の安全停止に必要な機器等（1／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

原子炉圧

力容器バ

ウンダリ

機能 

B22-NO-F022A 主蒸気内側隔離弁(A) 

B22-NO-F022B 主蒸気内側隔離弁(B) 

B22-NO-F022C 主蒸気内側隔離弁(C) 

B22-NO-F022D 主蒸気内側隔離弁(D) 

B22-AO-F028A 主蒸気外側隔離弁(A) 

B22-AO-F028B 主蒸気外側隔離弁(B) 

B22-AO-F028C 主蒸気外側隔離弁(C) 

B22-AO-F028D 主蒸気外側隔離弁(D) 

B22-MO-F016 
主蒸気ドレンライン内側隔

離弁 

B22-MO-F019 
主蒸気ドレンライン外側隔

離弁 

G33-MO-F001 CUW 吸込ライン内側隔離弁

G33-MO-F004 CUW 吸込ライン外側隔離弁

過剰反応

度の印加

防止 

― 制御棒カップリング 

― 
制御棒駆動機構カップリン

グ 

― 制御棒駆動機構ラッチ機構

炉心形状

の維持 

― 炉心支持構造物 

― 燃料集合体(燃料除く） 

原子炉緊

急停止,未

臨界維持 

― 
水圧制御ユニット(スクラ

ム弁含む) 

SLC-PMP-C001A ほう酸水注入ポンプ（A) 

SLC-PMP-C001B ほう酸水注入ポンプ（B) 

C41-F004A SLC 爆破弁（A） 

C41-F004B SLC 爆破弁（B） 

C41-F001A SLC 貯蔵タンク出口弁（A)

C41-F001B SLC 貯蔵タンク出口弁（B)

原子炉冷

却材圧力

バウンダ

リの過圧

防止/安全

弁及び逃

がし弁の

吹き止ま

り 

B22-F013A～V 
主蒸気逃がし安全弁(安全

弁開機能) 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（2／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

原子炉停

止後の除

熱機能 

B22-AO-F013A 逃がし安全弁(A) 

B22-AO-F013B 逃がし安全弁(B) ※ADS 

B22-AO-F013C 逃がし安全弁(C) ※ADS 

B22-AO-F013D 逃がし安全弁(D) 

B22-AO-F013E 逃がし安全弁(E) 

B22-AO-F013F 逃がし安全弁(F) ※ADS 

B22-AO-F013G 逃がし安全弁(G) 

B22-AO-F013H 逃がし安全弁(H) ※ADS 

B22-AO-F013J 逃がし安全弁(J) 

B22-AO-F013K 逃がし安全弁(K) ※ADS 

B22-AO-F013L 逃がし安全弁(L) ※ADS 

B22-AO-F013M 逃がし安全弁(M) 

B22-AO-F013N 逃がし安全弁(N) 

B22-AO-F013P 逃がし安全弁(P) 

B22-AO-F013R 逃がし安全弁(R) ※ADS 

B22-AO-F013S 逃がし安全弁(S) 

B22-AO-F013U 逃がし安全弁(U) 

B22-AO-F013V 逃がし安全弁(V) 

E51-C001 RCIC ポンプ 

E51-C002 RCIC タービン 

E51-MO-F010 RCIC CST 水供給弁 

E51-MO-F031 
RCICﾎﾟﾝﾌﾟｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌﾟｰﾙ水

供給弁 

E51-MO-F013 RCIC 注入弁 

E51-MO-F019 RCIC ミニフロー弁 

E51-MO-F046 
RCIC 油冷却器冷却水供給

弁 

E51-MO-F045 RCIC 蒸気供給弁 

E51-MO-C002 
RCIC トリップ/スロットル

弁 

E51-HO RCIC ガバナ弁 

E51-MO-F063 RCIC 内側隔離弁 

E51-MO-F064 RCIC 外側隔離弁 

E51-MO-F068 RCIC タービン排気弁 

E51-MO-F069 
RCIC バキュームポンプ出

口弁 

E51-C1 RCIC 復水ポンプ 

E51-C2 RCIC 真空ポンプ 

E51-MO-F022 RCIC テストバイパス弁 

E51-AO-F025 
RCIC 蒸気入口ドレンポッ

ト排水第一止め弁 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（3／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能 

E51-AO-F004 
RCIC 真空タンク復水排水

第一止め弁 

E51-AO-F026 
RCIC 蒸気入口ドレンポッ

ト排水第二止め弁 

E51-AO-F005 
RCIC 真空タンク復水排水

第二止め弁 

E51-AO-F004 
RCIC 真空タンク復水排水

第一止め弁 

E51-AO-F026 
RCIC 蒸気入口ドレンポッ

ト排水第二止め弁 

E51-AO-F005 
RCIC 真空タンク復水排水

第二止め弁 

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

 

※１サプ

レッショ

ンプール

冷却モー

ドにて使

用 

E12-C002A RHR ポンプ(A) 

E12-C002B RHR ポンプ(B) 

E12-C002C RHR ポンプ(C) 

E12-MO-F004A RHR ポンプ入口弁(A) 

E12-MO-F004B RHR ポンプ入口弁(B) 

E12-MO-F004C RHR ポンプ入口弁(C) 

E12-MO-F042A RHR 注入弁(A) 

E12-MO-F042B RHR 注入弁(B) 

E12-MO-F042C RHR 注入弁(C) 

E12-MO-F064A RHR ミニフロー弁(A) 

E12-MO-F064B RHR ミニフロー弁(B) 

E12-MO-F064C RHR ミニフロー弁(C) 

E12-B001A RHR 系熱交換器（A） 

E12-B001B RHR 系熱交換器（B） 

E12-MO-F024A 
RHR テストライン弁(A)※

１ 

E12-MO-F024B 
RHR テストライン弁(B)※

１ 

E12-MO-F021 
RHR テストライン弁(C)※

１ 

E12-MO-F009 
RHR 停止時冷却ライン内側

隔離弁 

E12-MO-F008 
RHR 停止時冷却ライン外側

隔離弁 

E12-MO-F006A 
RHR(A)停止時冷却ライン入

口弁 

E12-MO-F006B 
RHR(B)停止時冷却ライン入

口弁 

E12-MO-F053A RHR(A)停止時冷却注入弁 

E12-MO-F053B RHR(B)停止時冷却注入弁 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（4／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

原子炉停

止後の除

熱機能／

炉心冷却

機能 

 

※１サプ

レッショ

ンプール

冷却モー

ドにて使

用 

E12-MO-F048A 
RHR 熱交換器バイパス弁

(A) 

E12-MO-F048B 
RHR 熱交換器バイパス弁

(B) 

E12-MO-F003A RHR 熱交換器出口弁(A) 

E12-MO-F003B RHR 熱交換器出口弁(B) 

E12-MO-F047A RHR 熱交換器入口弁(A) 

E12-MO-F047B RHR 熱交換器入口弁(B) 

E12-MO-F016A 
RHR 格納容器スプレイ弁

(A) 

E12-MO-F016B 
RHR 格納容器スプレイ弁

(B) 

E12-MO-F027A 
RHR サプレッションプール

スプレイ弁(A) 

E12-MO-F027B 
RHR サプレッションプール

スプレイ弁(B) 

E12-MO-F011A 
RHR 凝縮水ラインドレン弁

(A) 

E12-MO-F011B 
RHR 凝縮水ラインドレン弁

(B) 

E12-AO-F060A 
RHR 熱交換器サンプルライ

ン弁(A) 

E12-AO-F060B 
RHR 熱交換器サンプルライ

ン弁(B) 

E12-MO-F023 RHR ヘッドスプレイ隔離弁

E12-MO-F049 RHR 廃棄物処理系隔離弁 

E12-MO-FF104A RHR FCS ライン電動弁(A)

E12-MO-FF104B RHR FCS ライン電動弁(B)

MO-V25-1003 
事故時サンプリングライン

第一止め弁 

E22-C001 HPCS ポンプ 

E22-MO-F001 HPCS ポンプ入口弁（CST 側）

炉心冷却

機能 

E22-MO-F015 HPCS ポンプ入口弁（S/P 側）

E22-MO-F004 HPCS 系注入弁 

E22-MO-F012 HPCS 系ミニフロー弁 

E22-MO-F010 HPCS 系 CST テスト弁 

E22-MO-F023 HPCS 系 SUPP．テスト弁 

E21-C001 LPCS ポンプ 

E21-MO-F001 LPCS ポンプ入口弁 

E21-MO-F005 LPCS 系注入弁 

E21-MO-F011 LPCS 系ミニフロー弁 

E21-MO-F012 LPCS 系テスト弁 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（5／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

サポート

系（制御設

備） 

H13-P601 非常用炉心冷却制御盤 

H13-P603 原子炉制御盤 

H13-P609 原子炉保護系(A)継電器盤 

H13-P611 原子炉保護系(B)継電器盤 

H13-P613 プロセス計装盤 

H13-P614 原子炉廻り温度記録計盤 

H13-P617 プロセス計装盤 

H13-P618 RHR（B）（C）盤（区分Ⅱ）

H13-P621 RCIC 盤 

H13-P622 INBOARD リレー盤（区分Ⅱ）

H13-P623 OUTBOARD リレー盤（区分Ⅰ）

H13-P625 HPCS 盤 

H13-P628 ADS 盤(A) 

H13-P629 LPCS、RHR(A)盤（区分Ⅰ）

H13-P631 ADS(B)盤 

H13-P632 LDS 盤(区分Ⅰ) 

H13-P635 RADIATION MON(A)盤 

H13-P636 RADIATION MON(B)盤 

H13-P642 LDS(区分Ⅱ）盤 

H13-P689 
サプレッションプール水温

度監視盤 

H13-P921 ATS RPS CH(A)盤 

H13-P922 ATS RPS CH(B)盤 

H13-P923 ATS RPS CH(C)盤 

H13-P924 ATS RPS CH(D)盤 

H13-P925 
ECCS（区分Ⅰ）トリップユ

ニット盤 

H13-P926 
ECCS（区分Ⅱ）トリップユ

ニット盤 

H13-P929 
ECCS（区分Ⅲ）トリップユ

ニット盤 

CP-1 所内電源制御盤 

CP-4 タービン補機盤 

CP-5 換気制御盤 

CP-6A SGTS & FRVS(A)制御盤 

CP-6B SGTS & FRVS(B)制御盤 

CP-9 タービン補機補助継電器盤

CP-11 タービン補機盤 

DGCP-2C 
2C 非常用ディーゼル発電

機制御盤 

DGCP-2D 
2D 非常用ディーゼル発電

機制御盤 

DGCP-HPCS 
HPCS 非常用ディーゼル発

電機制御盤 

LCP-105 
RCIC TURBINE CONTROL 

BOX 

C61-P001 
中央制御室外原子炉停止制御

盤 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（6／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

サポート

系（非常用

ディーゼ

ル発電設

備(燃料移

送系を含

む)） 

GEN-DG-2C/DGU-2C 
非常用ディーゼル発電設備

(2C) 

GEN-DG-2D/DGU-2D 
非常用ディーゼル発電設備

(2D) 

GEN-DG-HPCS/DGU-H

PCS 

非常用ディーゼル発電設備

(HPCS) 

DG-VSL-2C-DO-1 燃料ディタンク(2C) 

DG-VSL-2D-DO-1 燃料ディタンク(2D) 

DG-VSL-HPCS-DO-1 燃料ディタンク(HPCS) 

DG-VSL-DO-A 軽油貯蔵タンク A 

DG-VSL-DO-B 軽油貯蔵タンク B 

DO-PMP-2C  燃料移送ポンプ 2C 

DO-PMP-2D 燃料移送ポンプ 2D 

DO-PMP-HPCS 燃料移送ポンプ HPCS 

サポート

系（非常用

交流電源

設備） 

SWGR 2C-BUS 6.9kV SWGR 2C 

SWGR 2D-BUS 6.9kV SWGR 2D 

SWGR HPCS-BUS 6.9kV SWGR HPCS 

PC 2C-BUS 480V パワーセンタ 2C 

PC 2D-BUS 480V パワーセンタ 2D 

MCC 2C-3 MCC 2C-3 

MCC 2C-4 MCC 2C-4 

MCC 2C-5 MCC 2C-5 

MCC 2C-6 MCC 2C-6 

MCC 2C-7 MCC 2C-7 

MCC 2C-8 MCC 2C-8 

MCC 2C-9 MCC 2C-9 

MCC 2D-3 MCC 2D-3 

MCC 2D-4 MCC 2D-4 

MCC 2D-5 MCC 2D-5 

MCC 2D-6 MCC 2D-6 

MCC 2D-7 MCC 2D-7 

MCC 2D-8 MCC 2D-8 

MCC 2D-9 MCC 2D-9 

MCC HPCS MCC HPCS 

SUPS 2A 無停電電源装置 ２ A 

SUPS 2B 無停電電源装置 ２ B 

SUPS DIST PNL 2A 無停電電源分電盤 ２ A 

SUPS DIST PNL 2B 無停電電源分電盤 ２ B 

120V/240V AC 

INST.DIST.BUS(2A)

120/240V 計装用電源母線

盤(2A) 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（7／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

交流電源

設備） 

120V/240V AC 

INST.DIST.BUS(2B)

120/240V 計装用電源母線

盤(2B) 

RX PROT MG A MO  原子炉保護系 MG セット A 

RX PROT MG B MO  原子炉保護系 MG セット B 

PNL-C72-P001 原子炉保護系電源盤 2A 

PNL-C72-P002 原子炉保護系電源盤 2B 

サポート

系（直流電

源設備） 

125V DC 2A 

BATTERY 
直流 125V 蓄電池 2A 

125V DC 2B 

BATTERY 
直流 125V 蓄電池 2B 

125V DC HPCS 

BATTERY 
直流 125V 蓄電池 HPCS 

125V DC 2A 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2A 

125V DC 2B 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 2B 

125V DC HPCS 

BATT.CHARGER 
直流 125V 充電器 HPCS 

125V DC DIST.CTR 

2A 
直流 125V 主母線盤 2A 

125V DC DIST.CTR 

2B 
直流 125V 主母線盤 2B 

125V DC HPCS 

DIST.CTR 
直流 125V 主母線盤 HPCS 

125V DC MCC 2A-1 直流 125V MCC 2A-1 

125V DC MCC 2A-2 直流 125V MCC 2A-2 

125V DC DIST PNL 

2A-1 
直流 125V 分電盤 2A-1 

125V DC DIST PNL 

2A-2 
直流 125V 分電盤 2A-2 

125V DC DIST PNL 

2B-1 
直流 125V 分電盤 2B-1 

125V DC DIST PNL 

2B-2 
直流 125V 分電盤 2B-2 

125V DC DIST PNL 

2A-2-1 
直流 125V 分電盤 2A-2-1 

125V DC DIST PNL 

2B-2-1 
直流 125V 分電盤 2B-2-1 

125V DC DIST PNL 

HPCS 
直流 125V 分電盤 HPCS 

24V DC 2A-1 

BATTERY 
直流 24V 蓄電池 2A-1 

24V DC 2A-2 

BATTERY 
直流 24V 蓄電池 2A-2 

24V DC 2B-1 

BATTERY 
直流 24V 蓄電池 2B-1 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（8／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（直流電

源設備） 

24V DC 2B-2 

BATTERY 
直流 24V 蓄電池 2B-2 

24V DC 2A-1 

BATT.CHARGER 
直流 24V 充電器 2A-1 

24V DC 2A-2 

BATT.CHARGER 
直流 24V 充電器 2A-2 

24V DC 2B-1 

BATT.CHARGER 
直流 24V 充電器 2B-1 

24V DC 2B-2 

BATT.CHARGER 
直流 24V 充電器 2B-2 

24V DC DIST PNL 2A
直流 24V 中性子計測用分電

盤 2A 

24V DC DIST PNL 2B
直流 24V 中性子計測用分電

盤 2B 

サポート

系（非常用

補機冷却

系） 

RHRS-PMP-A RHRS ポンプ(A) 

RHRS-PMP-B RHRS ポンプ(B) 

RHRS-PMP-C RHRS ポンプ(C) 

RHRS-PMP-D RHRS ポンプ(D) 

3-12F068A RHR 熱交換器(A)出口弁 

3-12F068B RHR 熱交換器(B)出口弁 

DGSW-PMP-2C  DGSW ポンプ 2C 

DGSW-PMP-2D  DGSW ポンプ 2D 

DGSW-PMP-HPCS DGSW ポンプ HPCS 

サポート

系（非常用

換気空調

系） 

AH2-9A MCR 空調機(A) 

AH2-9B MCR 空調機(B) 

E2-14A MCR 再循環送風機(A) 

E2-14B MCR 再循環送風機(B) 

E2-15 MCR 空調系排風機 

SB2-18A MCR 給気隔離弁(A) 

SB2-18B MCR 給気隔離弁(B) 

SB2-19A MCR 給気隔離弁(A) 

SB2-19B MCR 給気隔離弁(B) 

SB2-20A MCR 排気隔離弁(A) 

SB2-20B MCR 排気隔離弁(B) 

SA31-DMP-MO-F001 
中央制御室排煙設備入口隔

離弁 

AO-T41-F086 
MCR 再循環フィルタ装置

(A)入口ダンパ 

AO-T41-F088 
MCR 再循環フィルタ装置

(B)入口ダンパ 

AO-T41-F090 
MCR 給気処理装置(A)入口

ダンパ 

AO-T41-F091 
MCR 給気処理装置(B)入口

ダンパ 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（9／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

換気空調

系） 

P2-3 
MCR チラー冷却水循環ポン

プ(A) 

P2-4 
MCR チラー冷却水循環ポン

プ(B) 

WC2-2 MCR チラーユニット(A) 

WC2-1 MCR チラーユニット(B) 

TCV-F084A 
MCR 送風機出口温度調節弁

(A) 

TCV-F084B 
MCR 送風機出口温度調節弁

(B) 

PV2-10 DG(2C)室換気ファン(A) 

PV2-11 DG(2C)室換気ファン(B) 

PV2-6 DG(2D)室換気ファン(A) 

PV2-7 DG(2D)室換気ファン(B) 

PV2-8 DG(HPCS)室換気ファン(A) 

PV2-9 DG(HPCS)室換気ファン(B) 

AO-T41-F060A～F DG(2D)室外気入口ダンパ 

AO-T41-F061A～D DG(2D)室外気入口ダンパ 

AO-T41-F062A～D DG(HPCS)室外気入口ダンパ

AO-T41-F063A～D DG(HPCS)室外気入口ダンパ

AO-T41-F064A～D DG(2C)室外気入口ダンパ 

AO-T41-F065A～D DG(2C)室外気入口ダンパ 

AH2-10A スイッチギア室空調機(A) 

AH2-10B スイッチギア室空調機(B) 

AO-T41-F056 
スイッチギア室給気処理装

置(A)外気入口ダンパ 

AO-T41-F059 
スイッチギア室給気処理装

置(B)外気入口ダンパ 

AO-T41-F057 
スイッチギア室給気処理装

置(A)再循環入口ダンパ 

AO-T41-F058 
スイッチギア室給気処理装

置(B)再循環入口ダンパ 

P2-5 
スイッチギア室チラー冷却

水循環ポンプ(A) 

P2-6 
スイッチギア室チラー冷却

水循環ポンプ(B) 

WC2-3A 
スイッチギア室チラーユニ

ット 3A 

WC2-3B 
スイッチギア室チラーユニ

ット 3B 

WC2-4A 
スイッチギア室チラーユニ

ット 4A 

WC2-4B 
スイッチギア室チラーユニ

ット 4B 

TCV-F005A 
スイッチギア室送風機出口

温度調節弁(A) 
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第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（10／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

サポート

系（非常用

換気空調

系） 

TCV-F005B 
スイッチギア室送風機出口

温度調節弁(B) 

AH2-12A バッテリ室空調機(A) 

AH2-12B バッテリ室空調機(B) 

E2-11A バッテリ室排気ファン(A) 

E2-11B バッテリ室排気ファン(B) 

AO-T41-F054 
バッテリ室排気ファン(A)

出口ダンパ 

AO-T41-F055 
バッテリ室排気ファン(B)

出口ダンパ 

AH2-1 HPCS 室空調機 

AH2-2 HPCS 室空調機 

AH2-3 LPCS 室空調機 

AH2-5 RHR(B)室空調機 

AH2-6 RHR(C)室空調機 

AH2-7 RHR(A)室空調機 

プロセス

監視 

C51-N002A 中性子束(A) 

C51-N002B 中性子束(B) 

C51-N002C 中性子束(C) 

C51-N002D 中性子束(D) 

C51-N002E 中性子束(E) 

C51-N002F 中性子束(F) 

C51-N002G 中性子束(G) 

C51-N002H 中性子束(H) 

PT-B22-N051A 原子炉圧力 

PT-B22-N051B 原子炉圧力 

LT-B22-N091A,C 原子炉水位（広帯域） 

LT-B22-N091B,D 原子炉水位（広帯域） 

LT-B22-N044A 原子炉水位（燃料域） 

LT-B22-N044B 原子炉水位（燃料域） 

PT-26-79.51A 格納容器圧力（D/W） 

PT-26-79.51B 格納容器圧力（D/W） 

PT-26-79.52A 
サプレッションチェンバー

圧力 

PT-26-79.52B 
サプレッションチェンバー

圧力 

LT-26-79.5A サプレッションプール水位

LT-26-79.5B サプレッションプール水位

TE-T23-N001～6A 
サプレッションプール水温

度 

TE-T23-N001～6B 
サプレッションプール水温

度 

TE-T23-N001～6C 
サプレッションプール水温

度 



補-1-4-12 

第 1 表 原子炉の安全停止に必要な機器等（11／11） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域 火災区画 

（続き） 

プロセス

監視 

TE-T23-N001～6D 
サプレッションプール水温

度 

FT-E12-N015A 残留熱除去系系統流量(A) 

FT-E12-N015B 残留熱除去系系統流量(B) 

FT-E12-N015C 残留熱除去系系統流量(C) 

FT-E22-N005 
高圧炉心スプレイ系系統流

量 

FT-E21-N003 低圧炉心スプレイ系流量 

FT-E51-N003 
原子炉隔離時冷却系系統流

量 

FT-E12-N007A 
残留熱除去海水系系統(A)

流量 

FT-E12-N007B 
残留熱除去海水系系統(B)

流量 

PT-13-92A 
ディーゼル発電機海水ポン

プ(A)出口圧力 

PT-13-92B 
ディーゼル発電機海水ポン

プ(B)出口圧力 

PT-13-692 
ディーゼル発電機海水ポン

プ(H)出口圧力 

EI-45 非常用母線電圧 

EI-48 非常用母線電圧 

EI-1 非常用母線電圧 

EI-61 安全系直流母線電圧 

EI-62 安全系直流母線電圧 

EI-9 安全系直流母線電圧 

D23-N003A 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（D/W） 

D23-N003B 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（D/W） 

D23-N003C 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（S/C） 

D23-N003D 
格納容器雰囲気放射線モニ

タ（S/C） 

D23-H2E-N002A 格納容器内水素濃度(A） 

D23-H2E-N002B 格納容器内水素濃度(B） 
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第2表 放射性物質の貯蔵等の機器等（1／2） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域

原子炉冷

却材圧力

バウンダ

リに直接

接続され

ていない

ものであ

って，放射

性物質を

貯蔵する

機能 

放射性気体廃棄物処理

系 

空気作動弁 

配管，手動弁，排ガス予熱器，排

ガス再結合器，排ガス復水器，排

ガス減衰管，排ガス前置，後置フ

ィルタ，排ガス後置除湿器再生装

置，メッシュフィルタ 

排気筒放射線モニタ 

使用済燃料プール 
使用済燃料プール(使用済燃料貯

蔵ラック含む) 

新燃料貯蔵庫 新燃料貯蔵庫 

使用済燃料乾式貯蔵容

器 
容器 

放射性物

質の貯蔵

機能 

サプレッション・プー

ル排水系 

配管，手動弁，サプレッション・

チェンバ 

電動弁 

復水貯蔵タンク 容器 

液体廃棄物処理系(機

器ドレン系) 

配管，フィルタ，脱塩器，タンク

空気作動弁 

液体廃棄物処理系(床

ドレン系) 

配管，フィルタ，タンク 

空気作動弁 

固体廃棄物処理系 固体廃棄物貯蔵庫 

セメント混練固化装置

及び雑固体減容処理設

備(液体及び固体の放

射性廃棄物処理系) 

貯蔵容器，粉砕機，排出機，計量

機，セメントサイロ，計量機，配

管，金属容器 

放射性物

質の閉じ

込め機

能，放射線

の遮へい

及び放出

低減 

原子炉格納容器 容器 

原子炉建屋 

原子炉建屋常用換気空

調系隔離弁 

建屋 

空気作動弁 

原子炉格納容器隔離弁 空気作動弁，電動弁 

格納容器スプレイ冷却

モード 
配管，電動弁，ポンプ 

原子炉建屋ガス処理系
空気作動弁，電動弁，空調機，乾

燥装置，放射線モニタ 

可燃性ガス濃度制御系
ブロア，加熱器，再結合器,冷却

器，セパレータ，電動弁 

燃料プー

ル水の補

給機能 

非常用補給水系 (残留

熱除去系) 

配管，ポンプ，熱交換器，空気作

動弁，電動弁 
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第 2 表 放射性物質の貯蔵等の機器等（2／2） 

機能 機器番号 機器名称 火災区域

放射性物

質の放出

の防止機

能 

放射性気体廃棄物処理

系(オフガス系)隔離弁 
空気作動弁 

排気筒 排気筒 

原子炉冷

却材を内

蔵する機

能 

・原子炉冷却材浄化系

（原子炉冷却材圧力

バウンダリから外れ

る部分） 

・主蒸気系 

・原子炉隔離時冷却系

タービン蒸気供給ラ

イン（原子炉冷却材圧

力バウンダリから外

れる部分であって外

側隔離弁下流からタ

ービン止め弁まで） 

配管，手動弁 

電動弁，空気作動弁 
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重大事故等対処施設について
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 3.2(1)に示す重大事故等対処施設を示すために，

補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

重大事故等対処施設の機器リストを，次頁以降の表に示す。 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（1／9） 

機器名称 火災区域 

ホイールローダ 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）手動スイッチ 

制御棒 

制御棒駆動機構 

制御棒駆動系水圧制御ユニット 

再循環系ポンプ遮断器手動スイッチ 

低速度用電源装置遮断器手動スイッチ 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

自動減圧系の起動阻止スイッチ 

常設高圧代替注水系ポンプ 

高圧代替注水系タービン止め弁 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

逃がし安全弁（安全弁機能） 

高圧炉心スプレイ系ポンプ 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁（逃がし弁機能） 

過渡時自動減圧機能 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

常設代替直流電源設備：緊急用 125V 系蓄電池 

可搬型代替直流電源設備：可搬型代替低圧電源車＆可搬型整流器 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ 

高圧炉心スプレイ系注入弁 

原子炉隔離時冷却系原子炉注入弁 

低圧炉心スプレイ系注入弁 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（2／9） 

機器名称 火災区域 

残留熱除去系Ａ系注入弁 

残留熱除去系Ｂ系注入弁 

残留熱除去系Ｃ系注入弁 

常設低圧代替注水系ポンプ 

可搬型代替注水大型ポンプ 

可搬型代替注水中型ポンプ 

残留熱除去系ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系海水系ポンプ 

残留熱除去系海水系ストレーナ 

低圧炉心スプレイ系ポンプ 

緊急用海水ポンプ 

緊急用海水系ストレーナ 

フィルタ装置 

可搬型窒素供給装置：窒素供給装置＆窒素供給装置用電源車 

第二弁 

第二弁バイパス弁 

遠隔人力操作機構 

第二弁操作室遮蔽 

第二弁操作室空気ボンベユニット（空気ボンベ） 

圧力開放板 

第一弁（Ｓ／Ｃ側） 

第一弁（Ｄ／Ｗ側） 

耐圧強化ベント系一次隔離弁 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（3／9） 

機器名称 火災区域 

耐圧強化ベント系二次隔離弁 

代替循環冷却系ポンプ 

第二弁操作室差圧計 

コリウムシールド 

窒素供給装置 

窒素供給装置用電源車 

フィルタ装置入口水素濃度 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

格納容器内水素濃度（ＳＡ） 

格納容器内酸素濃度（ＳＡ） 

静的触媒式水素再結合器 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

原子炉建屋水素濃度 

非常用ガス処理系排風機 

非常用ガス再循環系排風機 

非常用ガス処理系フィルタトレイン 

非常用ガス再循環系フィルタトレイン 

可搬型スプレイノズル 

常設スプレイヘッダ 

代替燃料プール冷却系ポンプ 

代替燃料プール冷却系熱交換器 

使用済燃料プール 

使用済燃料プール水位・温度（ＳＡ広域） 

使用済燃料プール温度（ＳＡ） 

使用済燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

使用済燃料プール監視カメラ（使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置

を含む） 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（4／9） 

機器名称 火災区域 

可搬型代替注水大型ポンプ（放水用） 

放水砲 

汚濁防止膜 

泡混合器 

泡消火薬剤容器（大型ポンプ用） 

代替淡水貯槽 

西側淡水貯水設備 

サプレッション・チェンバ 

常設代替高圧電源装置 

可搬型代替低圧電源車 

125V 系蓄電池Ａ系 

125V 系蓄電池Ｂ系 

125V 系蓄電池ＨＰＣＳ系 

中性子モニタ用蓄電池Ａ系 

中性子モニタ用蓄電池Ｂ系 

緊急用Ｍ／Ｃ 

緊急用Ｐ／Ｃ 

緊急用直流 125V 主母線盤 

軽油貯蔵タンク 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

２Ｄ非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

可搬型設備用軽油タンク 

タンクローリ 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機 

２Ｄ非常用ディーゼル発電機 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（5／9） 

機器名称 火災区域 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ 

２Ｄ非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ 

原子炉圧力容器温度 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

高圧代替注水系系統流量 

低圧代替注水系原子炉注水流量（常設ライン用） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（常設ライン狭帯域用） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（可搬ライン用） 

低圧代替注水系原子炉注水流量（可搬ライン狭帯域用） 

代替循環冷却系原子炉注水流量 

原子炉隔離時冷却系系統流量 

高圧炉心スプレイ系系統流量 

残留熱除去系系統流量 

低圧炉心スプレイ系系統流量 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（常設ライン用） 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量（可搬ライン用） 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量 

ドライウェル雰囲気温度 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度 

サプレッション・プール水温度 

格納容器下部水温 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（6／9） 

機器名称 火災区域 

ドライウェル圧力 

サプレッション・チェンバ圧力 

サプレッション・プール水位 

格納容器下部水位 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｓ／Ｃ） 

起動領域計装 

平均出力領域計装 

フィルタ装置水位 

フィルタ装置圧力 

フィルタ装置スクラビング水温度 

耐圧強化ベント系放射線モニタ 

代替循環冷却系ポンプ入口温度 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量 

残留熱除去系熱交換器入口温度 

残留熱除去系熱交換器出口温度 

残留熱除去系海水系系統流量 

緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交換器） 

緊急用海水系流量（残留熱除去系補機） 

代替淡水貯槽水位 

西側淡水貯水設備水位 

常設高圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力 

代替循環冷却系ポンプ吐出圧力 

原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出圧力 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（7／9） 

機器名称 火災区域 

高圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力 

低圧炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 

データ表示装置 

可搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内の温度，圧力，水位

及び流量（注水量）計測用） 

可搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内の圧力，水位及び流

量（注水量）計測用） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

Ｍ／Ｃ ＨＰＣＳ電圧 

Ｐ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｐ／Ｃ ２Ｄ電圧 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

緊急用Ｐ／Ｃ電圧 

直流 125V 主母線盤２Ａ電圧 

直流 125V 主母線盤２Ｂ電圧 

直流 125V 主母線盤ＨＰＣＳ電圧 

直流±24V 中性子モニタ用分電盤２Ａ電圧 

直流±24V 中性子モニタ用分電盤２Ｂ電圧 

緊急用直流 125V 主母線盤電圧 

ほう酸水注入ポンプ吐出圧力 

非常用窒素供給系供給圧力 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ圧力 

非常用逃がし安全弁駆動系供給圧力 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（8／9） 

機器名称 火災区域 

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベ圧力 

中央制御室遮蔽 

中央制御室待避室遮蔽 

中央制御室換気系空気調和機ファン 

中央制御室換気系フィルタ系ファン 

中央制御室換気系フィルタユニット 

ブローアウトパネル閉止装置 

中央制御室待避室空気ボンベユニット（空気ボンベ） 

差圧計 

衛星電話設備（可搬型）（待避室） 

データ表示装置（待避室） 

酸素濃度計 

二酸化炭素濃度計 

可搬型照明（ＳＡ） 

可搬型モニタリング・ポスト 

ＮａＩシンチレーションサーベイ・メータ 

β線サーベイ・メータ 

ＺｎＳシンチレーションサーベイ・メータ 

可搬型ダスト・よう素サンプラ 

電離箱サーベイ・メータ 

小型船舶 

可搬型気象観測設備 

携行型有線通話装置 

衛星電話設備（固定型） 

衛星電話設備（携帯型） 

無線連絡設備（携帯型） 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備（テレビ会議シス

テム，ＩＰ電話，ＩＰ－ＦＡＸ） 

緊急時対策所用発電機 
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第 1 表 重大事故等対処施設の機器リスト（9／9） 

機器名称 火災区域 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク 

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 

緊急時対策所遮蔽 

緊急対策所非常用送風機 

緊急対策所非常用フィルタ装置 

緊急時対策所給気・排気配管 

緊急時対策所加圧設備 

緊急時対策所用差圧計 

緊急時対策所エリアモニタ 

データ伝送設備 

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

原子炉建屋原子炉棟 

貯留堰 

取水構造物 

ＳＡ用海水ピット取水塔 

海水引込み管 

ＳＡ用海水ピット 

緊急用海水取水管 

緊急用海水ポンプピット 

 



2. 火災の発生防止に係るもの 



 

補足説明資料 2－1 

潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び 

機器運転時の温度について
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 4.1(1)a.(c)項に示す火災区域又は火

災区画内に設置する油内包設備に使用している潤滑油又は燃料油は，その引

火点が油内包機器を設置する室内温度よりも十分高く，機器運転時の温度よ

りも高いため，可燃性蒸気とならないことを説明するため，補足資料として

添付するものである。 

 

2. 内容 

潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度について，次頁以降に示

す。  
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潤滑油又は燃料油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度について 

 

1. はじめに 

火災区域内に設置する油内包設備に使用している潤滑油又は燃料油は，そ

の引火点が油内包機器を設置する室内温度よりも十分高く，機器運転時の温

度よりも高いため，可燃性蒸気とならないことを以下のとおり確認した。 

 

2. 潤滑油の引火点，室内温度，機器運転時の温度 

火災区域内に設置する油内包設備に使用している潤滑油の引火点は，約

226℃～270℃であり，各火災区域の室内温度(空調設計上の上限値である室内

設計温度:約 10℃～ 40℃ )及び機器運転時の潤滑油温度 (運転時最高使用温

度：約 80℃～95℃)に対し高いことを確認した。 

第 1 表に主要な潤滑油内包機器に使用している潤滑油の引火点，室内温度

及び機器運転時の温度を示す。 

 

第 1 表 主要な潤滑油の引火点，室内温度及び機器運転時の温度 

潤滑油品種 潤滑油内包機器 
引火点

［℃］

室内 

温度 

［℃］

機器運転時潤滑油

温度 

［℃］ 

FBK タービン

56 

低圧炉心スプレイ系

ポンプ 
260 40 85 

DTE オイルラ

イト 

原子炉隔離時冷却系

ポンプ 
226 40 80 

モービル

DTE24 
制御棒駆動水ポンプ 220 40 85 

FBK タービン

68 
残留熱除去系ポンプ 270 40 95 

 

3. 燃料油の引火点，室内温度，機器運転時の温度 

火災区域内に設置する燃料油は，非常用ディーゼル発電機(以下「D/G」と

いう。)に使用する軽油である。 

軽油の引火点は約 45℃であり，プラント通常運転時の D/G 室の室内設計温

度である 40℃に対し高いことを確認した。なお，D/G 起動時は，D/G 室専用

の換気ファンが起動し，D/G 室内の換気を行うよう設計されている。 
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保温材の使用状況について
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1. 目的 

本資料は，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用する保

温材が不燃性材料であることを，火災防護に関する説明書 4.2(1)b.項，

4.2(2)a.項に基づき確認した結果を示すために，補足資料として添付するも

のである。 

 

2. 内容 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に使用する保温材が不燃

性材料であることを確認した結果を示す。  
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保温材の使用状況について 

 

1. 保温材の不燃性材料使用状況の調査 

火災防護上重要な機器等又は重大事故等対処施設に対する保温材は，何れ

も建設時より不燃性材料を使用するが，保温材を取替えていることを踏まえ

て，調査を実施した。 

図１に保温材の不燃性確認フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 保温材の不燃性確認フロー  

  

対象外 

保温材の取替履歴および保温材の調査履歴を確認 

【対象箇所(保温材使用箇所)】  

「火災防護上重要な機器等」 

又は 

「重大事故等対処施設」 

製品規格 (JIS A 9521 等 ) 

における燃焼性等の試験に

おいて，合格品か 

(不燃性材料又は難燃性材

料と同等以上の性能を有す

るもの ) 

「平成 12 年建設省告示 

第 1400 号の不燃材料か」

又は 

「建築基準法の不燃材料認

定品か」 

対象外 

YES 

NO 

YES 

NO 

YES 

NO 

対象外 取替 
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2. 保温材の確認結果 

保温材の調査フローに基づき調査した結果，使用する保温材は，何れも不

燃材料又は難燃材料であることを確認した。調査結果を第１表に示す。 

 

第 1 表 保温材の不燃性適合状況調査結果 

保温材種類 

使用部位 

フロー

結果 
備考 

配管

弁，ﾌﾗ

ﾝｼﾞ，ｻ

ﾎﾟｰﾄ 

機器類(ﾀﾝ

ｸ，ﾎﾟﾝﾌﾟ

等) 

原子炉 

格納容器 

の機器等 

ロックウール ○ ○ ○ ○ 対象外 仕様規定※ １

けい酸カルシウム ○ － － ○ 対象外 仕様規定※ １

金属 － － － ○ 対象外 仕様規定※ １

グラスウール ○ ○ － ○ 対象外 仕様規定※ １

ガラスクロス ○ ○ － ○ 対象外 仕様規定※ １

ポリイミド樹脂 ○ － ○ － 対象外 製品規格※ ２

シリカクロス － － ○ － 対象外 製品規格※ ２

ウレタンフォーム － － － ○ 対象外 製品規格※ ２

※1：＜平成 12 年建設省告示第 1400 号 (不燃材料を定める件)＞ 

・建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 2 条第九号の規定に基づき，不

燃材料を次のように定める。 

・建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 108 条の 2 各号(建築物の

外部の仕上げに用いるものにあっては，同条第一号及び第二号)に掲げる

要件を満たしている建築材料は，次に定めるものとする。 
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一 コンクリート 

二 れんが 

三 瓦 

四 陶磁器質タイル 

五 繊維強化セメント板 

六 厚さが 3mm 以上のガラス繊維混入セメント板 

七 厚さが 5mm 以上の繊維混入ケイ酸カルシウム板 

八 鉄鋼 

九 アルミニウム 

十 金属板 

十一 ガラス 

十二 モルタル 

十三 しっくい 

十四 石 

十五 厚さが 12mm 以上のせっこうボード 

(ボード用原紙の厚さが 0.6mm 以下のものに限る。) 

十六 ロックウール 

十七 グラスウール板 

 

※2：製品規格(JIS 等 )で要求される燃焼性等の試験において，合格品

のもの 
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建屋内装材の不燃性について
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1. 目的 

本資料は，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設が設置される

建屋に使用する建屋内装材が不燃性材料であることを確認した結果を示すた

めに，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設が設置される建屋に使用

す る 建 屋 内 装 材 が 不 燃 性 材 料 で あ る こ と を ， 火 災 防 護 に 関 す る 説 明 書

4.2(1)c.項，4.2(2)b.項及び 4.2(3)b.項並びに本資料の別紙 1 に示すフロー

に基づき確認した結果を，次頁以降に示す。 

また，消防法を考慮した建屋内装材の適用範囲を別紙 2 に示す。 
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第 1 表 火災防護上重要な機器及び重大事故等対処施設の建屋内装材使用状況 

 

場 所 使用箇所 内装仕様 備 考 

発電所全般 
管理区域内全域 

(天井，床，壁) 

エ ポ キ シ 樹 脂

塗料 
難燃性材料 

中央制御室，過渡時デー

タ 収 集 装 置 室 (NATRAS

室)，タービン建屋２階，

換気空調機械室，  

壁 合 成 樹 脂 エ マ

ル ジ ョ ン 系 塗

料 

難燃性材料 

原 子 炉 建 屋 ６ 階 燃 料 交

換台車操作室 
鉄部 

タービン建屋２階 鉄部 
合 成 樹 脂 系 塗

料 
難燃性材料 

中央制御室，過渡時デー

タ 収 集 装 置 室 (NATRAS

室 )，中央制御室コンピ

ューター室，換気空調機

械室 

天井 岩綿吸音板 不燃材料 

中 央 制 御 室 コ ン ピ ュ ー

ター室，原子炉建屋６階

燃料交換台車操作室 

壁 
ス チ ー ル パ ー

テーション 
不燃材料 

原 子 炉 建 屋 ６ 階 燃 料 交

換台車操作室 

床 

長尺シート その他の材料※ 3 

中 央 制 御 室 コ ン ピ ュ ー

ター室，換気空調機械室

ビ ニ ル 系 床 シ

ート 
その他の材料※ 3 

中央制御室 
タ イ ル カ ー ペ

ット 
防炎認定品 

キャスクピット除染室，

キャスクピット 
壁，床 

ス テ ン レ ス ラ

イニング 
不燃材料 

緊急時対策所 床 
タ イ ル カ ー ペ

ット 
不燃材料 

※3：不燃材料に取替えを行う。  
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別紙１ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 内装材の不燃性確認フロー 

  

※1：建築基準法上及び消防法上の認定品 

(建築基準法上の仕様規定品含む) 

※2：不燃材料表面に塗布されたコーティング剤

国内規制認定品※1 

機能要求＋不燃材料※2

その他の材料 

不燃材料 
不燃材料表面の 

コーティング剤 
不燃材料に取替 

① 

NO 

YES 
NO 

YES 
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別紙２ 

 

建屋内装材の確認範囲について 

 

建屋内装材について，火災防護上，不燃性材料であることの確認を行う建屋

内装材の範囲を整理する。 

建屋内装材の確認においては，建屋内装材自体が火災時の発火源になること

はないため，火災が発生した場合に，直接火炎に接する可能性のある表面部分

を確認することが重要と考える。 

また，消防法において，建屋内装材における床材等については，第 1 図に示

すとおり表面を覆うものを防炎規制の対象としている。 

したがって，不燃性材料であることの確認を行う建屋内装材の範囲は，内装

材の表面部分とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 消防法，同施行令及び同施行規則に関する執務資料について 

(昭和 54 年 6 月 22 日消防予第 118 号  各都道府県消防主観部長あて消防庁予

防救急課長回答) 

(例解 消防設備質疑応答集(新日本法規出版)に加筆) 
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難燃ケーブルの使用について
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1. 目的 

本資料は，火災防護上重要な機器及び重大事故等対処施設に使用するケー

ブルが，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 4.2(1)d.項に示す方法

で，難燃ケーブル又は防火措置(防火シート等による措置)を講じることによ

り，難燃ケーブルと同等以上の性能を有するケーブルであることを確認した

結果を示すために，添付資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

火災防護上重要な機器及び重大事故等対処施設に使用するケーブルが，火

災により着火し難く，著しい燃焼をせず，また，加熱源を除去した場合はそ

の 燃 焼 部 が 広 が ら な い 性 質 を 有 し て い る こ と を ， 自 己 消 火 性 を 確 認 す る

UL1581(Fourth Edition)1080.VW-1 垂直燃焼試験並びに延焼性 を確認する

IEEE Std 383-1974 垂直トレイ燃焼試験又は IEEE Std 1202－ 1991 垂直トレ

イ燃焼試験による実証試験にて確認した結果を，次頁以降に示す。 

なお，防火措置を施した非難燃ケーブルにおける難燃性能の確認について

は，「補足説明資料 5. 非難燃ケーブル対応に係るもの」参照。 
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第 1 表 自己消火性の実証試験結果(UL 垂直燃焼試験) 

区分 №  絶縁体 シース 

UL 垂直燃焼試験 

試験日 

最大

残炎

時間

(秒 ) 

表示

旗の

損傷

(％ ) 

綿の  

損傷 
合否

高圧 

ケーブ

ル 

1 
架橋  

ポリエチレン 
難燃ビニル  1 0 無  合格 2013.8.30

2 
架橋  

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
0 0 無  合格 2013.6.26

低圧  

ケーブ

ル 

3 
難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2017.3.9 

4 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
2 0 無  合格 2013.7.3 

5 シリコンゴム  ガラス編組  0 0 無  合格 2013.8.30

制御  

ケーブ

ル 

6 
難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2013.7.18

7 
難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃架橋 

ポリエチレン 
1 0 無  合格 2013.8.30

8 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
2 0 無  合格 2013.7.3 

9 シリコンゴム  ガラス編組  0 0 無  合格 2013.8.30

10 ETFE※ 1 
難燃特殊 

耐熱ビニル  
3 0 無  合格 2014.5.23

計装  

ケーブ

ル 

11 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
2 0 無  合格 2013.7.3 

12 ETFE※ 1 
難燃クロロ  

プレンゴム  
1 0 無  合格 2014.6.26

13 
耐放射線性架橋

ポリエチレン 

難燃架橋 

ポリエチレン 
1 0 無  合格 2013.7.18

14 
耐放射線性架橋

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
2 0 無  合格 2013.9.20

15 

静電遮蔽付  

架橋ポリエチレ

ン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1 0 無  合格 2017.3.9 

16 

耐放射線性架橋

発泡ポリエチレ

ン 

ノンハロゲン難

燃架橋ポリエチ

レン 

0 0 無  合格 2013.7.18

17 
架橋  

ポリエチレン 

難燃架橋 

ポリエチレン 
4 0 無  合格 2013.6.20

18 
架橋  

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
0 0 無  合格 2013.6.26

※ 1 四フッ化エチレン・エチレン共重合樹脂 
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第 2 表 延焼性の実証試験結果(IEEE 383 Std 1974 垂直トレイ燃焼試験) 

区分 №  絶縁体 シース 

耐延焼性試験 

試験日 
シース 

損傷距離 

(mm) 

(参考 ) 

残炎時間 

(秒 ) 

合否

高圧 

ケーブ

ル 

1 
架橋  

ポリエチレン 
難燃ビニル  1,150 465 合格 1999.9.23

2 
架橋  

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
650 265 

合格
1979.2.20

低圧  

ケーブ

ル 

3 
難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
960 0 合格 2010.6.1

4 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
850 0 合格 1979.3.16

5 シリコンゴム  ガラス編組  300 0 合格 1982.4.22

制御  

ケーブ

ル 

6 
難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1,120 0 合格 1984.9.19

7 
難燃架橋 

ポリエチレン 

難燃架橋 

ポリエチレン 
810 0 

合格
1982.5.24

8 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
850 0 

合格
1979.3.16

9 シリコンゴム  ガラス編組  300 0 合格 1982.4.22

10 ETFE※ 2 
難燃特殊 

耐熱ビニル  
330 0 合格 1982.4.28

計装  

ケーブ

ル ※ 1 

11 難燃 EP ゴム  
難燃クロロ  

プレンゴム  
850 0 合格 1979.3.16

12 ETFE※ 2 
難燃クロロ  

プレンゴム  
440 0 

合格
1982.5.12

13 
耐放射線性架橋

ポリエチレン 

難燃架橋 

ポリエチレン 

1,800mm 

以上  
―  ―  2013.9.20

14 
耐放射線性架橋

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  

1,800mm 

以上  
―  ―  2013.9.20

15 

静電遮蔽付  

架橋ポリエチレ

ン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
850 0 

合格
1979.3.15

16 

耐放射線性架橋

発泡ポリエチレ

ン 

ノンハロゲン難

燃架橋ポリエチ

レン 

1,300 120 
合格

2013.9.20

17 
架橋  

ポリエチレン 

難燃架橋 

ポリエチレン 
1,070 0 合格 2014.7.9

18 
架橋  

ポリエチレン 

難燃特殊 

耐熱ビニル  
1,730 0 合格 2014.7.15

※ 1 計装ケーブルのうち同軸ケーブル(No.13～ 18)は，扱う信号(微弱パルス，または微

弱電流)の特性上，ノイズ等の軽減を目的とした不燃性(金属)の電線管に敷設してい

る。これらのうち，IEEE383 std 1974 垂直トレイ燃焼試験に合格していないケーブ

ルについては，電線管の両端を耐火性のコーキング材で埋めることで，延焼防止を

図る。 

※ 2 四フッ化エチレン・エチレン共重合樹脂
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別紙 1 

東海第二発電所における一部の同軸ケーブルの延焼防止性について 

 

1. はじめに 

核計装ケーブルや放射線モニタ用ケーブルは，微弱電流，微弱パルスを扱

うために，耐ノイズ性を確保することを目的に不燃性の金属の電線管に敷設

するとともに，絶縁体に誘電率の低い架橋ポリエチレンを有する同軸ケーブ

ルを使用している。このうち，一部のケーブルが自己消火性を確認する UL

垂直燃焼試験は満足するが，耐延焼性を確認する IEEE383 垂直トレイ燃焼試

験の判定基準を満足しない。 

したがって，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験を満足しない同軸ケーブルは，

他のケーブルからの火災による延焼や，他のケーブルへの延焼が発生しない

よう，電線管の両端部を耐火性のコーキング材(SF エコシール)を充填する

ことで，酸素不足による燃焼の継続を防止する。(第 1 図) 

コーキング材(SF エコシール)の火災防護上の有効性を以下に示す。 

 

2. 電線管敷設による火災発生防止対策 

2.1 酸素不足による燃焼継続の防止 

核計装ケーブルや放射線モニタ用ケーブルは，耐ノイズ性を確保するた

め，ケーブルを電線管内に敷設している。電線管内に敷設することによ

り，IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足しないケーブルが電線

管内で火災になったとしても，電線管の両端を耐火性のコーキング材で密

閉することにより，外気からの酸素の供給を遮断し，電線管内の酸素のみ

では燃焼が維持できず，ケーブルの延焼は継続できない。 

IEEE383 垂直トレイ燃焼試験の判定基準を満足していないケーブル 1m あ

たりを完全燃焼させるために必要な空気量は約 0.13m3 であり，この 0.13m3

が存在する電線管長さが約 14m であることを考慮すると，最大長さが 50m

である電線管は，約 3.6m だけ燃焼した後は酸素不足となり，延焼継続は

起こらないと判断される。 

プルボックス内の火災についても，プルボックスの材料が鋼製であり，

さらに，プルボックス内の電線管に耐火性のコーキング材(SF エコシール)

を電線管に充填する設計とすることで延焼を防止する。したがって，ケー

ブルの延焼はプルボックス内から広がらないと判断する。 
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第 1 図 プルボックス内の延焼防止対策の例 

 

2.2 コーキング材(SF エコシール)について 

コーキング材(SF エコシール)は，火災区域を貫通する電線管のシール材

として火災耐久試験を実施し，3 時間耐火性能が確認されたものである。 

コーキング材(SF エコシール)は，常温では硬化しにくく，長時間にわた

って適切な柔軟性を維持し，以下の特性を有する。 

 

(1) 主成分 

有機質バインダー，難燃材，有機繊維 他 

 

(2) シール性 

コーキング材(SF エコシール)は，常温で硬化しにくく，長時間にわた

り適切な柔軟性を有する性質であり，難燃性及び耐熱性に優れたノンハ

ロゲン非硬化型非発泡性防災パテ材である。耐熱試験では高温 180℃の

影響評価を実施し，シール材の基本性能に影響がないことを確認してお

り，さらに，電路貫通部の火災耐久試験にて，3 時間耐火性能を有する

ことを確認しているものである。したがって，このコーキング材を第 2

図に示すとおり隙間なく施工する設計であるため，シール性を有してい

ると考える。 

電線管内で火災が発生した場合には，電線管内の温度が上昇するた

め，電線管内の圧力が電線管の外よりも高くなり，電線管の外から燃焼

が継続できる酸素の供給はないと考えられる。 
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第 2 図 コーキング材(SF エコシール)の施工方法例 

 

(3) 保全 

コーキング材(SF エコシール)の保全については，コーキング材の耐久

性が製品メーカにおける熱加速試験に基づき，常温 40℃の環境下で約

28 年以上の耐久性を確認していること(別紙 1)，コーキング材(SF エコ

シール)の特性を踏まえ，設備の点検計画を定めている保全計画に定め

る。  



補-2-4-7 

別紙 2 

コーキング材(SF エコシール)の耐久性について 

 

1. はじめに 

コーキング材(SF エコシール)は，以下第 1 表に示す試験を実施し，耐久

性があることを確認している。 

 

第 1 表 コーキング材(SF エコシール)の耐久性に係る試験 

№ 試験項目 判定基準 試験概要 

1 加熱減量 加熱減量が 0.6%以下のこと 

JIS A 5752 により，温度

105～110℃の恒温器で 3 時

間加熱後，室温になるまで

冷却し，質量比を求める 

2 耐水性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

水道水中に 30 日間浸漬させ

る 

3 耐塩水性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

3％食塩水中に 30 日間浸漬

させる 

4 耐油性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

電気絶縁油中に 30 日間浸漬

させる 

5 耐薬品性 
使用上有害なひび，割れ，

形くずれのないこと 

薬品水溶液中に常温で 7 日

間浸漬させる 

6 気密性 気密漏洩がないこと 

内外差圧 6,300Pa の容器内

に N2 を充填し，24 時間後

の漏えい量を測定する 

7 耐火性 

①  非加熱側へ 10 秒を超え

て継続する火炎の噴出

がないこと 

②  非加熱面で 10 秒を超え

て継続する発炎がない

こと 

③  火炎が通る亀裂等の損

傷及び隙間が生じない

こと 

コンクリートを貫通させた

ケーブルトレイ貫通部及び

電線管両端にシール材を充

填し，ISO834-1 の加熱曲線

を用いて 3 時間加熱する 

 

8 耐熱性 

シール材内部の針入度がメ

ーカカタログ値の半減値を

超えること 

JIS A 5752 により，温度

180℃の恒温器で 3 時間加熱

後，常温及び加熱後の針入

度を求める 

9 耐放射線性

①  シール材内部の針入度

がメーカカタログ値の

半減値を超えること 

②  酸素指数がメーカカタ

ログ値と同等であるこ

と 

放射線量 700kGy で照射し，

さらに温度 180℃の恒温器

で 3 時間加熱後，常温，放

射線照射後及び加熱後の針

入度を求める。併せて JIS 

K 6269 に準拠し，酸素指数

を測定する 
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屋外の重大事故等対処施設の竜巻による 

火災の発生防止対策について



補-2-5-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 4.3(4)項に示す屋外の重大事故等対

処施設の竜巻による火災の発生防止対策が，重大事故等対処施設に対する火

災防護特有であるため，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

屋外の重大事故等対処施設の竜巻による火災の発生防止対策について，次

頁以降に示す。 
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1. 常設代替高圧電源装置の竜巻による火災の発生防止対策について 

(1) 設計方針 

非常用ディーゼル発電機及び可搬型代替低圧電源車と常設代替交流電源

設備は，同時にその機能が損なわれることがないよう，位置的分散を図っ

ている。 

また，竜巻影響評価において非常用ディーゼル発電機は，外部事象防護

対象施設として，設計竜巻に対して外殻機能を有する建屋に内包されてお

り，安全機能が維持できることを確認しているため，位置的分散とあいま

って，常設代替高圧電源装置と同時に電源供給機能が損なわれるおそれは

ない。 

なお，常設代替高圧電源装置は，設計用地震力に対して十分な支持機能

を確保するため，固縛を実施する設計としている。 

万一，常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンクが，竜巻による飛来

物で破損した場合を想定し，堰の設置及び制御盤(発火源)に漏えいした燃

料が流入しないように制御盤扉へのパッキン施工により，火災の発生防止

対策を講じる設計とする。  
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(2) 燃料油の漏えい，拡大防止対策 

a. 漏えい燃料の拡大を防止する堰の設置 

漏えい燃料の拡大を防止し，発火源との接触を防ぐ油受けの堰を設置す

る設計とする。 

また，堰は，常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンクの保有量全量

を貯留可能な設計とする。 

 

 

 

 

第 1 図 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンクの堰 

  

堰  
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b. 制御盤への燃料流入防止 

制御盤内への漏えい燃料の流入を防止するため，制御盤扉にパッキンを

施工する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 制御盤扉のパッキン施工 

制御盤扉のパッキン施工

コンテナ（発電装置本体）  
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水素の蓄積防止対策について
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 4.1(5)項に示す放射線分解により発

生する水素の蓄積防止対策が，経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡

原子力発電所 1 号機の余熱除去系配管破断に関する再発防止対策について

(平成 14 年 5 月)」及び社団法人火力原子力発電技術協会「BWR 配管におけ

る混合ガス(水素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成 17 年 10

月）」に基づき対策を実施しており，火災防護特有であるため，補足資料と

して添付するものである。 

 

2. 内容 

経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡原子力発電所 1 号機の余熱除

去系配管破断に関する再発防止対策について(平成 14 年 5 月)」を受けた対

策後の報告について，次頁以降に示す。 
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3. 水素の蓄積防止対策について 

放射性分解により発生する水素に対する火災区域における蓄積防止対策と

しては，経済産業省指示文書「中部電力株式会社浜岡原子力発電所 1 号機の

余熱除去系配管破断に関する再発防止対策について(平成 14 年 5 月)」を受

け，水素の蓄積のおそれがある箇所に対して対策を実施している。（別紙 1） 

また，社団法人火力原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガス(水

素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成 17 年 10 月）」の制定以降に

ついては，ガイドラインのフロー基づき蓄積防止対策箇所を選定し実施して

いる(第 1-1 図～1-4 図，第 1-1 表)。 
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第 1-1 図  水素対策の対象選定フロー 

（BWR 配管における混合ガス(水素・酸素)蓄積防止 

に関するガイドラインを参照） 

 

 

対応措置  対応不要  

原子炉内で水の放射線分解

によって生成される水素と

酸素が滞留する  
可能性があるか  

水蒸気が凝縮され，水素と酸

素濃度が上昇 (蓄積 )する箇所か

詳細評価  
蓄積・構造強度等について

詳細評価を実施して健全性

が確保されるか  

ステップ１  

ステップ２  

ステップ３  

ＮＯ  

ＮＯ  

ＮＯ  

ＹＥＳ  

ＹＥＳ  

ＹＥＳ  
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第 1-1 表  放射線分解による水素蓄積防止対策の実施状況 

対策箇所 対策内容 対策実施根拠 実施状況

・残留熱除去系蒸

気凝縮系配管 

 

 

・配管撤去及び取替

（第 19 回定検時：平

成 14 年 9 月 13 日工

事計画届出（

）） 

経済産業省指示文書 

「 中 部 電 力 株 式 会 社 浜 岡 原

子力発電所第 1 号機の余熱

除 去 系 配 管 破 断 に 関 す る 再

発防止対策について」(平成

14 年 5 月) 

実施済 

(別紙 2)

・原子炉水位計等

計装配管 

・配管修繕 

（第 20 回定検時：平

成 16 年 1 月 9 日工事

計画届出（

） 

上 記 指 示 文 書 を 踏 ま え 自 主

的に対策を実施 
実施済 

(別紙 3)

・原子炉圧力容器

頂部スプレイ配管

・ベント配管を設置 

（第 23 回定検時：平

成 20 年（工事計画対

象外）） 

(社 )火 力 原 子 力 発 電 技 術 協

会 

「BWR 配管における混合ガス

(水素・酸素)蓄積防止に関す

るガイドライン」(平成 17 年

10 月 ) 

実施済 

(別紙 4)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-2 図 残留熱除去系蒸気凝縮系配管撤去の概要 

：配管撤去範囲
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対策箇所 修繕前 修繕後 

原子炉圧力容器

ノ ズ ル ラ イ ン 修

繕 

  

原子炉水位計用

ライン修繕 

  

第 1-3 図  原子炉水位計等計装配管修繕の概要 

 

 

第 1-4 図  原子炉圧力容器頂部スプレイ配管追設の概要 

主 蒸 気 配 管

計 器 へ

凝 縮 槽 基 準 水 面
レ ベ ル  

主 蒸 気 配 管

計 器 へ

基 準 水 面
レ ベ ル  

原 子 炉  
圧 力 容 器

計 器 へ

凝 縮 槽  基 準 水 面
レ ベ ル  

交 換

2 B  

原 子 炉  
圧 力 容 器

計 器 へ

凝 縮 槽 基 準 水 面
レ ベ ル  

3 / 4B

：ベント配管設置範囲
M O  

A

※ 原 子 炉 圧 力 容 器 と 凝 縮 槽 間 の 距 離 が 短 い た め ， 配

管 径 拡 大 及 び 構 造 変 更 に よ り ， 配 管 内 で 気 体 が 循

環 し や す く な り ， 凝 縮 槽 で の 水 素 蓄 積 を 防 止 す る













表1 ④， ⑤で除外した配管の抽出結果

敦賀発電所1号機
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表2 ガス蓄積昌評価結果
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表3 対応のガ針

敦賀発電所1号機

備

一

考
-—― � � 

-

� 

-
' | ＇ , 

2



別紙２

















































I ts 





3. 火災の感知及び消火に係るもの 



補足説明資料 3－1 

ガス消火設備について 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(a)，5.2.2(1)b.(b)，

5.2.2(1)b.(d)項に示すハロゲン化物自動消火設備(全域)，ハロゲン化物自

動消火設備(局所)及びケーブルトレイ消火設備の詳細を示すために，補足資

料として添付するものである。 

 

2. 内容 

ハロゲン化物自動消火設備(全域)，ハロゲン化物自動消火設備(局所)及び

ケーブルトレイ消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備概要及び系統構成 

火災時に煙の充満により消火が困難となる可能性のある火災区域又は火災

区画に必要となる固定式消火設備は，人体，設備に対する影響を考慮し，「ハ

ロゲン化物自動消火設備（全域）並びにハロゲン化物自動消火設備（局所）」

を設置する。(非常用ディーゼル発電機室を除く) 

ガス消火設備の仕様概要を第 1 表，使用箇所及び選定理由を第 2表に示す。

また，単一の部屋に対し使用する専用のハロゲン化物自動消火設備（全域）

を第 1 図に示す。また，油内包機器に使用するハロゲン化物自動消火設備（局

所）を第 2 図に示す。ケーブルトレイ並びに盤に使用するハロゲン化物自動

消火設備（局所）を第 3 図，第 4 図に示す。 
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第 1 表 ガス消火設備の仕様概要 

 項目 仕様 

ハロゲン

化物 

消火設備 

消火剤 

消火剤 ハロン 1301 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火原理 燃焼連鎖反応抑制(負触媒効果) 

消火設備

適用規格 消防法その他関係法令 

火災感知 
複数の火災感知器のうち 2 系統の動作

信号 

放出方式 自動起動及び現場での手動起動 

消火方式 全域放出方式又は局所放出方式 

電源 
非常用電源及び蓄電池を消火設備制御

盤内に設置 

消火剤 

消火剤 FK-5-1-12 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火原理 燃焼連鎖反応抑制(負触媒効果) 

消火設備 

適用規格 消防法その他関係法令 

火災感知 センサーチューブ方式 

放出方式 自動起動 

消火方式 局所放出方式 

電源 電源不要 

 

第 2 表 ガス消火設備の使用箇所及び選定理由 

消火剤 使用箇所 選定理由 

二酸化炭素消火設備
非常用ディーゼル 

発電機室 

燃料油，潤滑油を多量に貯蔵

し，可燃性ガスが発生しやすく

爆発的な燃焼においても確実に

消火できる 

ハロン 1301 

電気室 

ポンプ室 

ケーブル処理室 

局所消火（ケーブル

トレイ以外） 

誤作動しても人や機器に被害が

なく早期消火に有意 

FK-5-1-12 
局所消火 

（ケーブルトレイ）

検知管により早期に消火設備が

動作し初期消火が必要な箇所 
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第 1 図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）（ハロン 1301）動作概要 

 

 

第 2 図 ハロゲン化物自動消火設備(局所)(ハロン 1301)概要図(油内包機

器) 
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ケーブルトレイ 

第 3 図 ハロゲン化物自動消火設備(局所)(FK-5-1-12)概要図(ケーブルト

レイ) 

 

 

盤(自動又は中央制御室からの遠隔手動消火設備) 

第 4 図 ハロゲン化物自動消火設備（局所）(ハロン 1301)概要図(盤) 

  

防火シート  
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4. ハロゲン化物消火設備（全域）の作動回路 

4.1 作動回路の概要 

消火活動が困難な火災区域又は火災区画の火災発生時におけるハロゲン

化物自動消火設備（全域）作動までの信号の流れを第 5 図に示す。 

自動待機状態では複数の感知器が動作した場合に自動起動する。起動条

件としては，火災感知用の「熱感知器」及び自動消火設備用の「煙感知

器」のそれぞれ 2 つが感知した場合，ハロゲン化物自動消火設備（全域）

が自動起動する設計とし，誤作動防止を図っている。(第 6 図) 

中央制御室における遠隔起動，現地(火災範囲外)での手動操作による消

火設備の起動(ガス噴出)も可能な設計としており，現場での火災発見時に

おける早期消火が対応可能な設計とする。また，火災感知用の熱感知器又

は自動消火用の煙感知器のうち，煙感知器の誤不動作により自動起動しな

い場合であっても，熱感知器の動作により中央制御室に警報を発するた

め，運転員が火災の発生を確認した場合は，中央制御室または現場での手

動起動により早期消火が対応可能な可能である。 

 

 

第 5 図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）の作動までの流れ 
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第 6 図 ハロゲン化物自動消火設備（全域）起動ロジック 

 

4.2 ハロゲン化物自動消火設備（全域）の系統構成 

火災感知器からの信号を制御回路が受信した後，一定時間後に，電磁式

開放装置に起動信号(電気)が入力され,電磁式開放装置からの放出電気信

号が容器弁に発信し，ハロンガスを放出する。 

第 7 図にハロゲン化物自動消火設備（全域）の系統構成を示す。 

 

第 7 図 ハロゲン化物消火設備の系統構成 

 

5. ハロゲン化物自動消火設備（局所）の作動回路 

5.1 作動回路の概要 

通路部において消火活動が困難となるおそれがある油内包機器，盤に対

して設置するハロゲン化物自動消火設備（局所）作動までの信号の流れは

ハロゲン化物自動消火設備（全域）と同様であり，第 5 図に示す。 
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自動待機状態では，複数の感知器が動作した場合に自動起動する。起動

条件としては，火災感知用の「煙感知器」及び「熱感知器」のそれぞれ 2

つが感知した場合，ハロゲン化物自動消火設備（局所）が自動起動する設

計とし，誤作動防止を図っている。また，火災感知用感知器(熱感知器)又

は自動消火用感知器(熱感知器，煙感知器)のうち，一方の誤不動作により

自動起動しない場合であっても，いずれか一方の感知器の動作により中央

制御室に警報を発するため，運転員が火災の発生を確認した場合は，中央

制御室または現場での手動起動により早期消火が対応可能な設計とする。 

また，ケーブルトレイのハロゲン化物自動消火設備（局所）は，火災区

域(区画)に設置する感知器とは別に，狭隘なケーブルトレイでも設置可能

なセンサーチューブ式の火災感知器を設置し，ハロゲン化物自動消火設備

（局所）が作動する設計とする。起動条件は，火災近傍のセンサーチュー

ブが火炎の熱で破裂することでセンサーチューブの圧力が変化による火災

感知信号を発信し，消火ガスの放出を行う。本設備は簡略化された単純な

構造であることから誤動作の可能性は小さく，万が一誤動作が発生した場

合でも機器・人体に影響をおよぼさない。センサーチューブ式のハロゲン

化物自動消火設備（局所）のケーブルトレイへの適用について，消火性能

が確保されていることを別紙 1 に示す。 

中央制御室では消火ガスの放出信号を検知する設計であり，人による火

災発見時においても，現場での手動起動が可能な設計とする。また，誤不

動作で消火設備が起動しない場合があっても，火災区域又は火災区画の感

知器の動作により中央制御室に警報が発報するため、運転員が火災の発生

を確認した場合は，現場で手動起動することにより消火対応可能な設計と

する。 

 

5.2 ハロゲン化物自動消火設備（局所）の系統構成 

 (1) ハロゲン化物自動消火設備（局所）(油内包機器，盤) 

油内包機器，盤に対するハロゲン化物自動消火設備（局所）は，火災

感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間後に制御回路部

から容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。ガス

を噴射するヘッドは消防法施行規則第二十条に基づき，防護対象物のす

べての表面がいずれかの噴射ヘッドの有効射程内となり，消火剤の放射

によって可燃物が飛び散らない箇所に設置し，消防法施行規則に基づく

消火剤の量を 25 秒以内に放射できる設計とする。 
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ハロゲン化物自動消火設備（局所）(油内包機器，盤)の系統構成を第

8 図に示す。 

 

 

第 8 図 ハロゲン化物自動消火設備（局所）(油内包機器，盤)起動ロジック 

 

 (2) ハロゲン化物自動消火設備（局所）(ケーブルトレイ) 

ケーブルトレイに設置する火災感知器(センサーチューブ)が火災によ

り火炎の熱で破裂するとチューブ内部のガス圧が低下し，容器弁へ圧力

信号が発せられる。圧力制御された容器弁が圧力信号により開放し，消

火ガスが放出される。なお，圧力信号を電気信号に変換し，消火ガスが

放出される。なお，圧力信号を電気信号に変換し，消火ガスを放出され

たことを中央制御室に警報として発報する。 

ハロゲン化物自動消火設備（局所）(ケーブルトレイ)の系統構成を第

9 図に示す。 

 

第 9 図 ハロゲン化物自動消火設備（局所）(ケーブルトレイ)の系統構成 
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別紙 1 

 

ケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備（局所）の消火性能について 

 

1. はじめに 

原子炉建屋通路部においては，ケーブル火災が発生した場合，煙の充満に

より消火活動が困難となる可能性があるため，ケーブルトレイにチューブ式

のハロゲン化物自動消火設備（局所）を設置する設計とする。 

以降では，実証試験によりチューブ式のハロゲン化物自動消火設備（局

所）がケーブルトレイの火災に対し有効であることを示す。 

 

2. チューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）の仕様 

チューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）の概要を第 1 図に示す。チ

ューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）は，ケーブルトレイ内の火災の

炎を検知し自動的に消火剤を放出し有効に消火すること等を目的とし，防災

メーカにおいて取扱われている。また，一部製品については第 1 表に示す仕

様でケーブルトレイ火災を有効に消火するものであることを日本消防設備安

全センターから性能評定※を受けている。 

東海第二発電所の原子炉建屋通路部のケーブルトレイに適用するチューブ

式ハロゲン化物自動消火設備（局所）についても，上記仕様と同等以上の設

計とし，消火性能を確保する。 

 

※出典元 ：「消火設備(電気設備用自動消火装置)性能評定書 型式記号：IHP-

14.5」，15-046 号，(一財)日本消防設備安全センター 平成 23

年 9 月) 

 

第 1 図 チューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）の概要図 
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第 1 表 チューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）の仕様 

構成部品 仕様 

検
知
チ
ュ
ー
ブ 

消火剤 FK-5-1-12 

材質 ポリアミド系樹脂 

使用環境温度 －20℃～50℃ 

探知温度 約 180℃  

内圧 1.8MPa 

消火配管 軟銅管 

消火ノズル個数 最大 8 個/セット 

消火剤ボンベ本数 1 本/セット 

 

3. 電力中央研究所におけるケーブルトレイ消火実証試験 

電力中央研究所の研究報告 ※ において，原子力発電所への適用を目的とし

て第 1 表に示す仕様のチューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）を用い

たケーブルトレイ消火実証試験を実施，その結果が有効であったことが示さ

れている。 

※出典元：「チューブ式自動消火設備のケーブルトレイ火災への適用性評

価」，N14008，電力中央研究所 平成 26 年 11 月  

 

以降では，電力中央研究所にて行われた実証試験の概要を示し，東海第二

発電所の原子炉建屋通路部のケーブルトレイ消火に有効となることを示す。 
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3.1 実証試験装置の仕様 

 実証試験装置の概要を第 2 図に，試験条件を第 2 表に示す。実証試験で

は，実機状態を模擬するため，ケーブルトレイは水平と垂直の 2 種類として

いる。垂直の場合は，火災による熱が垂直上方に伝搬することを考慮し，ケ

ーブル敷設方向(鉛直方向)に対し，検知チューブが直交するよう一定間隔

で交差するよう検知チューブを配置している。また，実機状態では，ケーブ

ルトレイ内に敷設されるケーブルが少ない箇所と複数ある箇所があるため，

試験においては，その双方を模擬している。(試験 H1，V1：ケーブルトレイ

内 1 本，試験 H2，V2：ケーブルトレイ内複数本)着火方法は過電流を用い，

電流の大きさはケーブルの許容電流の 6 倍の 2000A で実施されている。 

 なお，電力中央研究所での実証試験では，チューブ式ハロゲン化物自動消

火設備（局所）を火災防護対策のうち火災の影響軽減対策に適用することが

考慮されていたため，ケーブルトレイは金属蓋とし，さらにその周囲を防火

シートで巻いた試験体であった。(第 3 図)東海第二発電所においては，チュ

ーブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）を影響軽減対策には適用しないこ

とから，実機施工においては必ずしも金属蓋付とはせず，消火設備作動時に

消火剤がケーブルトレイの外部に漏れないように防火シートで覆う設計と

する。防火シートの耐久性を別紙 2，防火シートを施工することによるケー

ブルの許容電流低減率への影響を別紙 3，防火シートのケーブルトレイへの

取付方法を別紙 4 にそれぞれ示す。 

 

第 2 図 実証試験装置の概要 
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第 2 表 実証試験の試験条件 

試験名 電流
トレイ

姿勢 
着火管理位置※ 1 可燃物 ケーブルトレイ寸法

H1 

2000A

水平 

ケ ー ブ ル ト レ イ

端部から 4m 

6600V CV 3C 

150sq 1 本  

幅 1.8m※ 2×長さ 9.6m

×高さ 0.15m 

H2 6600V CV 3C 

150sq 3 本  

6600V CV 3C 

150sq 27 本  

V1 

垂直 

ケ ー ブ ル ト レ イ

上端部から 4m 

6600V CV 3C 

150sq 1 本  

幅 1.8m※ 2×長さ 6.0m

×高さ 0.25m 

V2 6600V CV 3C 

150sq 3 本  

6600V CV 3C 

150sq 14 本  

※1 過電流による着火位置を管理するため，ケーブルに切り込みを入れている。 

※2 東海第二発電所の原子炉建屋通路部に設置するケーブルトレイは最大幅が

約 0.6m であるため，実機設計よりも試験条件の方がケーブルトレイ内の

空間が広くなっている。したがって，実機設計よりも火災感知及び消火さ

れにくい条件であり，保守的な試験であると考える。 

 

 

第 3 図 実証試験用のケーブルトレイ 

 

3.2 実証試験の結果 

3.2.1 試験 H1 結果 

第 4 図に示す配置でケーブルトレイに過電流を通電したところ，通電

開始後 30 分 35 秒着火し，着火から 16 秒後(通電開始後 30 分 51 秒)で

チューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）(報告では FE 装置)が作

動し，消火されることが確認された。(第 5 図) 

金属蓋付でその周囲に防火シートが巻かれている  

実証試験用のケーブルトレ
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第 4 図 試験 H1 の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 図 試験 H1 発火・消火・試験後の状態 

3.2.2 試験 H2 結果 

第 6 図に示す配置でケーブルトレイに過電流を通電したところ，通電

開始後 32 分 29 秒着火し，着火から 15 秒後(通電開始後 32 分 44 秒)で

チューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）(報告では FE 装置)が作

動し，消火されることが確認された。(第 7 図) 
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第 6 図 試験 H2 の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 試験 H2 発火・消火・試験後の状態 

 

3.2.3 試験 V1 結果 

第 8 図に示す配置でケーブルトレイに過電流を通電したところ，通電

開始後 17 分 6 秒着火し，着火から 1 分 39 秒後(通電開始後 18 分 45 秒)

でチューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）(報告では FE 装置)が

作動し，消火されることが確認された。(第 9 図) 
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第 8 図 試験 V1 の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9 図 試験 H2 発火・消火・試験後の状態 

 

3.2.4 試験 V2 結果 

第 10 図に示す配置でケーブルトレイに過電流を通電したところ，通

電開始後 17 分 6 秒着火し，着火から 1 分 39 秒後(通電開始後 18 分 45

秒)でチューブ式ハロゲン化物自動消火設備（局所）(報告では FE 装置)

が作動し，消火されることが確認された。(第 11 図) 
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第 10 図  試験 V2 の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 図  試験 V2 発火・消火・試験後の状態 

 

以上より，実機を模擬したケーブルトレイの火災について，チューブ

式ハロゲン化物自動消火設備（局所）が有効に機能することを確認し

た。 
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別紙 2 

ケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備（局所）に使用する 

ケーブルトレイカバーについて 

 

東海第二発電所のケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備（局所）で

は，消火設備の作動時に消火剤がケーブルトレイの外部に漏れないようにす

るため，ケーブルトレイを防火シートで覆う設計とする。(第 1 図)ケーブル

トレイを覆う防火シートは酸素指数 60 以上であり，消防法上，難燃性また

は不燃性を有する材料(酸素指数 26 以上)に指定される※。 

 

※出典元：「消防法施行令の一部改正に伴う運用について(合成樹脂類の範

囲)(指定数量)」，消防予第 184 号，消防庁予防救急課，昭和 54 年 10 月  

 

 

 

 

第 1 図 防火シートの概要 

 

また，防火シートは，ケーブルトレイに巻き付けた状態で IEEE383 

std1974 に基づく垂直トレイ燃焼試験(20 分間のバーナ加熱)を実施しても，

第 2 図に示すように接炎による破れ等がないことを確認している※。 

したがって，ケーブル火災等により防火シートが接炎する状態となって

も，燃焼や破れ等の生じるおそれはなく，ハロゲン化物自動消火設備（局
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所）作動後に消火剤が外部に漏えいすることがないため，ハロゲン化物自動

消火設備（局所）の消火性能は維持される。 

※出典元：「延焼防止シート「プロテコエコシート-P2・eco」電力ケーブル

による延焼防止性確認試験報告書」，FT－技―第 71338 号，古河電気工業

㈱・㈱古河テクノマテリアル，平成 18 年 10 月  

 

 

 

 

第 2 図 防火シートの IEEE383 垂直トレイ燃焼試験実施後の状態 

  

シートに燃焼や破れ等は発生していない  
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別紙３ 

防火シート施工に伴うケーブルの許容電流低減率の評価について 

 

東海第二発電所のケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備（局所）では，

消火設備作動時に消火剤がケーブルトレイ内部に可能な限り滞留するように，

ケーブルトレイを防火シートで覆う設計とする。防火シートを施工することに

より，ケーブルの許容電流が低下する可能性が考えられることから，許容電流

低減率の評価を実施した。 

 

1. ケーブルトレイ許容電流の評価式 

ケーブルの許容電流は，ケーブルの導体抵抗，誘電体損失，熱的定数及び

周囲条件に影響を受ける。ケーブルの許容電流を I とすると，日本電線工業

会規格(JCS0168-1)に定められるように式(1)で表すことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海第二発電所においてケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備（局所）

の消火対象となるケーブルは全て 11kV 以下の仕様であることから，誘電体

損失による温度上昇 Td は無視することができるため，許容電流 I は式(2)で

表される。 

 

 

 

 

2. 防火シート施工に伴う許容電流低減率の評価 

東海第二発電所で使用する代表的なケーブルは(600V-CV-3C-5.5)について，

防火シート施工に伴う許容電流低減率を評価する。 

第 1 図(a)(b)に示すように，ケーブルに防火シートを施工する前，施工し

た後の許容電流 I1，I2 は式(3)(4)で表される。 

Rth：全熱抵抗(℃・cm/W) 

T1：常時許容温度(℃) 

T2：基底温度(℃) 

Td：誘電体損失による温度上昇※(℃) 

n ：ケーブル線心数 

r ：交流導体抵抗(Ω) 

※11kV 以下のケーブルでは無視できる 

（1）  

（2）  
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第 1 図 防火シート施工に伴う許容電流低減率の評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防火シート施工に伴う許容低減率をηとすると式(5)で表される。 

 

 

 

ここで，Rth1 と Rth2 がそれぞれ 75.2(℃・cm/W)，75.1(℃・cm/W)であり，

式(6)に示すように，防火シート施工に伴う許容電流低減率はほぼゼロである。 

 

（a）防火シート施工前 （b）防火シート施工後 

（3）  

Rth1：防火シート施工前の全熱抵抗(℃・cm/W) 

ここで，Rth1＝ R1+R2+R3＝ 16.7+9.9+48.6＝75.2 

R1：絶縁体の熱抵抗(℃・cm/W) 

R2：シースの熱抵抗(℃・cm/W) 

R3：シースの表面放散熱抵抗(℃・cm/W) 

Rth2：防火シート施工後の全熱抵抗(℃・cm/W) 

ここで，Rth1＝ R1+R2+R4+R5＝ 16.7+9.9+0.6+47.9＝75.1 

R4：シートの熱抵抗(℃・cm/W) 

R5：シートの表面放散熱抵抗(℃・cm/W) 

（4）  

（5）  
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上記の許容電流低減率の評価は，ケーブルに防火シートを直接巻いた場合

を想定したものであるが，ケーブルトレイに防火シートを巻いた場合におい

ても，防火シートの熱抵抗は変わらないことから，許容電流低減率に大きな

差異は生じないと考えられる。 

以上より，防火シートを施工してもケーブルの許容電流に影響が生じない

ことを確認した。 

  

（6）  
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別紙 4 

ケーブルトレイへの防火シートの取付方法について 

 

東海第二発電所のケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備（局所）では，

消火設備作動時に消火剤がケーブルトレイの外部に漏えいしないように，ケー

ブルトレイを防火シートで覆う設計とする。防火シートは，遮炎性を確保する

ために，シート端部に重ね代を取る等，製造メーカにより標準的な施工方法

(取付方法)が定められている※ 1。ケーブルトレイハロゲン化物自動消火設備

（局所）への適用にあたっては，製造メーカの標準施工を施した試験体を用い

て消火性能の実証試験を行い，取付方法の妥当性確認を行うこととする。防火

シートについて，製造メーカ標準的なケーブルトレイへの取付方法は以下のと

おりである。 

※1 出典元：「延焼防止シート「プロテコエコシート P2・eco」「プロテコ

エコシート P2DX・eco」シート固定用「結束用ベルト」技術資

料・施工要領書」，FT－資料―第 0843 号，古河電気工業㈱・

㈱古河テクノマテリアル 

 

1. 材料の仕様 

ケーブルトレイへの防火シート取付けで使用する材料の仕様を第 1 表に示

す。 
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第 1 表 材料仕様(※1 資料抜粋) 

名称 仕様 外観 

プ ロ テ コ シ ー ト－  P2・

eco  

基材のガラスクロス両

面に難燃化ゴムがコー

ティングされた構造。

厚さ 0.4mm 

 

プロテコシート－P2DX・

eco  

プロテコ シート-P2・

eco の片端に，熱に反

応して膨張する幅

50mm×厚さ 3mm の熱膨

張材が縫製された構造 

 

結束用ベルト 

シリコーンコートガラ

スクロス製ベルトの片

端に鋼製バックルが縫

い付けられた構造 
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2. 標準的な防火シートの取付方法 

以下第 1 図のとおりケーブルトレイには，熱膨張材を取付けたプロテコシ

ート－P2DX・eco を以下第 1 図断面図のように，シートを 100mm 以上重ね合

わせて巻き付ける。延焼防止措置の中間部においては，プロテコシート－ P2・

eco を延焼防止措置開始部に対し，シートを 100mm 以上重ね合わせて巻き付

ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 防火シートの標準的な巻き付け方法(※1 資料抜粋) 

 

また，第 1 図のとおり防火シートを巻き付け後に，以下第 2 図のとおり結

束用ベルトを用いて 300mm 間隔で取り付ける。なお，結束用ベルトは，シー

トの重ね部にも取り付ける。 

 

 

第 2 図 結束用ベルトの標準的な取付方法(※1 資料抜粋) 



補足説明資料 3－2 

二酸化炭素消火設備(全域)について 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(c)項に示す二酸化炭素消

火設備(全域)の詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

二酸化炭素消火設備(全域)の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備概要及び系統構成 

  火災時に煙の充満により消火が困難となる非常用ディーゼル発電機室，各

ディタンク室及び緊急時対策所建屋発電機室には，二酸化炭素消火設備(全

域)を設置する。 

  二酸化炭素消火設備(全域)を第１図に示す。 

 

第 1 表 二酸化炭素自動消火設備(全域)の仕様 

項目 仕様 

消火剤 

消火薬剤 二酸化炭素 

消火原理 窒息消火 

消火剤の特徴 設備に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法その他関係法令 

火災感知 複数の火災感知器のうち 2 系統の動作信号 

放出方式 自動(現場での手動起動も可能な設計とする)

消火方式 全域放出方式 

電源 非常用電源として蓄電池を設置 
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第 1 図 二酸化炭素自動消火設備(全域)の概要 

 

4. 二酸化炭素自動消火設備(全域)の作動回路 

4.1 作動回路の概要 

火災発生時における二酸化炭素消火設備(全域)動作時までの信号の流れ

を第 2 図に示す。 

通常時は自動待機状態としており，感知器が 2 系統とも作動した場合

は，自動起動動作する。 

起動条件としては，自動消火設備用の煙感知器と熱感知器のそれぞれ 2

つのうち 1 つずつ(熱感知器と煙感知器)の動作をもって消火する設計とす

る。 

また，現地での手動動作による消火設備の起動(ガス噴出)も可能な設計

としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能な設計

とする。 
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第 2 図 二酸化炭素自動消火設備(全域)の作動までの流れ 

 

4.2 二酸化炭素自動消火設備（全域）の系統構成 

火災感知器からの信号を制御回路が受信した後，一定時間後に，電磁式開

放装置に起動信号 (電気 )が入力され,電磁式開放装置からの放出電気信号

が容器弁に発信し，二酸化炭素を放出する。 

第 3 図に二酸化炭素自動消火設備（全域）の系統構成を示す。 

 

第 3 図 二酸化炭素自動消火設備（全域）の系統構成 



補足説明資料 3－3 

消火用の照明器具の配置図
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(5)g.(b)項に示す屋内の消火栓，

消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への経路に設置する消火用の照明器

具の位置を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置場所への経路に設置す

る消火用の照明器具の位置を，次頁以降の図に示す。  
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補足説明資料 3－4 

常設代替高圧電源装置を設置する火災区域の 

消火設備について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(2)a.(a)項に示す重大事故等対

処施設である常設代替高圧電源装置等の設備を設置する「常設代替高圧電源

装置置場」に対する消火設備は，重大事故等対処施設に対する火災防護特有

であるため，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

常設代替高圧電源装置置場の消火設備の詳細を説明する資料を次頁以降に

示す。 
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3. 概要

屋外の火災区域のうち，常設代替高圧電源装置を設置する火災区域につい

ては，火災が発生しても煙が大気に放出されることから，消火活動が困難と

はならない。 

このため，固定式消火設備及び自動消火設備は設置せずに，消火器，消火

栓又は移動式消火設備で消火を行う。 

4. 消火設備について

以下に常設代替高圧電源装置を設置する火災区域における消火設備を示す。 

第 1 表 常設代替高圧電源装置置場の消火設備

消火設備 地震に対する考慮

消火器 転倒防止を図る設計

移動式消火設備 化学消防自動車(1 台)及び水槽付消防ポンプ車(1 台)につ

いて転倒防止を図る設計 

消火栓 耐震Ｃクラスにて設計

 

第 1 図 屋外消火栓配置図

常設代替高圧電源装置置場
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第 2 図 消火器配置図(常設代替高圧電源装置置場) 
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2.1 消火器 

消火器は，初期消火で使用するものであることを踏まえ，消防法施行令

に従い，防火対象物の各部分から，歩行距離 20 m 以下に消火器(10 型消火

器)を配備する。 

2.2 移動式消火設備

常設代替高圧電源装置置場を設置する火災区域における移動式消火設備

は化学消防自動車及び水槽付消防ポンプ車(第 3 図)があり，消火栓等から

取水して，消火活動を行う。 

第 1 表 移動式消火設備の仕様，配備台数及び配備場所 

項 目 仕 様

車種 化学消防自動車Ⅰ型 水槽付消防ポンプ車

消火剤

消火剤 水又は泡水溶液 水

水槽

薬槽容量

水槽：1,500リットル

薬槽：300リットル 
2,000リットル

消火原理 冷却及び窒息 冷却

薬液濃度 3% －

消火剤の特徴
水：消火剤の確保が容易

泡：油火災に有効 
消火剤の確保が容易

消火設備

適用規格 消防法その他関係法令 消防法その他関係法令

放水能力

水：2.8m3/min 以上 

(泡消火について，薬液濃度

維持のため0.8m3/min) 

2.8m3/min 以上

放水圧力 0.85MPa 0.7MPa 

ホース長 20m×20 本 20m×22 本

水槽への給水

消火栓 

防火水槽 

ろ過水貯蔵タンク

多目的タンク 

消火栓 

防火水槽 

ろ過水貯蔵タンク

多目的タンク 

配備台数 1 台 1 台

配備場所 監視所近傍 監視所近傍
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化学消防自動車

水槽付消防ポンプ車

第 3 図 化学消防自動車及び水槽付消防ポンプ車



補足説明資料 3－5 

ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，電動機

駆動消火ポンプ及び構内消火用ポンプの構造図
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1. 目的

本資料は，火災防護設備のうち，ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル

駆動構内消火ポンプ，電動機駆動消火ポンプ及び構内消火用ポンプの構造図

を示すため，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，電動機駆動

消火ポンプ及び構内消火用ポンプの構造図を次頁以降に示す。 
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補足説明資料 3－6 

ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，電動機

駆動消火ポンプ及び構内消火用ポンプの QHカーブ
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1. 目的

本資料は，火災防護設備のうち，ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル

駆動構内消火ポンプ，電動機駆動消火ポンプ及び構内消火用ポンプの QH カ

ーブを示すため，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，電動機駆動

消火ポンプ及び構内消火用ポンプの QH カーブを次頁以降に示す。 
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第 1 図 ディーゼル駆動消火ポンプ QH カーブ



補-3-6-3 

第 2 図 電動機駆動消火ポンプ QH カーブ



補-3-6-4 

第 3 図 ディーゼル駆動構内消火ポンプ QH カーブ 
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第 4 図 構内消火用ポンプ QH カーブ



補足説明資料 3－7 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消火ポン

プの内燃機関の発電用火力設備に関する技術基準を定める 

省令への適合性について
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1. 目的

本資料は，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(5)b.(a)に

示す燃料サービスタンクを含むディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆

動構内消火ポンプの内燃機関が，技術基準規則第 48 条第 3 項に適合する設

計であることを示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

技術基準規則第 48 条第 3 項は，設計基準対象施設に施設する内燃機関に

対して，発電用火力設備に関する技術基準を定める省令第 25 条から第 29 条

を準用することを要求していることから，ディーゼル駆動消火ポンプ及びデ

ィーゼル駆動構内消火ポンプの内燃機関が，発電用火力設備に関する技術基

準を定める省令第 25 条から第 29 条に適合する設計であることを次頁以降に

示す。 
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発電用火力設備に関する技術基準を定める省令 適 合 性 備考

第五章 内燃機関及びその附属設備

(内燃機関の構造等) 

第二十五条 内燃機関は，非常調速装置が作動したとき

に達する回転速度に対して構造上十分な機械的強度を

有するものでなければならない。 

２ 内燃機関の軸受は，運転中の荷重を安定に指示でき

るものであって，かつ異常な磨耗，変形及び過熱が生じ

ないものでなければならない。 

３ 内燃機関及びその附属設備(液化ガス設備を除く。

第二十八条において同じ。)の耐圧部分の構造は，最高

使用圧力又は最高使用温度において発生する最大の応

力に対し安全なものでなければならない。この場合にお

いて，耐圧部分に生ずる応力は当該部分に使用する材料

の許容応力を超えてはならない。 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関は，非常調速装置が作動したときに

達する回転速度に対して構造上十分な機械的強度を有

する設計であることを確認している。 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関の軸受は，運転中の荷重を安定に指

示できるものであり，発電用火力設備の技術基準の解釈

第 38 条第 1 項に示される異常な磨耗，変形及び過熱が

生じないよう以下の装置を設けている。 

①通常運転時に内燃機関に給油を行うための主油ポン

プ(潤滑油ポンプ)

②内燃機関の停止中において通常運転時に必要な潤滑

油をためるための油タンク(潤滑油タンク)

③潤滑油を清浄に保つための装置(潤滑油濾器)

④潤滑油の温度を調整するための装置(潤滑油冷却器)

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関は，水圧試験を行っていることか

ら，発電用火力設備の技術基準の解釈第 5 条第 1 項に示

す「水圧試験」の要求に適合している。 
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発電用火力設備に関する技術基準を定める省令 適 合 性 備考

４ 内燃機関が一般用電気工作物である場合であって，

屋内その他酸素欠乏の発生のおそれのある場所に設置

するときは給排気部を適切に施設しなければならない。

(調速装置) 

第二十六条 誘導発電機と結合する内燃機関以外の内燃

機関には，その回転速度及び出力が負荷の変動の際にも

持続的に動揺することを防止するため，内燃機関に流入

する燃料を自動的に調整する調速装置を設けなければ

ならない。この場合において，調速装置は，定格負荷を

遮断した場合に達する回転速度を非常調速装置が動作

する回転速度未満にする能力を有するものでなければ

ならない。 

(非常停止装置) 

第二十七条 内燃機関には，運転中に生じた過回転その

他の以上による危害の発生を防止するため，その異常が

発生した場合に内燃機関に流入する念流を自動的かつ

速やかに遮断する非常調速装置その他の非常停止装置

を設けなければならない。 

第二十八条  内燃機関及びその附属設備であって過圧

が生ずるおそれのあるものにあっては，その圧力を逃が

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関は，事業用電気工作物のうち自家用

電気工作物であり，一般用電気工作物ではないため，本

条文は適用外である。 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関に流入する燃料を自動的に調整す

る調速装置(ガバナ)を設けている。また，本調速装置は，

定格負荷を遮断したばあいでも非常調速装置が作動す

る回転速度未満にする能力を有することを確認してい

る. 

発電用火力設備の技術基準の解釈第 40 条第 1 項には，

第 27 条の規定に適合すべき内燃機関として，一般用電

気工作物であり，また，定格出力 500kW を超えるものと

示されている。 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関は，事業用電気工作物のうち自家用

工作物であり，また，定格出力も 131kW であることから，

本条文は適用外である。 

発電用火力設備の技術基準の解釈第 41 条第 2 項には，

「過圧が生ずるおそれのあるもの」として，シリンダー
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発電用火力設備に関する技術基準を定める省令 適 合 性 備考

すために適当な過圧防止装置を設けなければならない。

(計測装置) 

第二十九条 内燃機関には，設備の損傷を防止するため

運転状態を計測する装置を設けなければならない。 

２ 内燃機関が一般用電気工作物である場合には，前項

の規定は適用しない。 

の直径が 230mm を越えるもの等と示されている。 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関のシリンダー直径は 133mm である

ことから，本条文は適用外である。 

ディーゼル駆動消火ポンプ及びディーゼル駆動構内消

火ポンプの内燃機関には，設備の損傷を防止するため運

転状態を計測する装置として，発電用火力設備の技術基

準の解釈第 42 条第 1 項に示される以下の事項を計測す

るために必要な計器を設けている。 

①内燃機関の回転速度(機関回転計)

② 内 燃機 関 の 出 口 に お け る冷 却 水 温 度 (機 関出口 温 度

計)

③内燃機関の入り口における潤滑油の圧力(機関潤滑油

圧力計)

④内燃機関の出入口における潤滑油の温度(機関潤滑油

入口温度計，機関潤滑油出口温度計)

当該機関は，事業用電気工作物のうち自家用電気工作物

であり，一般電気工作物ではないため，本条文は適用外

である。 
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ガス系消火設備の必要容量について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(5)a.項に示すガス系消火設備の

消火剤必要量についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するも

のである。 

2. 内容

ガス系消火設備の消火剤必要量の詳細を次頁以降に示す。
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東海第二発電所 ガス系消火設備の消火剤必要量について

1. ガス系消火剤必要量について

ガス系消火設備のうち，ハロゲン化物自動消火設備（全域）及びハロゲン

化物消火設備（局所）の消火剤必要量は，消防法施行規則第 20 条に基づき算

出し，二酸化炭素消火設備の消火剤必要量は，消防法施行規則第 19 条に基づ

き算出する。 

第 1 表に，ハロゲン化物自動消火設備（全域），ハロゲン化物消火設備（局

所）及び二酸化炭素消火設備の消火剤必要量の算出式を示す。 

また，第 2 表に，東海第二発電所におけるガス系消火設備の消火剤必要量

についての詳細を示す。 

第 1 表 消火剤必要量の算出式

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

ハロゲン化物自動

消火設備（全域）
防護区画×0.32＋開口面積×2.4 

ハロゲン化物

消火設備（局所）

防護区画＊ 1×1.25＊ 2× 4-3
ａ

Ａ

ａ：防護対象物の周囲に実際に設けられた壁の

面積の合計（m2）  

Ａ：防護区画の壁の面積(壁のない部分にあって

は，壁があると仮定した場合における当該

部分の面積)の合計（m2） 

二酸化炭素消火設備
消火区画の体積×0.75(kg/m3)＊ 3＋  

火災区域の開口部面積×5(kg/m2) 

注記 ＊1：防護対象物の全ての部分から 0.6m 離れた部分によって囲まれた

空間の部分（m3）  

＊2：ハロン 1301 の乗数を示す。 

＊3：防火区画の体積が 1500m3 以上では 0.75(kg/m3)，150～ 1500m3 では

0.80(kg/m3)， 50～150m3 では 0.90(kg/m3)となる。
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第 2 表 東海第二発電所 ガス系消火設備の消火剤必要量について

消火対象 
消火剤 
種類 

ガス系 
消火設備 

消火剤必要量の算出式
消火剤 
必要量 
[kg] 

ボンベ容量  
（ 1 本あたり）

消防法上の必要
ボンベ個数 ＊ 1 

設置個数 
(消火剤  
設置量 ) 

消防法施行
規則準拠 

条項 

ほう酸水注入
系ポンプ A 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

20×1.25×(4-3×0/A)＝ 100 100 60kg/68 
2 

(120kg) 
3 

(180kg) 
第 20 条  

ほう酸水注入
系ポンプ B 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

20×1.25×(4-3×0/A)＝ 100 100 60kg/68 
2 

(120kg) 
3 

(180kg) 
第 20 条  

MCC 2C-7 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

45×1.25×(4-3×0/A)＝ 225 225 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

原子炉再循環
系低速度用電

源装置 A 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

43×1.25×(4-3×0/A)＝ 215 215 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

原子炉再循環
系低速度用電

源装置 B 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

43×1.25×(4-3×0/A)＝ 215 215 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

MCC 2D-9 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

38×1.25×(4-3×0/A)＝ 190 190 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

MCC 2C-9 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

38×1.25×(4-3×0/A)＝ 190 190 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

125V DC MCC 
2A-2 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

30×1.25×(4-3×0/A)＝ 150 150 60kg/68 
3 

(180kg) 
4 

(240kg) 
第 20 条  

MCC 2C-8 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備（局所）

46×1.25×(4-3×0/A)＝ 230 230 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

注 記 ＊ 1： 消 防 法 で 要 求 さ れ る 必 要 ボ ン ベ 個 数
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4

消火対象 
消火剤 
種類 

ガス系 
消火設備 

消火剤必要量の算出式
消火剤 
必要量 
[kg] 

ボンベ容量  
（ 1 本あたり）

消防法上の必要
ボンベ個数 ＊ 1 

設置個数 
(消火剤  

設置量 ) 

消防法施行
規則準拠 

条項 

MCC 2D-8 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

46×1.25×(4-3×0/A)＝ 230 230 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

MCC 2D-7 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

45×1.25×(4-3×0/A)＝ 225 225 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

原子炉再循環
系流量制御弁
用制御油圧発

生装置 A 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

39×1.25×(4-3×9.12/38.40)
＝ 161 

161 60kg/68 
3 

(180kg) 
4 

(240kg) 
第 20 条  

プロセスコン
ピュータ室 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

269×0.32＋ 0×2.4＝ 87 87 50kg/68 
2 

(100kg) 
3 

(150kg) 
第 20 条  

残留熱除去系
熱交換器 A 室

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

845×0.32＋ 0×2.4＝ 271 271 60kg/68 
5 

(300kg) 
6 

(360kg) 
第 20 条  

125V DC MCC 
2A-1 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

46×1.25×(4-3×0/A)＝ 230 230 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

制御棒駆動水
ポンプ A 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

37×1.25×(4-3×0/A)＝ 185 185 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

制御棒駆動水
ポンプ B 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

37×1.25×(4-3×0/A)＝ 185 185 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

残留熱除去系
ポンプ A 室  

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

319×0.32＝ 103 
2.0×2.4＝ 5 

108 60kg/68 
2 

(120kg) 
3 

(180kg) 
第 20 条  

低圧炉心スプ
レイポンプ

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

70×1.25×(4-3×0/A)＝ 350 350 60kg/68 
6 

(360kg) 
7 

(420kg) 
第 20 条  

注 記 ＊ 1： 消 防 法 で 要 求 さ れ る 必 要 ボ ン ベ 個 数
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5

消火対象 
消火剤 
種類 

ガス系 
消火設備 

消火剤必要量の算出式
消火剤 
必要量 
[kg] 

ボンベ容量  
（ 1 本あたり）

消防法上の必要
ボンベ個数 ＊ 1 

設置個数 
(消火剤  

設置量 ) 

消防法施行
規則準拠 

条項 

残留熱除去系
ポンプ B 室  

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

52×1.25×(4-3×0/A)＝ 260 260 60kg/68 
5 

(300kg) 
6 

(360kg) 
第 20 条  

残留熱除去系
ポンプ C 室  

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

52×1.25×(4-3×0/A)＝ 260 260 60kg/68 
5 

(300kg) 
6 

(360kg) 
第 20 条  

高圧炉心スプ
レイポンプ

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

96×1.25×(4-3×0/A)＝ 480 480 60kg/68 
8 

(480kg) 
9 

(540kg) 
第 20 条  

原子炉隔離時
冷却系ポンプ

室 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

549×0.32＋ 0×2.4＝ 176 176 60kg/68 
3 

(180kg) 
4 

(240kg) 
第 20 条  

MCC 2C-3 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

58×1.25×(4-3×0/A)＝ 290 290 60kg/68 
5 

(300kg) 
6 

(360kg) 
第 20 条  

MCC 2C-5 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

42×1.25×(4-3×0/A)＝ 210 210 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

MCC 2D-3 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

54×1.25×(4-3×0/A)＝ 270 270 60kg/68 
5 

(300kg) 
6 

(360kg) 
第 20 条  

MCC 2D-5 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

42×1.25×(4-3×0/A)＝ 210 210 60kg/68 
4 

(240kg) 
5 

(300kg) 
第 20 条  

電気室 
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

6440×0.32＋ 0×2.4＝ 2061 2061 60kg/68 
38 

(2280kg) 
39 

(2340kg) 
第 20 条  

A 系蓄電池室
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

311×0.32＋ 0×2.4＝ 100 100 60kg/68 
2 

(120kg) 
3 

(180kg) 
第 20 条  

注 記 ＊ 1： 消 防 法 で 要 求 さ れ る 必 要 ボ ン ベ 個 数
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消火対象 
消火剤 
種類 

ガス系 
消火設備 

消火剤必要量の算出式
消火剤 
必要量 
[kg] 

ボンベ容量  
（ 1 本あたり）

消防法上の必要
ボンベ個数 ＊ 1 

設置個数 
(消火剤  

設置量 ) 

消防法施行
規則準拠 

条項 

B 系蓄電池室
（北側） 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

115×0.32＋ 0×2.4＝ 37 37 19kg/24 
2 

(38kg) 
3 

(57kg) 
第 20 条  

B 系蓄電池室
（南側） 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

127×0.32＋ 0×2.4＝ 41 41 19kg/24 
3 

(57kg) 
4 

(76kg) 
第 20 条  

非常用ガス再
循環系排風機

A 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

25×1.25×(4-3×0/A)＝ 125 125 60kg/68 
3 

(180kg) 
4 

(240kg) 
第 20 条  

非常用ガス再
循環系排風機

B 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

25×1.25×(4-3×0/A)＝ 125 125 60kg/68 
3 

(180kg) 
4 

(240kg) 
第 20 条  

非常用ガス処
理系排風機 A

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

17×1.25×(4-3×0/A)＝ 85 85 60kg/68 
2 

(120kg) 
3 

(180kg) 
第 20 条  

非常用ガス処
理系排風機 B

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

17×1.25×(4-3×0/A)＝ 85 85 60kg/68 
2 

(120kg) 
3 

(180kg) 
第 20 条  

原子炉再循環
系流量制御弁
用制御油圧発

生装置 B 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(局所)

39×1.25×(4-3×9.12/38.40)
＝ 161

161 60kg/68 
3 

(180kg) 
4 

(240kg) 
第 20 条  

空調機械室
ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

5159×0.32＋ 0×2.4＝ 1651 1651 60kg/68 
29 

(1740kg) 
30 

(1800kg) 
第 20 条  

ケーブル処理
室 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

2694×0.32＋ 0×2.4＝ 863 863 60kg/68 
15 

(900kg) 
16 

(960kg) 
第 20 条  

緊急時対策所
建屋 1 

ハロン
1301

ハロゲン化物
消火設備(全域)

2372×0.32＋ 0×2.4＝ 759.1 759.1 60kg/68 
13 

(780kg) 
14 

(840kg) 
第 20 条  

注 記 ＊ 1： 消 防 法 で 要 求 さ れ る 必 要 ボ ン ベ 個 数
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消火対象 
消火剤 
種類 

ガス系 
消火設備 

消火剤必要量の算出式 
消火剤 
必要量 
[kg] 

ボンベ容量  
（ 1 本あたり）

消防法上の必要
ボンベ個数 ＊ 1 

設置個数 
(消火剤  

設置量 ) 

消防法施行
規則準拠 

条項 

緊急時対策所
建屋 2 

ハロン
1301 

ハロゲン化物  
消火設備(全域)

279×0.32＋ 0×2.4＝ 90.3 90 14kg/14  
7 

(98kg) 
8 

(112kg) 
第 20 条  

常設代替高圧
電源装置置場

1 

ハロン
1301 

ハロゲン化物  
消火設備(全域)

2842×0.32＋ 0×2.4＝ 910 910 50kg/68  
19 

(950kg) 
20 

(1000kg) 
第 20 条  

常設代替高圧
電源装置置場

2 

ハロン
1301 

ハロゲン化物  
消火設備(全域)

214×0.32＋ 0×2.4＝ 69 69 11kg/14  
7 

(77kg) 
8 

(88kg) 
第 20 条  

常設代替高圧
電源装置置場

3 

ハロン
1301 

ハロゲン化物  
消火設備(全域)

995.5×0.32＋ 0×2.4＝ 319 319 50kg/68  
8 

(400kg) 
9 

(450kg) 
第 20 条  

カルバート
（立坑部） 

ハロン
1301 

ハロゲン化物  
消火設備(全域)

1976.5×0.32＋ 0×2.4＝ 633 633 50kg/68  
13 

(650kg) 
14 

(700kg) 
第 20 条  

非常用ディー
ゼル発電機室

二酸化
炭素 

二酸化炭素  
消火設備 

① 1143×0.8＝ 915 
(EL-4000～ EL700) 

② 1912×0.75＝ 1434 
(EL700～ EL9000) 

③ 156×0.8＝ 125→ 135＊ ２  
(ﾃﾞｲﾀﾝｸ室 ) 

①＋②＋③＝2484 
2484＋ 0×5＝ 2484 

2484 45kg/68  
56 

(2520kg) 
57 

(2565kg) 
第 19 条  

高圧炉心スプ
レイ系ディー
ゼル発電機室

用 

二酸化
炭素 

二酸化炭素  
消火設備 

① 1110×0.8＝ 888 
(EL-4000～ EL700) 

② 1908×0.75＝ 1431 
(EL700～ EL9000) 

③ 82×0.9＝ 74(ﾃﾞｲﾀﾝｸ室 ) 
①＋②＋③＝2393 
2393＋ 0×5＝ 2393 

2393 45kg/68  
54 

(2430kg) 
55 

(2475kg) 
第 19 条  

緊急時対策所
建屋発電機室

2A 

二酸化
炭素 

二酸化炭素  
消火設備 

1107×0.80＋ 9.8×5＝ 935 935 55kg/82.5  
17 

(935kg) 
18 

(990kg) 
第 19 条  

緊急時対策所
建屋発電機室

2B 

二酸化
炭素 

二酸化炭素  
消火設備 

1107×0.80＋ 9.8×5＝ 935 935 55kg/82.5  
17 

(935kg) 
18 

(990kg) 
第 19 条  

注 記  ＊ １ ： 消 防 法 で 要 求 さ れ る 必 要 ボ ン ベ 個 数  

＊ ２ ： 消 防 法 で 要 求 さ れ る 消 火 剤 の 最 低 限 度 （ kg）  
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可燃物管理により火災荷重を低く管理することで，煙の発生

を抑える火災区域又は火災区画についての管理基準 



補 3-9-1 

1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(2)a.(b)項に示す消火活動の妨

げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を低く管理すること

で，煙の発生を抑える火災区域又は火災区画についての管理基準を示すため

に，補足資料として添付するものである。 

2．内容

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を低

く管理することで，煙の発生を抑える火災区域又は火災区画についての管理

基準及び運用管理について以下に示す。 



補 3-9-2 

3. 可燃物管理の考え方

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を低

く抑える火災区域又は火災区画については，火災発生時には，消火器による

消火活動を実施するため，消火器の消火能力が，可燃物の発熱量に対して十

分であることの観点から，発熱量を基準に可燃物管理する。 

また，可燃物の等価時間は，消火活動開始までの時間と火災源の燃焼の継

続時間が関係するため，消火活動開始までの時間の観点から，等価時間を基

準に可燃物管理する。 

4．可燃物管理の管理基準

(1) 発熱量の基準値

消火器の消火能力は，消火器の技術上の規格を定める省令により，各火

災源に対する消火試験にて定められる一般的な 10 型粉末消火器(油火災の

消火能力単位：7)について，消火能力単位の測定試験時に用いられるガソ

リン火源(油火災の消火能力単位が 7 の場合，燃焼表面積 1.4m2，体積

42L)を使用している（第 1 図）

試験体のガソリンの容量は以下である。
118.3×118.3×3 ＝ 41984.67[cm3]≒42[ ]

第 1 図 10 型粉末消火器(油火災の消火能力単位：7)の試験体

このとき，試験体のガソリン火源の発熱量は，原子力発電所の内部火災

影響評価ガイド（第 1 表）より，約 1300MJ である。 

・ガソリン発熱量 ＝燃焼熱［kJ/kg］×密度［kg/m3］×体積［m3］

＝43,700×740×0.042 

＝1358196［ kJ］＝1358.196［ MJ］

≒1300［ MJ］  
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第 1 表 原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（抜粋） 

 

したがって，10 型粉末消火器は，ガソリン火源の発熱量約 1,300MJ を

消火することができる。 

以上より，可燃物管理により火災荷重を低く抑える火災区域又は火災区

画について，発熱量の基準値としては，保守的に 1,000MJ 以下として設定

する。 

(2) 等価時間の基準値 

火災が発生してから消火活動を開始するまでに必要な時間は，現場での

消火器による消火活動を想定すると，中央制御室での火災感知器が発報し

てから，作業員が火災現場に直行するまで，最低でも 5 分～6 分程度は要

すると考えられる。これより，火災源の火災等価時間が，5 分～6 分程度

（＝0.1 時間）以下であれば，消火活動を開始する前に，火災源が自ら鎮

火することになる。 

したがって，等価時間の基準値としては，0.1 時間以下として設定す

る。 

 

5．可燃物管理の管理方法 

消火活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより火災荷重を

低く抑える火災区域又は火災区画については，可燃物管理の管理基準値と

して，発熱量 1,000MJ 以下及び等価時間 0.1 時間以下を設定し，可燃物と

なる設備(油内包設備，電源盤，ケーブル等)を追加設置する場合は，本管

理基準値のいずれも超えないよう火災防護計画にて規定し，運用管理す

る。 
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新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について 

 



補-3-10-1 

1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 5.2.2(2)b.項及び 5.2.2(5)g.(d)項に

示す新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について示すために，補足資料として添付

するものである。 

2．内容

新燃料貯蔵庫の未臨界性評価について以下に示す。
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3. 燃料貯蔵上の基準

新燃料貯蔵庫内に燃料を貯蔵する場合，燃料貯蔵上の未臨界性は燃料ラッ

クの中心間隔を確保すること，ステンレス鋼の中性子吸収効果により保たれ

る。

新燃料貯蔵庫内は臨界未満であることが基準である。

新燃料を貯蔵容量最大で貯蔵した状態で，万一新燃料貯蔵庫が水で満たさ

れるという厳しい条件を仮定しても，実効増倍率を 0.95 以下に保つ。 

新燃料貯蔵ラックにおいて想定される異常状態は以下とする。 

異常状態

新燃料貯蔵ラック
・冠水（水温 65℃）

・燃料要素がラック内で接近した状態

4．解析方法 

新燃料貯蔵庫に対する未臨界性の評価方法は，燃料要素及び新燃料貯蔵ラ

ックを第 1 図に示す二次元計算セルで代表させ，二次元 3 群拡散コード

（PDQ 相当）を用いて無限増倍率 k∞及び中性子移動面積Ｍ２を求めている。

解析では，貯蔵燃料間の距離とステンレス鋼の中性子吸収の効果が考慮され

ている。 

解析に使用した新燃料貯蔵庫のラック仕様を第１表に示す。

第 1 表 未臨界性評価上のラック仕様

ラック間隔注（mm×mm） ラック厚さ（mm） 材料

注：ラックの中心間隔を示す

次に，新燃料貯蔵庫全体の実効増倍率 keff は，貯蔵庫の形状から幾何学的

バックリングＢｇ２を求め，次式により計算する。 

  k∞

  １＋Ｍ２Ｂｇ２

なお，二次元３群拡散コードに使用する燃料要素，冷却材，構造等の核定

数は，核定数計算コード（GAM， THERMOS 相当）より求まる高速，中速，熱

群の中性子スペクトラムを基に計算する。 

keff＝
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また，計算に用いる未燃焼の燃料集合体（新燃料）の無限増倍率を，保守

的に 1.15 と仮定する。 

 

5．評価結果 

計算結果は第 2 表のとおりである。 

 

第 2 表 未臨界性評価結果 

  冠水状態における 

実効増倍率 

新燃料貯蔵ラック 約 0.77 

 

以上の計算は実際の条件よりも厳しい条件のものである。 

すなわち，新燃料の無限増倍率は 1.15 と仮定しているが，実際の燃料は

1.15 以下である。 

なお，新燃料貯蔵庫には，ドレン抜きが設けられており，実際に水がたま

ることはない。新燃料貯蔵庫が部分水位の場合についても，乾燥状態での実

効増倍率が 0.5 以下であることを考慮すると，冠水状態での実効増倍率

0.77 との中間程度の値となり，未臨界性に対して十分な余裕があると考え

られる。 

 

6．結論 

新燃料貯蔵ラックは上記の結果を維持できる頑丈な構造となっており，安

全側の仮定で行った計算結果と合わせて考えると，未臨界性に対して十分な

余裕があると考えられる。 
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第 1 図 新燃料貯蔵庫の計算体系



4. 火災の影響軽減に係るもの



補足説明資料 4－1 

火災の影響軽減のための系統分離対策について



補 4-1-1 

1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 6.2(3)項に示す系統分離対策の方針

を示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

系統分離対策の方針を示す資料を，次頁以降の図に示す。
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3. 系統分離の基本的な考え方

原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する構築物，系統及び

機器における「その相互の系統分離」をする際には，単一の火災(任意の一

つの火災区域で発生する火災)の発生により，相互に分離された安全区分の

全ての安全機能が喪失することのないよう，安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ，Ⅲの

境界を火災防護に係る審査基準 2.3.1(1)，(2)a,c で分離する。（第１図） 

安全区分Ⅰ 安全区分Ⅱ 安全区分Ⅲ

高温

停止

原子炉隔離時冷却系 

自動減圧系(A)  

低圧注水（A) 

低圧炉心スプレイ

（LPCS)系 

自動減圧系(B)  

低圧注水系（B) 

低圧注水系（C）  

高圧炉心スプレイ

（HPCS)系 

低温

停止

残留熱除去系(A) 

残留熱除去系海水系

(A) 

残留熱除去系(B) 

残留熱除去系海水系

(B) 

－

電源

非常用ディーゼル発

電機(C)系  

直流電源(A)系  

非常用ディーゼル発

電機(D)系  

直流電源(B)系  

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機

(HPCS)系 

直流電源(HPCS)系  

 

 

第 1 図 系統分離の概要

安全区分Ⅰと安全区分Ⅱ，Ⅲの境界を火災防護に係る審査基準 2.3.1(1)，(2)a,c
で分離し，単一火災によっても安全区分Ⅰ，安全区分Ⅱが同時に機能喪失するこ
とを回避し，高温停止，低温停止を達成
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4. 系統分離のための具体的対策

4.1 火災区域又は火災区画内の系統分離対策

(1) 火災防護対象ケーブルの系統分離対策

火災防護対象機器に使用する安全系のケーブルが，異なる区分の区

域に敷設している場合，当該ケーブルが異なる区分の区域における単

一の火災により機能喪失しないように，当該ケーブルが敷設されたケ

ーブルトレイ等を 1 時間の耐火性能を有する隔壁で囲い，かつ，火災

感知設備及び自動消火設備を設置する。(第 2 図，第 3 図) 

第 2 図 火災防護対象ケーブルの系統分離概要 

A B

ハロン消火設備 ハロン消火設備

1時間
耐火隔壁

感知器感知器

第 3 図 １時間耐火隔壁＋感知・自動消火の概要

Ⅰ

安 全 区 分 Ⅰ火 災 区 域 1 安 全 区 分 Ⅱ，Ⅲ火 災 区 域

ケーブルトレイ(Ⅰ)
ケーブルトレイ(Ⅱ)

機 器 (Ⅰ)  

配 管

ダクト 

3 時 間 以 上 の耐 火 能 力 を有 する防 火 ﾀﾞﾝﾊﾟ

3 時 間 以 上 の耐 火 能 力

を有 する耐 火 扉  

機 器 (Ⅱ) 

Ⅱ

機 器 (Ⅲ) 

Ⅲ

ケーブルトレイ(Ⅲ)

：3 時 間 以 上 の耐 火 貫 通 部 耐 火 処 理 ：１時 間 耐 火 隔 壁 ＋感 知 ＋自 動 消 火 設 備
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ケーブルトレイに適用する 1 時間耐火隔壁の

火災耐久試験の条件について 



補 4-2-1 

1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 6.2 項に示すケーブルトレイの系統分

離として鉄板及び発泡性耐火被覆を適用する場合の火災耐久試験において，

ケーブルトレイ上面及び側面の加熱温度を 180℃とする理由を示すために，

補足説明資料として添付するものである。

2. 内容

東海第二発電所において系統分離対策を実施する火災区域及び火災区画の

うち，ケーブルトレイの系統分離を「互いに相違する系列間を 1 時間の耐火

能力を有する隔壁で分離し，火災感知設備及び自動消火設備を設置」（ 注 ）で

実施する火災区域及び火災区画の中で，最も厳しい評価結果となる最大の高

温ガス層の温度を「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 10

月 ）（ 以 下 ，「 評 価 ガ イ ド 」 と い う 。） の 火 災 力 学 ツ ー ル FDT ｓ （ Fire 

Dynamics Tools）により算出し，耐火隔壁の火災耐久試験時のケーブルトレ

イ上面及び側面の加熱温度条件を設定する。

火災区域及び火災区画の高温ガス層の温度評価のうち，1 時間後の評価温

度が最も高くなる火災区域及び火災区画は，R-1-6(2)の 133℃であることか

ら，鉄板及び発泡性耐火被覆を適用する場合の火災耐久試験のケーブルトレ

イ上面及び側面の加熱温度は，FDTs により算出した評価結果より保守的な

条件となるよう 180℃と設定する。

高温ガス層の温度評価結果を第 1 表に示す。

（注）火災防護に関する説明書 6.2(3)項 c 
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第 1 表 高温ガス層の温度評価結果

火災区画
部屋面積

(m2) 

高さ

(m) 

初期温度

(℃) 
火災源

結果

(℃)

R-B2-6 101 5.6 40 ケーブルトレイ 50 

R-B2-7 88 5.6 40 ケーブルトレイ 51 

R-B2-15(2) 113 6.0 40 SWGR HPCS 84 

R-2-3(2) 477 6.3 40 ケーブルトレイ 42 

R-2-8 604 4.0 40 ケーブルトレイ 43 

R-1-6(1) 60 5.0 40 ケーブルトレイ 57 

R-1-6(2) 60 5.0 40 MCC2D-6 133

R-1-6(3) 85 5.8 40 MCC2C-6 99 

R-1-6(4) 85 5.8 40 ケーブルトレイ 51 
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3. FDTｓを用いた高温ガスの評価

系統分離対策が必要な全ての火災区域及び火災区画の高温ガス層の温度を，

FDTｓにより算出する。また，FDTｓにより高温ガスを算出する際の手順を以

下に示す。 

3.1 評価準備

3.1.1 火災源の特定

当該火災区域及び火災区画に設置されているポンプ等の潤滑油内包

機器，電気盤，ケーブル及び一時的に持ち込まれる可燃物（評価用可

燃物という）のうち，以下に示す発熱速度が最大のものを火災源とす

る。 

3.1.2 火災源の発熱速度（Q）の特定

「3.1.1 火災源の特定」にて特定の火災源のうち，電気盤及び評

価油可燃物の発熱速度（以下，「 HRR」という。）は，評価ガイドに基

づき，ＮＵＲＥＧ /ＣＲ－６８５０に示されるスクリーニング用 HRR

（確率分布の 75％値に相当する HRR）の値とする。 

また，火災源については，評価ガイドを参照し，以下の手順で HRR

を算出する。 

(1) ポンプ等の油内包機器

・油の種類は，「潤滑油」を使用する。

・燃焼する油量は，内包機器の 10 ％と仮定する。

・燃料面積は，オイルパン，ドレンリム等の開口部面積を使用する。

(2) ケーブルトレイ

・単位面積当たりの HRR 値は，475 kW/m２とする。

・燃焼面積は，0.4 m２とする。

3.2 高温ガス評価温度

3.2.1 計算モデル 

評価に当たっては，「閉鎖区画対象モデル」を使用する。

3.2.2 評価の前提条件 

高温ガスによる影響評価の前提条件は以下の通り。

(1) ライニング材料は，評価対象となる火災区域及び火災区画を構成す

る構造物の材料である「コンクリート」とする。

(2) ライニング材であるコンクリートの厚さは，全評価対象の火災区域

及び火災区画を構成する壁厚さのうち，3 時間耐火性能を満足する
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最小厚さの 150mm とする。 

(3) 高温ガス層の温度は，火災が 1 時間継続し続けるものとして 1 時間

後の温度とする。ただし，1 時間前に漏えい油が燃焼し尽くす場合

には，燃え尽きた時点の温度とする。 

(4) 保守的に火災区域及び火災区画の全域が高温ガス層の温度になると

仮定する。 

3.2.3 入力値の考え方 

(1) 火災区域及び火災区画の幅（wc），長さ（lc）  

評価対象となる火災区域及び火災区画は，床面形状が評価ガイドの

評価式で前提としている正方形又は長方形ではないことから，実際の

火災区域及び火災区画の床面積に相当する正方形に置き換え，「火災

区域及び火災区画の幅，長さ」とする。 

なお，火災区域及び火災区画の形状は，総面積が小さいほど構造物

（コンクリート）による吸熱（熱損失）が小さくなり保守的な結果と

なる。 

(2) 火災区域及び火災区画の高さ（hc）  

評価対象となる火災区域及び火災区画の「床面」から「天井高さ」

とする。 

なお，床面に段差がある場合は，最も面積の大きい床面を当該火災

区域及び火災区画の「床面」とし，また，中間床等の存在により天井

高さが異なる場合は，保守的に低い天井高さを当該火災区域及び火災

区画の「天井高さ」とする。 

(3) 火災区域及び火災区画内の雰囲気温度（Ta）  

評価対象となる火災区域及び火災区画がある建屋の各エリアにおけ

る「火災区域及び火災区画内の雰囲気温度」は，40 ℃とする。 

(4) 火災区域の発熱速度（Q） 

「3.1.2 火災源の発熱速度（Q）の特定」にて特定した HRR を使用

する。 

3.2.4 高温ガス層の温度の評価式 

火災を想定する火災区画の高温ガス層の温度は，当該火災区域及び

火災区画内における HRR が最大である火災源による火災を想定し，

FDTs により評価する。 
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中央制御室制御盤内の分離について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 6.2(5)項に示す離隔距離等による系統

分離及び 1 時間の耐火能力を有する隔壁等による分離対策を示すために，補

足資料として添付するものである。 

2. 内容

中央制御室制御盤の構成部品について，火災が発生しても近接する他の構

成部品に火災の影響がないことを確認した実証試験(注 )の結果及び 1 時間の

耐火能力を有する隔壁の設置について次頁以降に示す。 

(注)実証試験結果として以下の参考文献を含む 

・「ケーブル,制御盤及び電源盤火災の実証試験」,TLR-088,(株 )東芝 H25 年 3 月 
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中央制御室制御盤内の分離について 

 中央制御室の制御盤のスイッチ，配線などの構成部品に単一火災を構成しても，近接する他構成部品に影響がおよばないことを確認した実証試験

の知見を踏まえ十分な分離を行う設計とする。以下に実証試験概要を示す。 

対象 盤内状況の例 実証試験概要 

操
作
ス
イ
ッ
チ

【操作スイッチ表面】 

【操作スイッチ裏面】 

1. 目的

鋼鈑で覆った操作スイッチに火災が発生しても，適切な分離距離を確保している場合は，近接する操

作スイッチに火災の影響がおよばないことを確認する。

2． 試験内容 

(1)過電流による火災(内部火災)

鋼鈑で覆われた分離型操作スイッチに過電流を通電することで，

分離型操作スイッチ内の内部火災を模擬し，隣接する一般操作

スイッチへの影響を確認した。

【判定基準】 隣接する一般操作スイッチへの延焼性(目視による確認)

(2)バーナー着火による火災(外部火災)

鋼鈑で覆われた分離型操作スイッチの外側からバーナーで着火

することで，制御盤内での火災を模擬し，分離型操作スイッチ

への影響を確認した。

【判定基準】a.絶縁抵抗測定 b.通電確認(ランプ点灯にて確認) c.操作性の確認

2.試験結果

鋼鈑で覆った分離型操作スイッチに火災が発生しても，適切な分離距離を確保している場合は，近接す

る一般操作スイッチに火災の影響がないことを確認した。また，制御盤内の火災が発生しても，鋼鈑で覆

われた分離型操作スイッチには，火災の影響が及ばないことを確認した。

金属製筐体 
厚さ:3.2mm 

分離型スイッチ

上記は全て実機計測値 

62mm 

62mm 

約 35mm60mm 以上

分離型操作スイッチ

:バーナー 

スイッチ分離距離

上下方向：20mm 水平方向：15mm
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対象 盤内状況の例 実証試験概要 

盤
内
配
線
ダ
ク
ト

1. 目的

金属バリア又は盤内配線ダクト内に設置している区分の配線に火災が発生しても，異区分の配線に火

災の影響がおよばないことを確認する。

2. 試験内容

(1)空間距離

配線を収納したダクトを並べ，ダクトの距離を自由に変えるようにし，片側のダクトの配線にバーナー

で着火し，もう一方ののダクトへの影響を確認した。 

【判定基準】隣接する盤内配線ダクトの影響度(目視確認(変色，変形等)) 

(2)電線管バリア

配線を収納したダクトを並べ，ダクトの距離を自由に変えられるようにし，ダクトの間に板厚 3.2mm の

金属バリアを設置し，片側のダクトの配線にバーナーで着火し，金属バリアがある場合のもう一方のダク

トへの影響を確認した。

【判定基準】隣接する盤内配線ダクトの影響度(目視確認(変色，変形等))

2.試験結果

金属バリアがない場合は，垂直ダクト間で 5cm 以上，水平ダクト間では 10cm 以上距離があれば，もう一

方へのダクトへの影響がないことを確認した。 

金属バリアがある場合は，3 ㎝の距離であっても，もう一方へのダクトへの影響がないことを確認し

た。なお，塩化ビニル電線と難燃性電線の相違はなかった。 

金属バリア：厚さ 4mm 

離隔距離 ：3cm 以上 

鋼鈑による分離

上記は全て実機計測値 
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対象 実証試験概要 

金
属
外
装
ケ
ー
ブ
ル

1. 目的

制御盤内に設置している金属外装ケーブルが制御盤内の火災により影響を受けないことを確認する。

2． 試験内容 

(１)金属外装ケーブル 

 ケーブルを収納した電線管及びフレキシブル電線管を外部からバーナーで着火し，電線管及びフレキシブル電線管内のケーブルへの影響を確認した。 

【判定基準】 

・絶縁抵抗測定

・絶縁被覆の形状(溶融等の有無)

3． 試験結果 

 電線管において，塩化ビニル電線の被覆は，一部表面が溶着するが，難燃性電線には変化が見られなかった。フレキシブル電線管も塩化ビニル電線の被覆は，一部表

面が溶着するが，難燃性電線には変化が見られなかった。 

 電線管及びフレキシブル電線管の塩化ビニル電線，難燃性電線の絶縁抵抗は，試験前後に変化はなく，電線管及びフレキシブル電線管に収納することで分離機能を有

することが確認できた。 
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対象 盤内状況 実証試験概要 

制
御
盤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1． 目的 

中央制御室に設置している制御盤に火災が発生しても，隣接する制御盤に火災の影響がおよばないこ

とを確認する。制御盤は，ベンチ盤，直立盤の 2 種類で確認する。 

2． 試験内容 

（１） 制御盤バーナー着火試験 

制御盤内の外部ケーブルの立ち上がり部をバーナーにより強制着火し，隣接制御盤への火災の影

響を確認した。なお，隣接盤への影響は，以下の判定基準にて確認した。 

（２） 制御盤油点火試験管 

 制御盤内にオイルパンを設置し，白灯油 1.5 に強制着火させ，制御盤内の全面火災による隣接

制御盤の火災の影響を確認した。隣接制御盤への影響は，以下の判定基準にて確認した。 

（３） 判定基準 

 ・隣接制御盤の変色，変形の有無 

 ・隣接制御盤の通電性の確認(ランプ点灯にて確認) 

 ・火災鎮火後の隣接制御盤の操作性の確認 

 ・火災鎮火後の隣接制御盤の絶縁抵抗測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3． 試験結果 

金属で覆われ，分離している制御盤内に火災が発生しても，火災の影響は火災源の制御盤内に留ま

ることを確認した。したがって，隣接制御盤に火災の影響はなく，分離性が確保されることを確認し

た。 

青破線：区分の境界 

3.2mm 以上の鋼鈑で分離 
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対象 実証試験概要 

盤
内
絶
縁
電
線 

1.目的 

 中央制御室の制御盤内に設置している絶縁電線が短絡事故等を想定した過電流により発火せず，同一制御盤内の他機器に火災の影響がおよばないことを確認す

る。 

 

2.試験内容 

 (1)空中一条敷設過電流試験 

  盤内絶縁電線に許容電流の 4倍～5倍の過電流を通電し，発火有無の状態を確認した。 

  絶縁電線の種類は，以下の 4種類とした。 

 

  〇600Ｖ  NC-HIV 2mm2 低塩酸ビニル電線 

  〇600Ｖ HIV 2mm2 耐熱ビニル電線 

  〇600Ｖ IV 2mm2 ビニル電線 

  〇600Ｖ FH 2mm2 テフゼル電線 

【判定基準】 

 過電流によって発火しないこと 

 
 

空中一条敷設過電流試験の装置 

3.試験結果 

 盤内絶縁電線は 4種類とも過電流によって発火する前に導体が溶断し，発火しないことを確認した。したがって，同一制御盤内の他機器へ火災の影響はなく，

分離性が確保されることを確認した。 

 



 

 

補足説明資料 4－4 

中央制御室の火災の影響軽減対策について
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書 6.2(5)b.(b)，6.2(5)b.(c)，6.2(6)項

に示す，中央制御室の火災感知設備，消火設備による火災への早期対応及び

中央制御室床下の系統分離対策について，補足資料として添付するものであ

る。 

 

2. 内容 

中央制御室の火災感知設備，消火設備による火災への早期対応及び中央制

御室床下の系統分離対策について，次頁以降に示す。  
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3. 中央制御室制御盤の火災感知設備及び消火設備

中央制御室制御盤内の火災防護対象機器等は，運転員の操作性及び視認性

向上を目的として近接して設置することから，互いに相違する系列の水平距

離を 6 m 以上確保することや互いに相違する系列を 1 時間の耐火能力を有す

る隔壁等で分離することが困難である。 

したがって，高感度煙感知器の設置による早期の火災感知及び常駐する運

転員による早期の消火活動を行う設計とする。 
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3.1 火災感知設備

中央制御室の制御盤のうち，一つの制御盤内に複数の安全区分のケーブ

ルや機器が設置されているものや，中央制御室のみで監視可能な火災防護

対象機器が設置されている盤には，制御盤内の火災の早期感知のため，高感

度の煙感知器を設置する設計とする。 

火災感知器の設置場所 火災感知器の型式

中央制御室制御盤内

複数の区分の安全系機能

を有する制御盤内でのケ

ーブル延焼火災に対する

早期消火活動を行うこと

を考慮 

・盤内のケーブル延焼火

災を初期段階から検知

するため，制御装置や

電源盤用に開発された

高感度煙感知器，超高

感度煙センサを設置(別

紙 2)(アナログ式)

・盤内天井に間仕切りが

ある場合は，感知器ま

での煙の伝搬が遅れる

可能性を考慮し，盤内

伝上の間仕切り毎に感

知器を設置する。ま

た，動作感度を一般区

域の煙濃度 10％に対し

煙濃度 0.1～0.5％と設

定することにより，高

感度感知を可能として

いる。

・動作感度は，誤作動の

可能性を考慮し，盤内

の設置環境に応じて適

切に設置する。

高感度煙感知器(体積の小さい盤に採用) 

煙の動線構造を垂直にし，電子部品の発熱によ

る気流の煙突効果を促すことにより，異常時に

生じた煙をより早く確実に捉える。 

超高感度煙センサ(体積の大きい盤に採用) 

超高感度煙センサは，サンプリング管に複数設

置することが可能できるため，火災発生個所の

特定が短時間に可能である。 

制御盤天井

煙の流れ
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3.2 消火設備

中央制御室の制御盤内の火災は，電気機器に影響がない二酸化炭素消火

器を使用し，運転員による消火を行う設計とする。中央制御室のエリア概要

を第 1 図に示す。また，運転員による制御盤内の火災に対する二酸化炭素消

火器による消火の概要を第 2 図に示す。さらに，火災の発生箇所の特定が困

難な場合も想定し，サーモグラフィカメラを配備し，火災の発生箇所を特定

できる設計とする。 

第 1 図 中央制御室について

火災が発生した場合，運転員は火災受信機盤により，火災が発生している

区画を特定する。消火活動は 2 名で行い，1 名は直ちに至近の二酸化炭素消

火器を準備する。 

制御盤内での消火活動を行う場合は，セルフエアーセットを装着し，火災

発生箇所に対し消火活動を行う。もう 1 名は，予備の二酸化炭素消火器の準

備等を行う。 

なお，中央制御室内での移動は，距離が短いことから短時間で移動可能で

あるため速やかな消火活動が可能である。 

二酸化炭素消火器を閉鎖された空間で使用する場合は，二酸化炭素濃度

が上昇し酸素濃度を低下するおそれがあることから，運転員に対して二酸

化炭素消火器の取扱いに関する教育・訓練を行うとともに，制御盤内で消火

活動を行う場合は，セルフエアーセットを装着する等の消火手順を定める。
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第 2 図 運転員による制御盤内の消火活動概要

4. 中央制御室床下の系統分離対策

 中央制御室の床下は，以下の系統分離対策を実施する。

4.1 コンクリートピット等による分離 

中央制御室床下コンクリートピット内には安全区分の異なるケーブルを

敷設しない設計とし，1 時間の耐火能力を有するコンクリートピット構造

（原子力発電所の火災防護指針 JEAG4607-2010 〔解説-4-5〕「耐火壁」(2)

仕様を引用）として分離する設計とする。(第 3 図) 

4.2 火災感知設備

中央制御室床下コンクリートピット内には，固有の信号を発する異なる 2

種類の火災感知器として，煙感知器，熱感知器を組み合わせて設置する設計

とする。これらの火災感知設備は，アナログ機能を有するものとする等，誤

作動を防止する設計とする。また，火災感知設備は，外部電源喪失時におい

ても火災の感知が可能となるよう，非常用電源から受電するとともに，火災

受信機盤は中央制御室に設置し，常時監視できる設計とする。火災受信機盤

は，作動した火災感知器を 1 つずつ特定できる機能を有する設計とする。

制御盤内  火災発生

火災警報確認，火災発生場所特定 運転状況の確認※

二酸化炭素消火器準備

セルフエアーセット準備

※ 運転状況に異常がないことを確認後，

消火活動の準備，助勢作業を行う。

消火活動開始

鎮火確認・消火完了
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4.3 消火設備

火災発生時の煙の充満等により消火活動が困難とならないように中央制

御室床下コンクリートピット内には，ハロゲン化物自動消火設備で消火を

行う設計とするため，火災の規模が拡大する前に消火が可能であること，万

一火災により煙が発生した場合でも建築基準法に準拠した容量の排煙設備

により排煙が可能な設計とする。 

第 3 図 中央制御室床下の構造図



補足説明資料 4－5 

火災区域(区画)特性表について 



1. 目的

本資料は，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 7.2 項に示す火災区域(区画)

特性表について，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

東海第二発電所の火災区域(区画)特性表を次頁以降の表に示す。

また，東海第二発電所の各火災区域及び各火災区画の配置図については，補足説明資

料 1－2 に示す。 
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補足説明資料 4－6 

火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事

故」発生時の単一故障を考慮した原子炉停止について
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1. 目 的 

本資料は，火災防護に関する説明書 7.2(2)項に示す火災を起因とした運転時の異常

な過度変化及び設計基準事故時の単一故障を考慮した評価の結果を示すために，補足資

料として添付するものである。 

 

2. 内 容 

火災を起因とした運転時の異常な過度変化及び設計基準事故時の単一故障を考慮し

た評価の結果を，次頁以降に示す。  
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3. はじめに 

単一の内部火災を想定した場合，原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護系，原子炉

停止系の作動を要求される「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」が発生

する可能性があり，「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」(以下

「安全評価審査指針」という。)に基づき，「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基

準事故」に対処するための機器に単一故障を想定しても，事象が収束して原子炉が支

障なく低温停止に移行できることを確認する。 

 

4. 評価の前提条件 

次の事項を前提とし，評価を行うこととする。 

(1) 電動弁は，遮断器に接続される制御ケーブルが，火災の影響による誤作動

で，当該系統の機能を考慮し，厳しい方向に動作するものとする。 

(2) 空気作動弁は，電磁弁に接続される制御ケーブルが，火災の影響による誤信

号で，当該系統の機能を考慮し，厳しい方向に動作するものとする。 

(3) 電動補機は，遮断器に接続される制御ケーブルが，火災の影響による誤信号

で，当該系統の機能を考慮し，厳しい方向に起動または停止するものとする。
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5. 火災により想定される事象の抽出 

安全評価審査指針にて評価すべき具体的な事象とされる「運転時の異常な過渡変

化」及び「設計基準事故」が，単一の内部火災により発生し得るかを分析した。火災

により想定される事象の抽出に当たっては，全ての火災区域を対象に，分析を実施

し，評価対象事象を選定した。 

なお，内部火災影響評価において，全ての火災区域を対象に，火災による影響を考

慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の安全

停止(高温停止及び低温停止)が可能であることを確認している。 

そこで，本評価では，原子炉の制御に重要な役割を担う中央制御室における火災を

起因として，「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」が発生した場合の評価

を実施することとした(第 1 図)。 

なお，現場に敷設されているケーブルが火災の影響を受けて損傷することにより

「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」が発生することを想定した場合で

も，中央制御室における火災と同様，安全評価審査指針に基づく評価と同様，単一故

障を想定しても原子炉の高温停止及び低温停止が達成できる。 
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第 1 図 対処系に係る制御盤等の関係図
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5.1 火災を起因とした運転時の異常な過渡変化の発生 

安全評価審査指針にて評価すべき具体的な事象とされる「運転時の異常な過渡変

化」を第 1 表に示す。 

このうち，「原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き」及び「出力運転中の

制御棒の異常な引き抜き」については，制御棒駆動系が火災の影響を受けた場合，制

御棒の常駆動系が動作不能となるため，単一の内部火災によって発生しない事象と整

理した。また，「原子炉冷却材流量の部分喪失」及び「原子炉冷却材系の停止ループ

の誤起動」については，単一の内部火災により発生する可能性はあるが，原子炉スク

ラムには至らない事象であるため，単一の内部火災によって発生しない事象と整理し

た。 

したがって，単一の内部火災を想定した場合に発生しうる「運転時の異常な過渡変

化」は，上記以外の事象である。 
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第 1 表 火災を起因とした運転時の異常な過渡変化 

運転時の異常な過渡変化 火災の影響 

(１)炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化 

①原子炉起動時における制

御棒の異常な引き抜き 
－

制御棒駆動系が火災の影響を受けた場合，制御棒の

常駆動系が動作不能となる。 

②出力運転中の制御棒の異

常な引き抜き 
－

制御棒駆動系が火災の影響を受けた場合，制御棒の

常駆動系が動作不能となる。 

(２)炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化 

③原子炉冷却材流量の部分

喪失 
－

火災の影響による再循環ポンプの１台停止。ただ

し，原子炉スクラムには至らない事象。 

④原子炉冷却材系の停止ル

ープの誤起動 
－

火災の影響による再循環ポンプの誤起動。ただし，

原子炉スクラムには至らない事象。 

⑤外部電源喪失 ○
火災の影響による送電系，所内電源系の喪失。本事

象は「⑫給水流量の全喪失」の評価に含まれる。 

⑥給水加熱喪失 ○ 火災の影響による抽気逆止弁の誤閉。 

⑦原子炉冷却材流量制御系

の誤動作 
○ 火災の影響による流量制御器の誤動作。 

(３)原子炉冷却材圧力又は原子炉冷却材保有量の異常な変化 

⑧負荷の喪失 ○ 火災の影響による蒸気加減弁の誤動作。 

⑨主蒸気隔離弁の誤閉止 ○ 火災の影響による主蒸気隔離弁の誤閉止。 

⑩給水制御系の故障 ○ 火災の影響による原子炉給水制御系の誤動作。 

⑪原子炉圧力制御系の故障 ○ 火災の影響による原子炉圧力制御系の誤動作。 

⑫給水流量の全喪失 ○ 火災の影響による原子炉給水ポンプの機能喪失。 

○：評価対象とする事象，－：評価対象外とする事象 
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5.2 火災を起因とした設計基準事故の発生 

安全評価審査指針にて評価すべき具体的な事象とされる「設計基準事故」を第 2 表

に示す。 

このうち，「原子炉冷却材ポンプの軸固着」，「制御棒落下」，「放射性気体廃棄物処

理施設の破損」，「主蒸気管破断」及び「燃料集合体の落下」については，機械的な損

傷に伴い発生する事象であるため，原子炉施設の火災を想定しても発生する可能性は

ない。 

また，「原子炉冷却材喪失」については，単一の内部火災により原子炉冷却材圧力

バウンダリを構成する格納容器内側・外側隔離弁が同時に開となる可能性はないこ

と，及び単一の内部火災により逃がし安全弁が誤開する可能性はあるが中央制御室に

常駐している運転員が誤開した逃がし安全弁を速やかに閉止することが可能であるこ

とから，単一の内部火災によって発生しない事象と整理した。 

したがって，単一の内部火災を想定した場合に発生しうる「設計基準事故」は「原

子炉冷却材流量の喪失」のみである。 
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第 2 表 火災を起因とした設計基準事故 

設計基準事故 火災の影響 

(１)原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

①原子炉冷却材喪失 －

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する格納容器

内側・外側隔離弁が火災の影響により同時に開とな

る可能性はない。また，逃がし安全弁が火災の影響

により誤開する可能性があるが，中央制御室に常駐

している運転員が誤開した逃がし安全弁を速やか

に閉止することが可能である。そのため，本事象は

火災により発生しない。 

②原子炉冷却材流量の喪失 ○ 火災による再循環ポンプトリップ回路の誤動作。 

③原子炉冷却材ポンプの軸

固着 
－

原子炉冷却材ポンプの回転軸は火災の影響により

機械的に固着しないため，本事象は発生しない。 

(２)反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

④制御棒落下 －
制御棒駆動機構は火災により機械的に損傷しない

ため，本事象は発生しない。 

(３)環境への放射性物質の異常な放出 

⑤放射性気体廃棄物処理施

設の破損 
－

気体廃棄物処理施設は火災の影響により機械的に

損傷しないため，本事象は発生しない。 

⑥主蒸気管破断 －
主蒸気管は火災の影響により機械的に損傷しない

ため，本事象は発生しない。 

⑦燃料集合体の落下 －
燃料取扱装置は火災の影響により機械的に損傷し

ないため，本事象は発生しない。 

⑧原子炉冷却材喪失 － ①と同じ 

⑨制御棒落下 － ④と同じ 

(４)原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化 

⑩原子炉冷却材喪失 － ①と同じ 

⑪可燃性ガスの発生 － ①と同じ 

○：評価対象とする事象，－：評価対象外とする事象 

6. 抽出された事象の単一故障評価 
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上記 5.で抽出された事象に加えて，事象収束に必要な系統，機器(以下「対処系」

という。)について，安全評価指針に基づく評価と同様に，解析の結果を最も厳しくす

る単一故障を想定する。 

 

6.1 火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」における単一故障評価 

6.1.1 給水加熱喪失 

 (1) 事象の概要 

「給水加熱喪失」は，原子炉の出力運転中に，給水加熱器への蒸気流量が喪失し

て，給水温度が徐々に低下し，炉心入口サブクーリングが増加して原子炉出力が上

昇する事象である(第 2 図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定 

本事象は，抽気逆止弁に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による

影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，抽気逆止弁の自動閉となることを想定す

る。 

・タービン発電機補機盤(中央制御室 CP-7) 

・タービン補機補助継電器盤(中央制御室 CP-9) 

(3) 単一故障を想定した事象の収束 

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くするのは安全保護系(中性子束高スクラム(熱流束相当))の単一故障である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至るタ

ービン発電機補機盤及びタービン補機補助継電器盤と，安全保護系継電器盤及び安

全保護系トリップユニット盤は分離して設置されており(第 3 図)，火災の影響を受

けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護系にて原子炉
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は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の影

響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。
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第 2 図 「給水加熱喪失」の事象過程 
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第 3 図 中央制御室制御盤の配置図(給水加熱喪失関連)
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6.1.2 原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

(1) 事象の概要

「原子炉冷却材流量制御系の誤動作」は，原子炉の出力運転中に，原子炉冷却材

の再循環流量制御系の故障により，再循環流量が増加し，原子炉出力が上昇する事

象である(第 4 図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，再循環流量制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災

による影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，再循環流量が増加することを想定する。 

・再循環流量制御系制御盤(中央制御室 H13-P634A，H13-P634B)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くするのは安全保護系(中性子束高スクラム)の単一故障である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る再

循環流量制御系制御盤と，安全保護系継電器盤及び安全保護系トリップユニット盤

は分離して設置されており(第 5 図)，火災の影響を受けないことから，安全保護系

の単一故障を考慮しても，他の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温

停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の影響を受けないことから，原子

炉は低温停止状態に移行することができる。 
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第 4 図 「原子炉冷却材流量制御系の誤動作」の事象過程 
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第 5 図 中央制御室制御盤の配置図(原子炉冷却材流量制御系の誤動作)
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6.1.3 負荷の喪失 

(1) 事象の概要

「負荷の喪失」は，原子炉の出力運転中に，送電系統の故障等により，発電機負

荷遮断が生じ，蒸気加減弁が急速に閉止し，原子炉出力が上昇する事象である(第 6

図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，タービン制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災に

よる影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，蒸気加減弁が急速に閉止することを想定

する。 

・タービン発電機操作盤(中央制御室 CP-1)

・EHC 制御盤(中央制御室 CP-20A～F)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くする単一故障の想定は安全保護系(蒸気加減弁急速閉スクラム)の単一故障であ

る。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至るタ

ービン発電機操作盤及び EHC 制御盤と，安全保護系継電器盤及び安全保護系トリッ

プユニット盤は分離して設置されており(第 7 図)，火災の影響を受けないことか

ら，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護系にて原子炉は自動停止す

る。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の影響を受けない

ことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。 
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第 6 図 「負荷の喪失」の事象過程 
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第 7 図 中央制御室制御盤の配置図(負荷の喪失)
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6.1.4 主蒸気隔離弁の誤閉止 

(1) 事象の概要

「主蒸気隔離弁の誤閉止」は，原子炉の出力運転中に，原子炉水位異常低下等の

誤信号により主蒸気隔離弁が閉止し，原子炉出力が上昇する事象である(第 8 図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，主蒸気隔離弁に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災によ

る影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，主蒸気隔離弁が閉止することを想定す

る。 

・緊急時炉心冷却系操作盤(中央制御室 H13-P601)

・格納容器内側隔離系継電器盤(中央制御室 H13-P622)

・格納容器外側隔離系継電器盤(中央制御室 H13-P623)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くするのは安全保護系(主蒸気隔離弁閉スクラム)の単一故障である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る緊

急時炉心冷却系操作盤，格納容器内側隔離系継電器盤及び格納容器外側隔離系継電

器盤と，安全保護系継電器盤及び安全保護系トリップユニット盤は分離されており

(第 9 図)，火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，

他の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な

対処系については，主蒸気隔離弁の論理回路と非常用炉心冷却系等の論理回路が同

じ緊急時炉心冷却系操作盤に存在する(第 9 図)が，当該操作盤は安全区分に応じて

分離されているため，原子炉は低温停止状態に移行することができる。 
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第 8 図 「主蒸気隔離弁の誤閉止」の事象過程 
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第 9 図 中央制御室制御盤の配置図(主蒸気隔離弁の誤閉止)
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6.1.5 給水制御系の故障 

(1) 事象の概要

「給水制御系の故障」は，原子炉の出力運転中に，給水制御系の誤動作により給

水流量が急激に増加し，炉心入口サブクーリングが増加して，原子炉出力が上昇す

る事象である(第 10 図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，給水制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による

影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，給水流量が急激に増加することを想定す

る。 

・給水制御系制御盤(中央制御室 H13-P612)

・原子炉給水ポンプ駆動タービン制御盤(中央制御室 CP-34A，34B)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くする単一故障の想定は安全保護系(主蒸気止め弁閉スクラム)の単一故障である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る給

水制御系制御盤及び原子炉給水ポンプ駆動タービン制御盤と，安全保護系継電器盤

及び安全保護系トリップユニット盤は分離して設置されており(第 11 図)，火災の

影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護系に

て原子炉は原子炉停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤

は火災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができ

る。 
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第 10 図 「給水制御系の故障」の事象過程 
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第 11 図 中央制御室制御盤の配置図(給水制御系の故障)
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6.1.6 圧力制御系の故障 

(1) 事象の概要

「圧力制御系の故障」は，原子炉の出力運転中に，圧力制御系の誤動作により主

蒸気流量が変化する事象である(第 12 図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，圧力制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による

影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，主蒸気流量が増加することを想定する。 

・EHC 制御盤(中央制御室 CP-20A～F)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くするのは安全保護系(主蒸気隔離弁閉スクラム)の単一故障である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る

EHC 制御盤と，安全保護系継電器盤及び安全保護系トリップユニット盤は分離して

設置されており(第 13 図)，火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故

障を考慮しても，他の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び

低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の影響を受けないことから，原子炉は低温

停止状態に移行することができる。 
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第 12 図 「圧力制御系の故障」の事象過程 
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第 13 図 中央制御室制御盤の配置図(圧力制御系の故障)
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6.1.7 給水流量の全喪失 

(1) 事象の概要

「給水流量の全喪失」は，原子炉の出力運転中に，給水制御器の故障又は給水ポ

ンプのトリップにより，部分的な給水流量の減少又は全給水流量の喪失が起こり原

子炉水位が低下する事象である(第 14 図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，給水制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による

影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の制御盤が単一の内部火災により影

響を受けることでインターロックが誤動作し，全給水ポンプがトリップすることを

想定する。 

・給水制御系制御盤(中央制御室 H13-P612)

・原子炉給水ポンプ駆動タービン制御盤(中央制御室 CP-34A，34B)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くするのは安全保護系(原子炉水位低(レベル 3)スクラム)の単一故障である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る給

水制御系制御盤及び原子炉給水ポンプ駆動タービン制御盤と，安全保護系継電器盤

及び安全保護系トリップユニット盤は分離して設置されており(第 15 図)，火災の

影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護系に

て原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は

火災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。
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第 14 図 「給水流量の全喪失」の事象過程 
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第 15 図 中央制御室制御盤の配置図(給水流量の全喪失)
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6.2 火災を起因とした「設計基準事故」における単一故障評価 

6.2.1 原子炉冷却材流量の全喪失 

(1) 事象の概要

「原子炉冷却材流量の全喪失」は，原子炉の出力運転中に，2 台の再循環ポンプ

が何らかの原因でトリップすることにより，炉心流量が定格出力時の流量から自然

循環流量にまで大幅に低下して，炉心の冷却能力が低下する事象である(第 16

図)。 

(2) 事象発生に至る火災想定

本事象は，再循環ポンプトリップ回路に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の

内部火災による影響を受けると発生する可能性がある。 

本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を

受けることでインターロックが誤動作し，再循環ポンプ 2 台がトリップすることを

想定する。 

・再循環流量制御系制御盤(中央制御室 H13-P634A，H13-P634B)

・原子炉保護系継電器盤(中央制御室 H13-P609，H13-P611)

(3) 単一故障を想定した事象の収束

本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳し

くする単一故障の想定は安全保護系(原子炉水位低(レベル 3)スクラム)の単一故障

である。 

このことを踏まえ，本事象の収束について確認した。その結果，本事象の発生に

至る再循環流量制御系制御盤と，安全保護系継電器盤及び安全保護系トリップユニ

ット盤は分離して設置されているため(第 17 図)，安全保護系の単一故障を考慮し

ても，他の安全保護系にて原子炉は自動停止する。一方，原子炉保護系継電器盤に

は再循環ポンプトリップに係る制御回路と原子炉スクラムに係る制御回路が存在し

ているが，原子炉スクラムに係る論理回路はフェイルセーフの設計としているこ

と，及び当該制御盤は安全区分に応じて分離されていることから，安全保護系の単

一故障を考慮しても，他の安全保護系にて原子炉はスクラムする。また，高温停止

及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の影響を受けないことから，原子炉は

低温停止状態に移行することができる。 
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第 16 図 「原子炉冷却材流量の喪失」の事象過程
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第 17 図 中央制御室制御盤の配置図(原子炉冷却材流量の喪失)
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7. まとめ

安全評価審査指針に基づき，単一の内部火災に起因して発生する可能性のある「運

転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」について，単一故障を想定しても，原

子炉を支障なく低温停止に移行できることを確認した(第 3 表)。
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第 3 表 単一故障を考慮した原子炉停止の評価結果の概要 

事象名 火災影響 想定する単一故障 単一故障を想定した事象の対処 

給水加熱喪失 抽気逆止弁の誤閉により給水加熱器への蒸

気流量が喪失して，給水温度が徐々に低下

し，原子炉出力が上昇する。 

安全保護系 

(中性子束高スクラム(熱流束相

当)) 

他の安全保護系により原子炉は

自動停止。その後，高温停止状

態並行し，原子炉隔離時冷却系

(RCIC)，残留熱除去系(RHR)等に

より原子炉は低温停止状態に移

行可能。 

原子炉冷却材流量制御

系の誤動作 

再循環流量制御系の誤動作により再循環流

量が増加し，原子炉出力が上昇する。 

安全保護系 

(中性子束高スクラム)
同上 

負荷の喪失 蒸気加減弁の急速閉により発電機負荷遮断

が生じ，原子炉出力が上昇する。 

安全保護系 

(蒸気加減弁急速閉スクラム)
同上 

主蒸気隔離弁の誤閉止 主蒸気隔離弁が誤閉止し，原子炉出力が上

昇する。 

安全保護系 

(主蒸気隔離弁閉スクラム)
同上 

給水制御系の故障 給水制御系の誤動作により給水流量が急激

に増加し，炉心入口サブクーリングが増加

して原子炉出力が上昇する。 

安全保護系 

(主蒸気止め弁閉スクラム) 同上 

原子炉圧力制御系の故

障 

圧力制御系の誤動作により主蒸気流量が増

加し，原子炉圧力が減少する。 

安全保護系 

(主蒸気隔離弁閉スクラム)
同上 

給水流量の全喪失 給水ポンプのトリップにより全給水流量の

喪失が起こり，原子炉水位が低下する。 

安全保護系 

(原子炉水位低(レベル 3)スクラ

ム)

同上 

原子炉再循環流量の喪

失 

2 台の再循環ポンプがトリップすることに

より，炉心の冷却能力が低下する。 

安全保護系 

(原子炉水位低(レベル 3)スクラ

ム)

同上 
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中央制御室制御盤の火災を想定した場合の対応について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 6.2(5)項に示す中央制御室制御盤１面が火災に

より安全機能を喪失した場合にも，原子炉を安全停止することが可能である評価の結

果を示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

中央制御室制御盤１面が火災により安全機能を喪失した場合にも，原子炉を安全停

止することが可能である評価の結果を，次項以降に示す。
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3. 中央制御室の制御盤の配置

第 1 図に中央制御盤の配置を示す。
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4. 中央制御室の制御盤の火災による影響の想定

中央制御室には運転員が常駐していることから火災の早期感知・消火が可能である

ため，制御盤にて火災が発生した場合であっても，火災による影響は限定的である。

しかしながら，ここでは中央制御室の制御盤で発生する火災とその影響を以下のとお

り想定する。 

・保守的に当該制御盤に関連する機能は火災により全喪失する。

・隣接する制御盤とは金属の筐体により分離されていること，早期感知・消火が

可能であることから隣接盤へ延焼する可能性は低い。

・異区分が同居する制御盤については，制御盤内部の影響軽減対策を行うことか

ら同居する区分の機能が火災により同時に喪失する可能性は低いが，保守的に

全て機能喪失する。

・制御盤に接続のため入線されるケーブルは，ケーブル処理室からの電線管によ

り敷設されるものと，床下コンクリートピットからのケーブルがある。ケーブ

ル処理室では 1 時間の耐火材，かつ，火災感知器と自動消火設備が設置され，

コンクリートピットは 1 時間の耐火能力を有するコンクリートピット構造，か

つ火災感知器及びハロゲン化物自動消火設備を設置するため，延焼する可能性

は低い。 

第 2 図 中央制御盤へのケーブル配線 
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5. 中央制御室の制御盤の火災発生に対する評価結果

中央制御室の制御盤の火災により，制御盤 1 面の機能が全喪失した場合を想定した

評価について，結果を第 1 表に示す。 

例えば，中央制御盤において，安全区分毎に分離・独立している制御盤では，安全

区分Ⅰの制御盤の火災による機能喪失を想定しても，他の安全区分の制御盤と分離・

独立していることから，多重化された安全機能が同時に喪失することはない。よっ

て，原子炉の安全停止は達成可能である。 

一方，複数の安全区分の機器・ケーブル等が一つの盤内に設置されている制御盤に

ついては，複数の安全区分の安全機能が同時に喪失しないように異区分の機器は鋼板

や離隔距離による対策がされている。また，これらの制御盤については，運転員が常

駐し監視する場所に設置されており，高感度煙感知器の設置などにより，火災の早期

感知と運転員による早期消火が可能なことから，複数区分の監視機能が同時に喪失す

ることはない。よって，原子炉の安全停止は達成可能である。 

なお，万一複数の安全区分の機器・ケーブル等が設置されている制御盤の機能が全

て喪失しても，制御室外原子炉停止装置からの操作により，原子炉の安全停止が達成

可能である設計とする。 
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第 1 表 中央制御室の制御盤における火災影響で喪失する機能 

位

置 
盤番号 盤名称 

安全機能 (〇：機能有り) 

評価 
原子炉の緊

急停止機能

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能

炉心冷却機

能 

原子炉停止

後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

1 H13-P615A 制御棒位置指示系盤 A 

2 H13-P625 HPCS RELAY CAB ○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅲの高圧炉

心スプレイ系が機能喪失する

おそれがあるが，安全区分

Ⅰ，Ⅱの低圧炉心スプレイ

系，低圧注水系，自動減圧系

とは盤が独立し分離されてい

ることから，多重化，多様化

された安全機能が同時に喪失

することはない。よって，原

子炉の安全停止は達成可能で

ある。 

3 H13-P615B 制御棒位置指示系盤 B 

4 H13-P615C 制御棒位置指示系盤 C 

5 H13-P616 制御棒操作補助盤 

6 H13-P613 PROCESS INST CAB 

7 H13-P634A 再循環流量制御系制御盤 

8 H13-P634B 同上 

9 H13-P929 ATS ECCS DIV-Ⅲ CAB ○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅲの高圧炉

心スプレイ系が機能喪失する

おそれがあるが，安全区分

Ⅰ，Ⅱの低圧炉心スプレイ

系，低圧注水系，自動減圧系

とは盤が独立し分離されてい

ることから，多重化，多様化

された安全機能が同時に喪失

することはない。よって，原

子炉の安全停止は達成可能で

ある。 

10 H13-P617 PROCESS INST CAB 

11 H13-P634 PLR-FCV HPU CONT CAB 

12 H13-P612 FEEDWATER CAB (1)＆(2) 

13 H13-P609 
原子炉保護系“A”継電器

盤 
○ ○ ○ ○ ○ 

当該盤で火災を想定した場

合，原子炉スクラム，主蒸気

隔離弁閉等の論理回路の安全

区分Ⅰが喪失するおそれがあ

るが，フェイル・セーフ設計

であること，同機能を有する

安全区分Ⅱの盤とは独立し分

離されていることから，安全

機能が喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

14 H13-P610 スクラム試験盤

15 H13-P611 
原子炉保護系“B”継電器

盤 
○ ○ ○ ○ ○ 

当該盤で火災を想定した場

合，原子炉スクラム，主蒸気

隔離弁閉等の論理回路の安全

区分Ⅱが喪失するおそれがあ

るが，フェイル・セーフ設計

であること，同機能を有する

安全区分Ⅰの盤とは独立し分

離されていることから，安全

機能が喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

16 CP-35 DUST MONITOR CAB 

17 H13-P614 NSSS TEMP RECORDER CAB 

18 H13-P608 出力領域モニタ盤 ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，出力領域モニタの機

能が喪失するおそれがある

が，各安全区分は盤内にて独

立し分離されていることか
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位

置 
盤番号 盤名称 

安全機能 (〇：機能有り) 

評価 
原子炉の緊

急停止機能

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能

炉心冷却機

能 

原子炉停止

後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

19 H13-P636 RADIATON MON “B”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰ又は安全

区分Ⅱの起動領域モニタ，原

子炉建屋排気放射線モニタ等

の機能が喪失するおそれがあ

るが，安全区分Ⅰと安全区分

Ⅱは盤内にて独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。 

20 D21-P600 AREA RAD MONITOR CAB 

21 H13-P600 PROCESS RAD RECODER CAB 

22 H13-P604 PROCESS RAD MONITOR CAB

23 H13-P607 TIP 制御盤 

24 H13-P619 ジェトポンプ計装盤 

25 H13-P635 RADIATON MON “A”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰ又は安全

区分Ⅱの起動領域モニタ，原

子炉建屋排気放射線モニタ等

の機能が喪失するおそれがあ

るが，安全区分Ⅰと安全区分

Ⅱは盤内にて独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。 

26 H13-P601 
REACTOR CORE COOLING SYS.

B･B 
○ ○ ○ ○ 

複数の安全区分の機器・ケー

ブル等が一つの盤内に設置さ

れているが，運転員の目の前

に設置されていること，高感

度煙感知器を設置する設計と

しており，火災の早期感知と

運転員による早期消火が可能

なことから，複数安全区分の

機能が同時に喪失することは

ない。よって，原子炉の安全停

止は達成可能である。 

27 H13-P602 CUW & PLR CONTROL B･B 

28 H13-P603 REACTOR CONTROL B･B ○ ○ 

複数の安全区分の機器・ケー

ブル等が一つの盤内に設置さ

れているが，運転員の目の前

に設置されていること，高感

度煙感知器を設置する設計と

しており，火災の早期感知と

運転員による早期消火が可能

なことから，複数安全区分の

機能が同時に喪失することは

ない。よって，原子炉の安全停

止は達成可能である。 

29 CP-3 タービン補機制御盤

30 CP-2 タービン・発電機制御盤

31 CP-1 所内電源制御盤 ○ ○ ○ ○ 

複数の安全区分の機器・ケー

ブル等が一つの盤内に設置さ

れているが，運転員の目の前

に設置されていること，高感

度煙感知器を設置する設計と

しており，火災の早期感知と

運転員による早期消火が可能

なことから，複数区分の機能

が同時に喪失することはな

い。よって，原子炉の安全停止

は達成可能である。 

32 NR91-P052 廃棄物処理設備監視盤 
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位

置 
盤番号 盤名称 

安全機能 (〇：機能有り) 

評価 
原子炉の緊

急停止機能

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能

炉心冷却機

能 

原子炉停止

後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

33 CP-50 現場設備監視盤

34 CP-37 火災受信盤

35 CP-33 環境監視盤

36 CP-30 送・受電系統制御盤

37 CP-9 AUX RELAY CAB 

38 CP-8 T-G RECODER CAB

39 CP-7 T-G TEST ＆ CEECK CAB

40 CP-10A 
GENETOR＆MAIN TRANSF 

PROTECTION RELAY CAB 

41 CP-10B 
GENETOR＆UNIT AUX TRANSF 

PROTECTION RELAY CAB 

42 CP-10C 
STANDBY TRANSF 

PROTECTION RELAY CAB 

43 CP-11 タービン補機盤

44 CP-4 タービン補機盤

45 CP-25 スチームシール系制御盤

46 CP-39 タービン振動監視盤

47 CP-21 タービン監視補助盤

48 CP-20F EHC 制御盤(ｲﾝﾀｰﾛｯｸ) 

49 CP-20E EHC 制御盤(共通Ⅱ) 

50 CP-20D EHC 制御盤(共通Ⅰ) 

51 CP-20C EHC 制御盤(システムⅢ) 

52 CP-20B EHC 制御盤(システムⅡ) 

53 CP-20A EHC 制御盤(システムⅠ) 

54 CP-31 OFF-GAS CONTROL CAB 

55 CP-5 
VENT&DRY WELL INERTING 

CAB 
○ ○ ○ 

複数の安全区分の機器・ケー

ブル等が一つの盤内に設置さ

れているが，運転員の目の前

に設置されていること，高感

度煙感知器を設置する設計と

しており，火災の早期感知と

運転員による早期消火が可能

なことから，複数安全区分の

機能が同時に喪失することは

ない。よって，原子炉の安全

停止は達成可能である。 

56 H13-P926 ATS ECCS DIV-Ⅱ CAB ○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの低圧注

水系，自動減圧系が機能喪失

するおそれがあるが，安全区

分Ⅰの低圧炉心スプレイ系，

低圧注水系，自動減圧系の

盤，安全区分Ⅲの高圧炉心ス

プレイ系の盤とは独立し分離

されていることから，多重化

された安全機能が同時に喪失

することはない。よって，原

子炉の安全停止は達成可能で

ある。 

57 H13-P642 
LEAK DETECTION DIV-Ⅱ 

CAB 

58 H13-P618 
RHR“B”&“C”RELAY DIV-

Ⅱ CAB 
○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの残留熱

除去系が機能喪失するおそれ

があるが，安全区分Ⅰの残留

熱除去系の盤とは独立し分離

されていることから，多重化

された安全機能が同時に喪失

することはない。よって，原子

炉の安全停止は達成可能であ

る。 
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位

置 
盤番号 盤名称 

安全機能 (〇：機能有り) 

評価 
原子炉の緊

急停止機能

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能

炉心冷却機

能 

原子炉停止

後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

59 H13-P925 ATS ECCS DIV-Ⅰ CAB ○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの低圧炉

心スプレイ系，低圧注水系，自

動減圧系が機能喪失するおそ

れがあるが，安全区分Ⅱの低

圧注水系，自動減圧系の盤，安

全区分Ⅲの高圧炉心スプレイ

系の盤とは独立し分離されて

いることから，多重化された

安全機能が同時に喪失するこ

とはない。よって，原子炉の安

全停止は達成可能である。 

60 H13-P927 同 上 ○ ○ ○ 同上 

61 CP-34A RFP-T(A)制御盤 

62 CP-34B RFP-T(B)制御盤 

63 H13-P640 TRANSIEMNT TEST PANEL 

64 H13-P621 RCIC RELAY CAB ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの原子炉

隔離時冷却系が機能喪失する

おそれがあるが，安全区分Ⅱ

の残留熱除去系の盤とは独立

し分離されていることから，

多様化された安全機能が同時

に喪失することはない。よっ

て，原子炉の安全停止は達成

可能である。 

65 H13-P632 
LEAK DETECTION DIV-Ⅰ 

CAB 

66 H13-P629 
LPCS＆RHR“A”RELAY DIV-

ⅠCAB 
○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの低圧炉

心スプレイ系，低圧注水系が

機能喪失するおそれがある

が，安全区分Ⅱの低圧注水系

の盤，安全区分Ⅲの高圧炉心

スプレイ系の盤とは独立し分

離されていることから，多重

化された安全機能が同時に喪

失することはない。よって，

原子炉の安全停止は達成可能

である。

67 H13-P924 ATS RPS“D”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，原子炉スクラム機能

等の安全区分Ⅱのチャンネル

D が機能喪失するおそれがあ

るが，安全区分Ⅱのチャンネ

ル B の盤とは独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。

68 H13-P922 ATS RPS“B”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，原子炉スクラム機能

等の安全区分Ⅱのチャンネル

B が機能喪失するおそれがあ

るが，安全区分Ⅱのチャンネ

ル D の盤とは独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。

69 H13-P622 
INBOARD VALVE NS4 DIV-Ⅱ 

CAB 
○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの原子炉

格納容器隔離機能が喪失する

おそれがあるが，同機能を有

する安全区分Ⅰの盤とは独立

し分離されていることから，

多重化された安全機能が同時

に喪失することはない。よっ

て，原子炉の安全停止は達成

可能である。 

70 H13-P631 ADS “B”RELAY CAB ○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの自動減

圧系が機能喪失するおそれが
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位

置 
盤番号 盤名称 

安全機能 (〇：機能有り) 

評価 
原子炉の緊

急停止機能

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能

炉心冷却機

能 

原子炉停止

後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

あるが，同機能を有する安全

区分Ⅰの盤とは独立し分離さ

れていることから，多重化さ

れた安全機能が同時に喪失す

ることはない。よって，原子

炉の安全停止は達成可能であ

る。 

71 H13-P690 S/P TEMP MON”B”CAB 

72 CP-16 FCS”B”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの可燃性

ガス濃度制御系が機能喪失す

るおそれがあるが，同機能を

有する安全区分Ⅰの盤とは独

立し分離されていることか

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

73 H13-P639 CAMS”B”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの格納容

器雰囲気監視系が機能喪失す

るおそれがあるが，同機能を

有する安全区分Ⅰの盤とは独

立し分離されていることか

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

74 CP-14 MSIV-LCS”B”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの主蒸気

隔離弁漏えい抑制系が機能喪

失するおそれがあるが，同機

能を有する安全区分Ⅰの盤と

は独立し分離されていること

から，多重化された安全機能

が同時に喪失することはな

い。よって，原子炉の安全停

止は達成可能である。 

75 CP-6B SGTS&FRVS “B”CAB ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱの原子炉

建屋ガス処理系が機能喪失す

るおそれがあるが，同機能を

有する安全区分Ⅰの盤とは独

立し分離されていることか

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

76 CP-41 STATION AUX POWER CAB 

77 H13-P623 
OUTBOARD VALVE NS4 DIV-

Ⅰ CAB 
○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの原子炉

格納容器隔離機能が喪失する

おそれがあるが，同機能を有

する安全区分Ⅱの盤とは独立

し分離されていることから，

多重化された安全機能が同時

に喪失することはない。よっ

て，原子炉の安全停止は達成

可能である。 

78 H13-P628 ADS”A”RELAY CAB ○ ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの自動減

圧系が機能喪失するおそれが

あるが，同機能を有する安全

区分Ⅱの盤とは独立し分離さ

れていることから，多重化さ

れた安全機能が同時に喪失す

ることはない。よって，原子

炉の安全停止は達成可能であ

る。 

79 H13-P689 S/P TEMP MON“A”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰのサプレ

ッション・プール水温度監視

系が機能喪失するおそれがあ

るが，同機能を有する安全区

分Ⅱの盤とは独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する
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置 
盤番号 盤名称 

安全機能 (〇：機能有り) 

評価 
原子炉の緊

急停止機能

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能

炉心冷却機

能 

原子炉停止

後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。 

H13-P690 S/P TEMP MON“B”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅱのサプレ

ッション・プール水温度監視

系が機能喪失するおそれがあ

るが，同機能を有する安全区

分Ⅰの盤とは独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。 

80 CP-15 FCS”A”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの可燃性

ガス濃度制御系が機能喪失す

るおそれがあるが，同機能を

有する安全区分Ⅱの盤とは独

立し分離されていることか

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

81 H13-P638 CAMS”A”CAB ○

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの格納容

器雰囲気監視系が機能喪失す

るおそれがあるが，同機能を

有する安全区分Ⅱの盤とは独

立し分離されていることか

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

82 CP-13 MSIV-LCS”A”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの主蒸気

隔離弁漏えい抑制系が機能喪

失するおそれがあるが，同機

能を有する安全区分Ⅱの盤と

は独立し分離されていること

から，多重化された安全機能

が同時に喪失することはな

い。よって，原子炉の安全停

止は達成可能である。 

83 CP-6A SGTS&FRVS “A”CAB ○ ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，安全区分Ⅰの原子炉

建屋ガス処理系が機能喪失す

るおそれがあるが，同機能を

有する安全区分Ⅱの盤とは独

立し分離されていることか

ら，多重化された安全機能が

同時に喪失することはない。

よって，原子炉の安全停止は

達成可能である。 

84 H13-P921 ATS RPS“A”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，原子炉スクラム機能

等の安全区分Ⅰのチャンネル

A が機能喪失するおそれがあ

るが，安全区分Ⅰのチャンネ

ル C の盤とは独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。

85 H13-P923 ATS RPS“C”CAB ○ 

当該盤において火災を想定し

た場合，原子炉スクラム機能

等の安全区分Ⅰのチャンネル

C が機能喪失するおそれがあ

るが，安全区分Ⅰのチャンネ

ル A の盤とは独立し分離され

ていることから，多重化され

た安全機能が同時に喪失する

ことはない。よって，原子炉

の安全停止は達成可能であ

る。

86 CP-42B PSVR 盤(2) 
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後の除熱機

能 

安全上特に

重要な関連

機能 

87 CP-42A PSVR 盤(1) 

88 CP-32 開閉所保護盤

89 CP-36 保守用通信ジャック盤

90 CP-40 275KV 系統周波数記録盤 

91 CP-43 潮位記録計盤

92 H13-P660 ｽｸﾗﾑﾀｲﾐﾝｸﾞﾚｺｰﾀﾞ盤

93 X60-P001 
光ファイバー設備監視装置

制御盤 

94 
C98-P001-

1 
定検時燃料移動監視装置 

95 
C98-P001-

2 
定検時燃料移動監視装置 

96 － PLR ポンプ振動監視装置盤 
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別紙１ 

残留熱除去系の遮断器操作による運転操作 

1． 操作概要

中央制御盤のうち，主盤(H13－P601)火災時においては，盤内で系統分離されている

ため，多重化された別の系統で安全停止が可能である。しかしながら，火災で損傷し

た当該区分の系統の一例として，残留熱除去系ポンプ及び残留熱除去系海水系のポン

プは中央制御室では操作不能となるが，現場の遮断器の操作を実施することにより残

留熱除去機能を確保することが可能である。以下に現場遮断器の操作による残留熱除

去系統の起動手順を示す。 

【残留熱除去系の弁操作】 

残留熱除去系の系統構成に係る電動弁について，火災の影響がなく，制御回路が健

全な場合は電動で開閉操作を実施する。また，制御回路の損傷により電動操作ができ

ない場合は，現場ＭＣＣにて電動弁の電源を「切」としたうえで，電動弁を手動操作

により開閉し系統構成する。 



補-4-7-13 

【残留熱除去系ポンプ遮断器操作】 

操作場所：原子炉建屋付属棟 電気室(非常用高圧電源盤(M/C)) 

操作個数：３箇所(A 系統または B 系統) 

残留熱除去系ポンプ(A)または(B)，残留熱除去系海水ポンプ(A)(C)または(B)(D)

の M／C の制御電源を「切」とし，中央制御盤への制御回路を端子台で切離す。切離し

完了後，M/C の制御電源を「入」操作し遮断器の制御電源が充電されたことを遮断器

のランプで確認する。盤面の遮断器の操作スイッチにより遮断器を投入しポンプを起

動する。ポンプ停止時は遮断器の操作スイッチにより遮断器を開放し停止する。 

M／C 遮断器「投入」操作 M／C 遮断器「開放」操作 



補足説明資料 4－8 

原子炉格納容器内火災時の想定事象と対応について
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書 6.2(7)に示す原子炉格納容器内の系統分離対策

により，原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉の安全停止は可能である火災

影響評価の結果を示すために補足説明資料として添付するものである。 

2. 内容

原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉格納容器内の系統分離対策及び運転員

の操作により原子炉の安全停止は可能である評価の結果を，次項以降に示す。 
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3. はじめに

原子炉格納容器内の系統分離対策により，原子炉起動中の窒素置換(格納容器内酸素

濃度＜4vol％)が完了していない期間において，原子炉格納容器内の火災を想定しても，

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持することが可能であることを確認する。 

4. 原子炉格納容器内火災による影響の想定

原子炉起動中の原子炉格納容器内の火災による影響を以下のとおり想定する。

(1) 火災発生は，原子炉起動中において窒素置換されていない期間である「制御棒引

抜き」から「原子炉格納容器内点検完了」(以下「起動～原子炉格納容器内点検完

了」という。)及び「点検完了後」から「窒素置換完了」(以下「原子炉格納容器

内点検終了～窒素置換完了」という。)までの期間に発生すると想定する。

(2) 火災源は，油内包機器である原子炉再循環系流量制御弁，原子炉再循環ポンプ用

電動機，主蒸気内側隔離弁のうち，火災により主蒸気系統の閉止が想定される主

蒸気内側隔離弁として，4 台のうち，いずれかの弁の単一火災を想定する。

(3) 油内包機器である，原子炉再循環系流量制御弁，原子炉再循環ポンプ用電動機に

ついては，原子炉起動中も含め使用していない時は電源を遮断する。

(4) 原子炉格納容器内に設置している逃がし安全弁などの主要な材料は金属製である

こと，及び原子炉格納容器内に敷設しているケーブルは，実証試験により自己消

火性，延焼性を確認した難燃ケーブルを使用していることから，火災が進展する

可能性は小さい。ただし，保守的に火災の進展は時間の経過とともに，徐々に原

子炉格納容器内全域におよぶものとする。

(5) 空気作動弁は，電磁弁に接続される制御ケーブルが火災により断線し，フェイル

動作するものとする。

(6) 電動弁は，火災の影響により接続するケーブルが断線し，作動させることができ

ないが，火災発生時の開度を維持するものとする。

(7) 原子炉格納容器内の監視計器は，「同一パラメータを監視する複数の計器が配置上

分離されて配置されていること」，及び「火災が時間経過とともに進展すること」

を考慮し，火災発生直後は，全監視計器が同時に機能喪失するとは想定しないが，

火災の進展に伴い監視計器が全て機能喪失するものとする。
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5. 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持について

原子炉格納容器内においては，火災防護対象機器が金属製の筐体で構成され，火災防

護対象ケーブルは，核計装ケーブルを除き，電線管に敷設し，電線管端部はシール材を

施工することで延焼防止する設計としており，核計装ケーブルについては，位置的分散

を図る設計としている。 

また，火災の感知及び消火と合わせて，火災防護審査基準と同等の系統分離対策が図

られている。 

その上で，原子炉起動中において原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成し，維持することが可能であることを示す。 

5.1 起動～原子炉格納容器内点検完了 

(1) 高温停止の達成

原子炉起動中において窒素置換されていない期間である「起動～原子炉格納容

器内点検完了」までの期間における高温停止の達成については，原子炉停止系(制

御棒及び制御棒駆動系(スクラム機能))による緊急停止操作が要求される。この

うち，制御棒駆動機構は金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災

による機能喪失は考えにくく，火災によって原子炉の緊急停止機能に影響がおよ

ぶおそれはない。 

また，スクラム機能が要求される制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットのうち，

当該ユニットのアキュームレータ，窒素容器，スクラム弁・スクラムパイロット

弁は，原子炉格納容器内とは別の火災区域に設置されているため火災の影響はな

い。さらに，当該ユニットの原子炉格納容器内の配管は金属等の不燃性材料で構

成する機械品であり，火災による機能喪失は考えにくいことから，原子炉の高温

停止を達成することは可能である。(第 1 図) 

(2) 低温停止の達成，維持

原子炉の低温停止の達成，維持については，原子炉停止後の除熱機能に該当す

る系統として，残留熱除去系(原子炉停止時冷却系)(第 2 図)，高圧炉心スプレイ

系(第 3 図)，原子炉隔離時冷却系(第 4 図)，逃がし安全弁(手動逃がし機能)，自

動減圧系(手動逃がし機能)(第 5 図)が必要となる。これらの系統のうち，ポンプ

については，電源ケーブルを含め原子炉格納容器内とは別の火災区域に設置され

ているため，火災の影響はないが，原子炉格納容器内に設置されている電動弁，

電磁弁等については，電源ケーブル，制御ケーブルが火災により機能喪失すると，

電動弁，電磁弁等も動的機能喪失することとなる。 

起動～原子炉格納容器内点検完了までの間は，原子炉格納容器内には窒素が封

入されていないことから，アナログ式の煙感知器及びアナログ式の熱感知器によ
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り火災発生を確認した時点で原子炉の停止操作(出力降下)を行うとともに，初期

消火要員が現場に急行(15 分以内)し，原子炉格納容器内への進入可否(未臨界状

態)を確認した後に，所員用エアロックを開放(15 分以内)し，原子炉格納容器内

に入り消火活動を行うことが可能である。 

したがって，火災の影響により原子炉格納容器内の電動弁及び電磁弁が動的機

能喪失し，中央制御室からの遠隔操作に期待できない場合でも，消火活動後には

原子炉格納容器内に設置された残留熱除去系停止時冷却内側隔離弁(E12-MO-

F009：通常閉)にアクセスし，運転員による手動開操作を行うことが可能である

ことから，残留熱除去系(原子炉停止時冷却系)による原子炉の低温停止の達成，

維持は可能である。 

5.2 原子炉格納容器内点検終了～窒素置換完了 

(1) 高温停止の達成

原子炉起動中から窒素置換を行っている期間(原子炉格納容器内の酸素濃度＜

4vol％まで)である「原子炉格納容器内点検終了～窒素置換完了」における高温

停止の達成については，原子炉停止系(制御棒及び制御棒駆動系(スクラム機能))

による緊急停止操作が要求される。 

5.1(1)に示すとおり，制御棒駆動機構及び制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット

は，火災によって影響がおよぶおそれはないことから原子炉の高温停止を達成す

ることは可能である。 

(2) 低温停止の達成，維持

原子炉の低温停止の達成，維持については，原子炉停止後の除熱機能に該当す

る系統として，残留熱除去系(原子炉停止時冷却系)(第 2 図)，高圧炉心スプレイ

系(第 3 図)，原子炉隔離時冷却系(第 4 図)，逃がし安全弁(手動逃がし機能)，自

動減圧系(手動逃がし機能)(第 5 図)が必要となる。これらの系統のうち，ポンプ

については，電源ケーブルを含め原子炉格納容器内とは別の火災区域に設置され

ているため，火災の影響はないが，原子炉格納容器内に設置されている電動弁，

電磁弁等については，電源ケーブル，制御ケーブルが火災により機能喪失すると，

電動弁，電磁弁等も動的機能喪失することとなる。 

原子炉の起動工程において，原子炉格納容器内点検完了後から窒素封入開始前

までの間で，原子炉格納容器内の火災感知器が作動した場合には，原子炉起動操

作を中止し，停止(出力降下)操作を行い，原子炉出力が SRNM ﾚﾝｼﾞ 3 以下を確認

した後に所員用エアロックより進入し，現場確認及び消火活動を行う。また，消

火栓使用を考慮し固定ギャグ(外扉，内扉)を取り外し，開閉可能な状態とする。 

窒素封入開始から窒素置換完了までの間で，火災発生のおそれがない酸素濃度
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約 10vol％までの封入時間は約 3 時間であり，封入と排出時間はほぼ同じである

ことから，封入開始後，約 1.5 時間を目安に原子炉格納容器内の火災感知器が作

動した場合，火災による延焼防止の観点から封入停止を判断する。なお，窒素封

入作業継続により，消火することも可能である。 

原子炉格納容器内の消火活動については，上記を踏まえた窒素排出作業後に格

納容器の開放及び内部での消火活動を行うこととなる。 

原子炉の低温停止の達成，維持は，5.1(2)に示すとおり，運転員による手動開

操作を行うことで可能である。 

6. 内部火災影響評価

火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の

量等を基に想定される原子炉格納容器内の火災による影響を考慮しても，多重化された

それぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持できることを「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 10 月）（以

下，「評価ガイド」という。）に基づき確認する。 

(1) 特性表の作成

原子炉格納容器内に設置される機器等の情報を特性表に示す。

（添付資料 1） 

(2) 火災の伝播評価

原子炉格納容器に火災を想定した場合の隣接火災区域への影響を評価した結

果，隣接火災区域への火災伝播の可能性がないことを確認した。 

（添付資料 1 特性表Ⅲ） 

(3) 火災影響評価

火災影響評価においては，評価ガイドに示される火災力学ツール FDTs(Fire

Dynamics Tools)により油内包機器となる火災源の火炎の高さ，輻射，プルーム

の範囲内に火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが存在しないことを確

認した。このため，原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持するために必要な方策が少なくとも一つ確保される。 

（添付資料 2） 

7. まとめ

5.及び6．に示すとおり，原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉格納容器内

の系統分離対策及び運転員の操作により原子炉の高温停止及び低温停止を達成し維持

することが可能である。 
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第 1 図 ほう酸水注入系及び制御棒による系の概要 
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第 2 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）
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第 3 図 高圧炉心スプレイ系
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第 4 図 原子炉隔離時冷却系
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第 5 図 逃がし安全弁(手動逃がし機能)，自動減圧系(手動逃がし機能)
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(自動減圧系) 
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添付資料１ 

原子炉格納容器 特性表 
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火災区域特性表Ⅰ
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火災区域特性表Ⅱ
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火災区域特性表Ⅲ
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火災区域特性表Ⅳ
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火災区域特性表Ⅴ
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ケーブルリスト（特性表Ⅴの添付） 
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添付資料2 

原子炉格納容器 火災影響評価 
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1. 火災影響評価

原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な方策が少なくとも一つ確保されることを以下のとおり確認し

た。 

(1) FDTs による評価

a. FDTs による評価結果

FDTs により，原子炉格納容器内の火災源である原子炉再循環系流量制御弁，原

子炉再循環ポンプ用電動機，主蒸気内側隔離弁に火災を想定した場合の火炎の高

さ，プルーム高さ，輻射，高温ガスを算出した。火災源の配置を第 1 図，算出結

果を第 1 表に示す。 

第 1 図 原子炉格納容器内における火災源の配置 
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第 1 表 原子炉格納容器の火災源ごとの FDTs 算出結果 

火災源の条件 FDTs 算出結果 

火災源 
火災源の

油保有量

堰等の

保有量

[ ] 

開口 

面積 

[m２] ※1

火炎の

高さ Hf 

[m] 

プルーム高さ

Hp [m]※2 

輻射 

R [m]※3 

高温 

ガス 

[℃]※4

原子炉再循

環系流量制

御弁(A)(B) 

450 

 ／台 

450 

以上 
0.1 

原子炉再循

環ポンプ用

電動機

(A)(B) 

620 

 ／台 

620 

以上 
0.1 

主蒸気内側

隔離弁 

(A)～(D) 

9 

 ／台 

9 

以上 
0.1 

※1：火災源は油内包機器であることから，火災発生防止対策として堰等を設置する設

計としており，堰等の上に蓋を設置し，開口面積を 0.1 m２以内とする（第 2

図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2：熱可塑性ケーブルが損傷する温度 205 ℃に達する高さを示す。 

※3：熱可塑性ケーブルが損傷する輻射 6 kW/m２に達する半径を示す。 

※4：原子炉格納容器内の最上部を示す。 

 

b. 火災防護対象機器への影響 

前項で算出した火炎，プルーム，輻射，高温ガスの影響範囲（第 3 図）に火災

防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが設置されていないことを確認した。 

原子炉再循環系流量制御弁，原子炉再循環ポンプ用電動機，主蒸気内側隔離弁

の上部に火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが設置されていないことを

それぞれ第 4 図～第 6 図に示す。  

第 2 図 堰等の断面図 

蓋の設置 開口面積を 0.1 m
2
以内とする。 
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第 3 図 火災影響範囲のモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 図 原子炉再循環ポンプ用電動機 

第 5 図 原子炉再循環ポンプ用電動機      第 6 図 主蒸気内側隔離弁



 

補 4-8-22 

(2) 火災影響評価結果 

(1)の評価により原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要

な方策が少なくとも一つ確保されることを確認した。 

評価結果を第 1 表に示す。 
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第 1 表 原子炉格納容器内の火災影響評価 

○：火災影響なし（安全機能確保） 

火災 

区画

番号 

安全 

保護系 

原子炉 

停止系 

工学的 

安全 

施設等 

非常用 

所内 

電源系 

事故時 

監視計器 

残留熱

除去系

最終的

な熱の

逃し場 

補助設備 

評価結果 

高温

停止

低温

停止
確認事項 



5. 非難燃ケーブル対応に係るもの 



 

 

補足説明資料 5－1 

防火シートの基本性能について
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 1.4 項に示す防火シートの性

能を確認し 

た試験結果の詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

防火シートの性能を確認した試験結果の詳細を，次頁以降に示す。
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防火シートの性能について 

 

防火シートには，建築基準法で定められた不燃材であること，防火設備に

求められる遮炎性及び使用環境に対応した耐久性を有するシートを採用する。

また，火災防護に関する説明書別添 1 1.3 項にて定める設計により，加振

試験を実施してもケーブルは露出しない被覆性を有している。 

これらの性能を確認した試験結果を以下に示す。 

 

1. 発熱性 

1.1 目的 

防火シートにより火炎を抑制し，かつ複合体内部ケーブルの燃焼を助長

させないため，防火シートが不燃材料としての性能を有していることを確

認する。 

 

1.2 供試体 

防火シート 

 

1.3 試験方法，判定基準 

建築基準法に基づき指定性能評価機関が定めた試験である発熱性試験

（一般財団法人 日本建築総合試験所，防耐火性能試験・評価業務方法書

8A-103-01）を実施する。試験の概要を第 1 表に示す。  



 

補-5-1-3 

第 1 表 発熱性試験の概要 

試験装置概要

 

試験内容 

・輻射電気ヒーターから供試体の表面に 50kW/m２の輻射熱

を 20 分間照射する。 

・供試体表面に輻射熱を照射すると同時に点火プラグにて

電気スパークを作動させる。 

試験回数 ３回 

判定基準 

・加熱開始後 20 分間の総発熱量が 8MJ/m２ 以下であるこ

と。 

・加熱開始後 20 分間，防火上有害な裏面まで貫通するき裂

及び穴がないこと。 

・加熱開始後 20 分間，最高発熱速度が，10 秒以上継続して

200kW/m２を超えないこと。 
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1.4 試験結果 

防火シートが不燃材料としての性能を有していることを確認した。試験

結果を第 2 表にまとめる。また，試験結果の詳細を第 3 表に示す。 

 

第 2 表 発熱性試験結果 

No 
総発熱量

（MJ/m２）

防火上有害

となる変形

最高 

発熱速度

（kW/m２）

200kW/m２超過 

継続時間(s) 

判定 

結果 

1 1.99 無  92.95 0 良  

2 1.81 無  83.63 0 良  

3 1.70 無  88.18 0 良  
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第 3 表 発熱性試験結果詳細（1/3）  

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・ eco）  

試験条件 

輻射量：50.0kW/m２  

排気ガス流量：0.024m３ /sec 

サンプル距離：25mm 

No 試験前 試験後 
判定 

結果 

1 
  

良  

総発熱量(MJ/m２ ) 1.99 

防火上有害となる変形 無 

最高発熱速度(kW/m２ ) 92.95 

200kW/m２超過継続時間(s) 0 

  

規格  
輻射量：50.0kW/m２  

排気ガス流量：0.024±0.002m３ /sec

サンプル距離：25±1mm  
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第 3 表 発熱性試験結果詳細（2/3）  

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・ eco）  

試験条件 

輻射量：50.0kW/m２  

排気ガス流量：0.024m３ /sec 

サンプル距離：25mm 

No 試験前 試験後 
判定 

結果 

2 
  

良  

総発熱量(MJ/m２ ) 1.81 

防火上有害となる変形 無 

最高発熱速度(kW/m２ ) 83.63 

200kW/m２超過継続時間(s) 0 

  

規格  
輻射量：50.0kW/m２  

排気ガス流量：0.024±0.002m３ /sec

サンプル距離：25±1mm  
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第 3 表 発熱性試験結果詳細（3/3）  

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・ eco）  

試験条件 

輻射量：50.0kW/m２  

排気ガス流量：0.024m３ /sec 

サンプル距離：25mm 

No 試験前 試験後 
判定 

結果 

3 
  

良  

総発熱量(MJ/m２ ) 1.70 

防火上有害となる変形 無 

最高発熱速度(kW/m２ ) 88.18 

200kW/m２超過継続時間(s) 0 

  

規格  
輻射量：50.0kW/m２  

排気ガス流量：0.024±0.002m３ /sec

サンプル距離：25±1mm  
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2. 遮炎性能試験 

2.1 目的 

防火シートにより火炎を抑制するため，防火シートが外部からの火炎を

遮る性能を有していることを確認する。 

 

2.2 供試体 

防火シート 

 

2.3 試験方法，判定基準 

建築基準法に基づき指定性能評価機関が定めた遮炎・準遮炎性能試験（一

般財団法人 日本建築総合試験所，防耐火性能試験・評価業務方法書 8A-

103-01）を実施する。試験の概要を第 4 表に示す。 

 

第 4 表 遮炎性能試験の概要 

試験装置概要

試験内容 
・加熱炉に供試体を設置する。 

・ISO834 加熱曲線となるように 20 分間加熱する。 

試験回数 ２回 

判定基準 

・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと。 

・非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎がないこと。 

・非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出がないこ

と。 

  

【 ISO834 加熱曲線】  
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2.4 試験結果 

防火シートが火炎を遮る性能を有していることを確認した。試験結果を

第 5 表にまとめる。また，試験結果の詳細を第 6 表に示す。 

 

第 5 表 遮炎性能試験結果 

No 

火炎が通る 

き裂等の損傷 

及び隙間 

非加熱面で 

10 秒を超えて 

継続する発炎 

非加熱側へ 

10 秒を超えて連続 

する火炎の噴出 

判定 

結果 

1 無  無 無 良 

2 無  無 無 良 
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第 6 表 遮炎性能試験結果詳細(1/2) 

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・ eco）  

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱 

No 
加熱面 判定

結果試験前 試験後 

1 

  

良  

加熱時間 

5 10 15 

 

火炎が通るき裂等の損傷及び隙間 無 

非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎 無 

非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出 無 
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第 6 表 遮炎性能試験結果詳細(2/2) 

供試体：防火シート（プロテコ シート-P2・ eco）  

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱 

No 
加熱面 判定

結果試験前 試験後 

2 

  

良  

加熱時間 

5 10 15 

火炎が通るき裂等の損傷及び隙間 無 

非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎 無 

非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出 無 
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3. 耐久性試験 

3.1 目的 

複合体に対して火炎を抑制するために防火シートで火炎を遮ることか

ら，使用環境で想定される条件において防火シートの遮炎性能に影響がな

いことを，防火シート外観の割れ，膨れ，変色のないことで確認する。 

 

3.2 供試体 

防火シート 

 

3.3 熱・放射線劣化試験 

3.3.1 試験方法，判定基準 

本試験は，電気学会技術報告(Ⅱ部)第 139 号「原子力発電所電線・ケ

ーブルの環境試験方法ならびに耐延焼性試験方法に関する推奨(案)」に

準拠し，供試体に 40 年相当の熱及び放射線の劣化をさせ，外観確認に

て割れ，膨れ，変色がないことを確認する。また，劣化前後の酸素指数

※を比較し，劣化後の数値がシート初期値を上回っていることを確認す

る。試験条件を第 7 表に示す。 

※酸素指数は値が大きくなるほど燃焼を続けるために多くの酸素を必

要とすることをあらわすもので，燃えにくさを示す。 

 

【酸素指数測定試験】 

酸素指数測定試験は JIS K 7201 を準拠し，試料を酸素と窒素の気体

中で燃焼させ，燃焼を続けるのに必要な酸素量と窒素量を決定し酸素指

数を算出する。 

 

第 7 表 熱・放射線劣化試験条件 

供試体 想定年数

試験条件 

熱劣化 放射線劣化 

温度 

（℃） 
時間 

放射線量※  

（kGy）  

防火シート 40 年 121 168 500 

結束ベルト 40 年 121 168 500 

※:放射線線量率は，10kGy/h 以下とする。 
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3.3.2 試験結果 

防火シートは高温環境及び放射線暴露環境下においても，外観の割

れ，膨れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 8 表に示す。 

 

第 8 表 熱・放射線劣化試験結果 

想定年数 

試験結果 

外観変化 

(割れ，膨れ，変色) 
酸素指数 

シート ベルト シート ベルト 

初期 ― ― 40.4 63 

40 年  無 無 70 以上 45 

判定結果 良 良 良 良 

 

3.4 耐寒性試験 

3.4.1 試験方法，判定基準 

最寄の気象官署である水戸地方気象台（1897 年～2012 年）にて観測

された最低気温（-12.7℃）より保守的な条件を用いた「「JIS C 3605 

600V ポリエチレンケーブル」の耐寒の試験方法に準拠した試験を実施

し，外観に割れ，膨れ，変色のないことを確認する。 

 

3.4.2 試験結果 

防火シートは低温環境下においても，外観の割れ，膨れ，変色のない

ことを確認した。結果を第 9 表に示す。 

 

第 9 表 耐寒性試験結果 

 

試験結果 

防火シート 結束ベルト 

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ― 

劣化処理後 無 無 

判定結果 良 良 
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3.5 耐水性試験 

3.5.1 試験方法，判定基準 

消火設備による放水の最大持続時間（2h）より保守的な条件を用いた

「JIS K 5600-6-2 塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第

２節：耐液体性（水浸せき法）」に準拠した試験を実施し，外観に割

れ，膨れ，変色のないことを確認する。 

 

3.5.2 試験結果 

防火シートは水の付着を想定しても，外観の割れ，膨れ，変色のない

ことを確認した。試験結果を第 10 表に示す。 

 

第 10 表  耐水性試験結果 

 

試験結果 

防火シート 結束ベルト 

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ― 

劣化処理後 無 無 

判定結果 良 良 

 

3.6 耐薬品性試験 

3.6.1 試験方法，判定基準 

工事又は点検による塗料の付着を想定した条件を用いた「JIS K 

5600-6-1 塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－第１節：耐

液体性（一般的方法）」に準拠した試験を実施し，外観に割れ，膨れ，

変色のないことを確認する。 

 

＜浸漬条件＞ 

酸：5%塩酸水溶液 3 日間 

アルカリ：5%苛性ソーダ水溶液 3 日間 

 

3.6.2 試験結果 

防火シートは工事又は点検による塗料の付着を想定しても，外観の割

れ，膨れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 11 表に示す。 
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第 11 表  耐薬品性試験結果 

 

試験結果 

防火シート 結束ベルト 

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ― 

劣化 

処理後 

酸 無 無 

アルカリ 無 無 

判定結果 良 良 

 

3.7 耐油試験 

3.7.1 試験方法，判定基準 

工事又は点検による油の付着を想定した条件を用いた供試体を「JIS 

C 2320 電気絶縁油」の 1 種 2 号絶縁油（温度 70℃）に 48 時間浸漬し

た試験を実施し，外観に割れ，膨れ，変色のないことを確認する。 

 

3.7.2 試験結果 

防火シートは工事又は点検による油の付着を想定しても，外観の割

れ，膨れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 12 表に示す。 

 

第 12 表  耐 油 試 験 結 果  

 

試験結果 

防火シート 結束ベルト 

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ― 

劣化処理後 無 無 

判定結果 良 良 
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3.8 耐塩水試験 

3.8.1 試験方法，判定基準 

海に面した立地のため，海風による塩分の付着を想定した条件を用い

た「JIS K 5600-6-2 塗料一般試験方法－第６部：塗膜の化学的性質－

第２節：耐液体性（水浸せき法）」に基づき，3%塩化ナトリウム溶液に

96 時間浸漬した試験を実施し，外観に割れ，膨れ，変色のないことを

確認する。 

 

3.8.2 試験結果 

防火シートは海風による塩分の付着を想定しても，外観の割れ，膨

れ，変色のないことを確認した。試験結果を第 13 表に示す。 

 

第 13 表  耐塩水試験結果 

 

試験結果 

防火シート 結束ベルト 

外観変化(割れ，膨れ，変色) 

初期 ― ― 

劣化処理後 無 無 

判定結果 良 良 
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4. 加振試験 

4.1 目的 

想定する外力では,結束ベルトが外れないこと,ケーブルが露出しないこ

とを確認する。また，垂直トレイについてはファイアストッパが外れない

ことを確認する。 

 

4.2 供試体 

防火シート（プロテコ シート-P2・eco）  

 

4.3 試験方法及び判定基準 

加振により試験体へ外力を与える。試験の概要を第 14 表に示す。 

 

第 14 表  加振試験の概要 

試験体の例 

（垂直トレイ） 

試験内容 

・JIS C60068-2-6 及び JIS C60068-3-6， JEAG4601 に準

拠した加振試験を行う。なお，実機を模擬して保守的

な加速度にて試験を行う。 

試験条件 

・ケーブルサイズ：低圧電力ケーブル（設計最大量状

態） 

・トレイ設置方向：水平トレイ，垂直トレイ 

判定基準 

・結束ベルトが外れないこと。 

・ファイアストッパが外れないこと（垂直トレイ）。 

・ケーブルが外部に露出しないこと。 

  

ファイア

ストッパ

シート  
ケーブル  

ファイアストッパ
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4.4 試験結果 

試験結果を第 15 表にまとめる。また，試験の詳細を第 16 表に示す。 

 

第 15 表  加振試験結果 

トレイ設置方向 

試験結果 

結束ベルトの

外れ 

ファイアス

トッパの外れ 

ケーブル 

の露出 

水平トレイ 無 ― 無 

垂直トレイ 無 無 無 

判定結果 良 良 良 
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第 16 表  加振試験結果の詳細（1/2）  

供試体：複合体（低圧電力ケーブル設計最大量，水平トレイ）  

No 
複合体の状態 判定

結果試験前 試験後 

1 

 

 
 

 

 

良  

結束ベルト，防火シートの状態 

試験前 試験後 

 

 

 

 
 

結束ベルトの外れ 無 

ケーブルの露出 無 

ファイアストッパの脱落  
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第 16 表  加振試験結果の詳細（2/2）  

供試体：複合体（低圧電力ケーブル設計最大量，垂直トレイ）  

No 
複合体の状態 判定

結果試験前 試験後 

2 

 

 
 

 

 

良  

結束ベルト，防火シートの状態 

試験前 試験後 

 

 

 

 

  

 
 

結束ベルトの外れ 無 

ケーブルの露出 無 

ファイアストッパの脱落 無 

 

 



 

 

補足説明資料 5－2 

防火シート及び結束ベルトの標準施工方法 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 の 8.項に示す標準形状における

防火シート及び結束ベルトの施工要領を示すために，補足資料として添付す

るものである。 

 

2. 内容 

防火シート及び結束ベルトの標準施工方法の詳細を，次頁以降に示す。 
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防火シート及び結束ベルトの標準施工方法 

 

1. 適用 

本施工方法は，ケーブル及びケーブルトレイへの代替措置として使用する

防火シート及び結束ベルトについて適用する。 

 

2. 施工方法 

「防火シート（以下「シート」という。）及び結束ベルト（以下「ベルト」

という。）」のケーブル及びケーブルトレイ（以下「トレイ」という。）に

対する基本的な施工方法を以下に記す。 

 

・ケーブルに対してトレイごとシートを巻き付ける，又はケーブルに直にシ

ートを巻き付ける。シートは，ケーブル及びトレイ断面にできるだけ沿う

ように巻き付ける。 

・ケーブルが束（複数本）の場合は，ケーブル 1 本ずつ又は束ごとシートを

巻き付ける。 

・シートは 100mm 以上の重ね代を設けて巻き付け，シートの重ね代が十分で

あることを確認する。トレイごとシートを巻き付ける場合，シート重ね部

は原則として外側側面とし，この位置で施工確認をする。 

・隣り合うシートと 100mm 以上重ね代を設けて巻き付け，重ね代が十分であ

ることを確認する。なお，トレイごと巻き付ける場合，シートの重ね代の

施工確認は原則としてトレイ 4 辺のうちいずれか 2 辺とする。 

・ベルトは 300mm ピッチ以下で取り付けてシートを固定し，ピッチが適切で

あることを確認する。 

・シートの重ね部には原則として必ずベルトを取付ける。 

 

各種形状のトレイに対する代表施工例を第 1 表に，以降，標準施工方法を

示す。 
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第 1 表 防火シートの代表施工例(1/2) 

  

CASE 名 称 施工例 頁 

1 

直線トレイ巻き 

（直線トレイ＋トレイサ

ポートへ巻く方法） 

1－1

～ 

1－4

2 傾斜トレイ巻き 

2－1

～ 

2－2

3 Ｌ字トレイ巻き 

 

3－1

～ 

3－3

4 Ｔ字トレイ巻き 

 

4－1

～ 

4－2

水平トレイ 

垂直トレイ 

Ｔ字トレイ 

傾斜トレイ 

Ｌ字トレイ 

ファイアストッパ 
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第 1 表 防火シートの代表施工例(2/2) 

 
  

CASE 名 称 施工例 頁 

5 

電線管からトレイ入線部

への施工（シートに切欠

きを入れて巻く方法） 

5－1 

～ 

5－3 

6 
直巻き（ケーブル単体に

巻く方法） 

 

6－1 

～ 

6－2 

7 
ケーブルトレイエンド部

への施工 

7－1 

～ 

7－2 

トレイ 電線管 
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CASE 1 
直線トレイへのシートの巻き付け 

シートの基本的な施工方法です。CASE2 以降においても原則としてこれを基本としてくだ

さい。 

 

STEP 1  シートの加工 

 

① 右に示すように，シートをトレイに巻き付けた際に巻

き付け重ね代 A が 100mm 以上となるように，巻き付け

長さ L を採寸して算出してください。右断面図のトレ

イを囲う線が巻き付け長さ L で，以下のように算出で

きます。 

 

巻き付け長さ L(mm)＝トレイ高さ×2＋トレイ深さ×2

＋トレイ耳幅×2＋最上段布設ケーブル周長＋重ね代

100 

シートは幅 W1000mm を用いることを基本とします

が，現場状況に合わせて幅 Wを適宜調整してください。 

 

※ 巻き付け重ね代 A がトレイの耳部からトレイの側面

にかけて位置するようにシートの巻き始めの位置を

調整してください。 

② 出した寸法に合わせて，シートをハサミ等で切断して

ください。 

※ シートを対象物に沿わせて巻き付けた際，ケーブル・

電線等の凹凸でシートの巻き付け重ね代 A100mm 以上

が取れなくなる可能性があるため，通常は算出した寸

法＋100～200mm を巻き付け長さの目安としてくださ

い。ケーブル・電線等の凹凸が大きい又は多い場合は，

適宜長さ L を調整してください。 

 

 

 

STEP 2  

 

③ ケーブル・電線及びトレイに対して沿わせるようにシ

ートを巻き付けてください。 

④ 巻き付け重ね代 A が 100mm 以上であることを確認し

てください。(STEP1 図参照) 

⑤ 隣接する未処理部分のトレイに，隣り合うシートとの

連結重ね代Ｂを 100mm 以上設けつつシートを巻き付

けてください。④と同様に，巻き付け重ね代 Aが 100mm

以上であることを確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防火シート 

Ｗ

Ｌ

ＣＡＳＥ１－１

Ｂ(100mm 以上) 

Ａ (100mm 以上) 
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STEP 3 ベルトの巻き付け 

 

⑥ ③～⑤で巻き付けたシートにベルト（KT35:幅 W35mm）

を巻き付けてシートを固定してください。バックルが

巻き付け重ね代 A の位置でかつトレイ側面部分に位

置するように調整してください。 

⑦ ベルトは 300mm ピッチ以下で取り付けてください。 

※ 隣り合うシートとの連結重ね代部分には，必ずベルト

を巻き付けてシートを固定するようにしてください。 

※ ベルト施工の順番は，シート施工後又は施工途中のど

ちらの順番でも構いません。ベルトを使ってシートを

仮止めしておくと，続けて施工がしやすくなります。 

注) ベルトの上からシートを巻き付けてはいけません。 

 

 

 

 

STEP 4 

 

・ 右のように，ケーブル・電線に凹凸がある場合は，沿

わせながらシートを巻き付けてください。 

 

※ ケーブル・電線等の凹凸に沿うようにシートを沿わせ

て巻き付けた場合，シートの巻き付け代 A100mm 以上

が取れなくなる可能性があるため，シートの長さ L の

算出にご注意ください。 

 

 

 

 

STEP 5 

 

・垂直トレイ部等へのファイアストッパの設置は，ファ

イアストッパの施工方法を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300mm ピッチ以下

ファイアストッパ 

ＣＡＳＥ１－２
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サポート部への巻き付け方の加工 

 

【上側シートの加工】 

① 右に示すように，C の長さが 50mm 程度になるように

シートの長さ L を採寸して算出し，ハサミ等で切断

してください。サポート部はシート幅 W500mm を用い

ることを基本としますが，現場状況に合わせて幅 W を

適宜調整してください。 

 

【下側シートの加工】 

② 右に示すように，D の長さが 50mm 程度になるように

シートの長さ L を採寸して算出し，ハサミ等で切断

してください。 

 

【上側・下側シートの巻き付け】 

③ 右に示すように，トレイの上面を①で切断した上側シ

ートで覆ってください。続けてトレイとサポートの

下面を②で切断したシートで覆ってください。 

※ シートがたるんでサポートとシートの間に大きな隙

が発生することの無いようにご注意ください。 

 

④ サポートに沿わせて，④の上側シートに C の長さで切

り込みを入れてください。また，トレイに沿わせて④

の下側シートに切り込みを入れてください。 

 

※ シートを切り込み過ぎると隙間ができるため，現物に

シートを合わせながら切り込みを入れてください。 

 

⑤ E 部のシートで，トレイから突き出たサポート部とサ

ポート上面のシートを包み込んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C(4 ヵ所) 

Ｌ

D(4 ヵ所) 

Ｌ

上側ケース 

下側ケース Ｅ

ＣＡＳＥ１－３



補-5-2-8 

 

【直線部へのシートの加工と巻き付け】 

 

⑥ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートをハ

サミ等で切断してください。シート幅 W1000mm を用

いることを基本としますが，現場状況に合わせて幅 W

を適宜調整してください。 

 

⑦ サポート部のシートとの連結重ね代を 1000mm 以上設

けつつ，サポート部のすぐ脇から直線部へシートを

巻き付けてください。また，巻き付け重ね代が 100mm

以上であることを確認してください。 

 

⑧ サポート部を覆うシートにベルト(KT35:幅 W35mm 又

は KT19:幅 W19mm)を巻き付けてシートを固定してく

ださい。 

 

⑨ トレイを覆うシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き

付けてシートを固定してください。 

 

⑩ サポート下部が突起上になっている場合は，リングを

使ってシートをベルトで固定してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300mm 以下

リング

ＣＡＳＥ１－４
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CASE 2 
傾斜トレイへのシートの巻き付け 

水平から屈折していて傾斜がついている部位等 

 

STEP 1  屈折部用のシート加工と巻き付け 

 

① シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートを

ハサミ等で切断してください。屈折部はシート幅

W300mm 又は 1000mm を用いることを基本とします

が，現場状況に合わせて幅 W を適宜調整してくださ

い。 

※ 屈折角が大きい場合，シート幅 W300mm だと，隣り合

う直線部へのシートとの連結重ね代 100mm が取れな

い可能性がありますので，ご注意ください。 

※ 屈折部は巻き付けの重ね代が取れなくなる恐れがあ

りますので，シートの長さを少し長めにするように

してください。 

 

② 屈折部へシートを巻き付け，巻き付け重ね代が 100mm

以上であることを確認してください。 

 

 

 

STEP 2  傾斜部へのシート加工と巻き付け 

 

③ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートをハ

サミ等で切断してください。シート幅 W1000mm を用

いることを基本としますが，現場状況に合わせて幅 W

を適宜調整してください。 

 

④ 隣り合う屈折部のシートとの連結重ね代を 100mm 以

上設けつつ，直線部へシートを巻き付けてください。

また，巻き付け重ね代が 100mm 以上であることを確

認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＡＳＥ２－１
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STEP 3 ベルトの巻き付け 

 

⑤ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き付

けてシートを固定してください。 

※ 屈折部のシートは浮きやすいので，屈折部のシートの

両端を必ずベルトで固定するようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＣＡＳＥ２－２
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CASE 3 
Ｌ字トレイへのシートの巻き付け 

水平方向に直角に屈折している部位等（シートを裏返すこと無く施工が可能） 

 

STEP 1  角部上面用のシート加工と巻き付け 

 

角部にトレイサポートがあるため，サポート部に対して

CASE2 の STEP1 及び STEP2 と同じ施工をします。 

 

① CASE2 の STEP1 の図に示すように，C の長さが 50mm 程

度になるようにシートの長さ L を採寸して算出し，ハ

サミ等で切断してください。サポート部はシート幅

W500mm を用いることを基本としますが，現場状況に

合わせて幅 W を適宜調整してください。 
 

角部・湾曲部のシート幅 W の目安 

トレイ幅 

〔mm〕 

角部シート幅 

〔mm〕 

湾曲部シート幅

〔mm〕 

300 500 500 

600 1000 500 

750 1000 1000 

 

② CASE2 の STEP1 の図に示すように，角部のトレイとサ

ポートの上面を①で切断したシートで覆ってくださ

い。 

※ 角部周囲にシワができますが，シワ部分をケーブル・

電線トレイの間やトレイの上フランジ部の下に折り

込むようにすると綺麗に仕上がります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＣＡＳＥ３－１
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STEP 2  角部下面用のシート加工と巻き付け，ベルトの巻き付け 

 

③ CASE2 の STEP2 の図に示すように，D の長さが 50mm 程

度になるようにシート長さ L を採寸して算出し，ハサ

ミ等で切断してください。角部はシート幅 W500mm を

用いることを基本としますが，現場状況に合わせて幅

W を適宜調整してください。 

 

④ CASE2 の STEP2 の図に示すように，トレイとサポート

の下面を③で切断したシートで覆ってください。 

※ シートがたるんでサポートとシートの間に大きな隙

間が発生することの無いようにご注意ください。 

 

⑤ トレイに沿うようにしてシートに切り込みを入れて

ください。 

※ シートを切り込み過ぎると隙間ができるため，できる

だけ現物にシートを合わせながら切り込みをいれて

ください。 

 

⑥ CASE2 の STEP1 の図の E 部のシートで，サポートとサ

ポート上面のシートを包み込みようにしてください。 

 

⑦ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm，又は

KT19:幅 W19mm)を巻き付けてシートを固定してくだ

さい。 

 

 

 

STEP 3  湾曲部のシート加工と巻き付け 

 

⑧ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートをハ

サミ等で切断してください。シート幅 W500mm を用い

ることを基本としますが，現場状況に合わせて適宜

シートを切断し，幅 W を調整してご使用ください。 

※ 湾曲部はシワの影響で巻き付けの重ね代が取れなく

なる恐れがありますので，少しシートを長めにする

等，ご注意ください。 

 

⑨ 隣り合う角部のシートとの連結重ね代を 100mm 以上

設けつつ，湾曲部へシートを巻き付けてください。ま

た，巻き付け重ね代が 100mm 以上であることを確認

してください。 

 

⑩ 未処理部分のトレイが直線になるまで必要に応じて

⑩，⑪を繰り返してください。 

※ トレイの外側でシートを折って裏返しにしても構い

ません。この方法だとシート施工の進行方向に巻き

付けやすくなります。 
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STEP 4  直線部のシート加工と巻き付け 

 

⑪ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートをハ

サミ等で切断してください。シート幅 W1000mm を用

いることを基本としますが，現場状況に合わせて幅 W

を適宜調整してください。 

 

⑫ 隣り合う湾曲部のシートとの連結重ね代を 100mm 以

上設けつつ，2 方向の直線部へシートを巻き付けてく

ださい。また，巻き付け重ね代が 100mm 以上であるこ

とを確認してください。 

 

 

 

 

STEP 5  ベルトの巻き付け 

 

⑬ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き付

けてシートを固定してください。角部や湾曲部では，

写真のようなリング(溶融亜鉛メッキ鋼又はステン

レス製，約φ100mm)をトレイの上面・下面の対象位置

に用い，それぞれ 3 方向にベルトを付けてシートを

固定してください。 

 

※ トレイの接線に対してベルトが直角になるように，ベ

ルト及びリングの位置を調整してください。直角に

なっていないとベルトがズレ易くなり，ベルト及び

シートにたるみが出る恐れがあります。 

 

※ ピッチが 300mm 以下になるように各ベルトの位置を

調整してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ ン
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CASE 4 
Ｔ字トレイへのシートの巻き付け 
水平 3 方向に直角に分岐している部位等 

 

STEP 1  分岐部用のシート加工と巻き付け 

 

① 右図に示すように分岐部の直線側面から直角に伸び

たトレイを上下で挟み込むように施工します。右図

のように，分岐部の直線側面から直角に伸びたトレ

イが直線になる位置までを覆うことができるように

シートの長さ L を採寸して算出し，ハサミ等で切断

してください。分岐部に用いるシート幅は下表を目

安とし，現場状況に合わせて幅 W を適宜調整してく

ださい。 

 
分岐部・湾曲部のシート幅 W の目安 

トレイ幅 

〔mm〕 

分岐部シート幅

〔mm〕 

湾曲部シート幅

〔mm〕 

300 500 500 

600 1000 500 

750 1000 1000 

 

② 右に示すように，当該部分を①で切断したシートでト

レイ上下を挟み込んでください。 

※ トレイ下側のシートをマグネット等で仮止めすると

施工しやすくなります。 

 

 

 

 

 

STEP 2  湾曲部用のシート加工と巻き付け 

 

③ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートを

ハサミ等で切断してください。湾曲部に用いるシー

ト幅は上表を目安とし，現場状況に合う幅 W を適宜

調整してご使用ください。 

※ 湾曲部は巻き付けの重ね代が取れなくなる恐れが

ありますので，少しシートを長めにする等，ご注意

ください。 

④ 隣り合う分岐部のシートとの連結重ね代を 100mm 以

上設けつつ平行になるようにし，湾曲部へシートを

巻き付けてください。また，巻き付け重ね代が 100mm

以上であることを確認してください。 
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STEP 3  直線部用のシート加工と巻き付け 

 

⑭ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートを

ハサミで切断してください。シート幅 W1000mm を用

いることを基本としますが，現場状況に合わせて幅

W を適宜調整してください。 

 

⑮ 隣り合う湾曲部のシートとの連結重ね代を 100mm 以

上設けつつ，3 方向の直線部へシートを巻き付けて

ください。また，巻き付け重ね代が 100mm 以上であ

ることを確認してください。 

 

 

 

 

STEP 4  ベルトの巻き付け 

 

⑯ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き付

けてシートを固定してください。分岐部や湾曲部で

は，写真のようなリング(溶融亜鉛メッキ鋼又はステ

ンレス製，約φ100mm)をトレイの上面・下面の対象位

置に用い，それぞれ 3 方向にベルトを付けてシート

を固定してください。 

※ トレイの接線に対してベルトが直角になるように，ベ

ルト及びリングの位置を調整してください。直角に

なっていないとベルトがズレ易くなり，ベルト及び

シートにたるみが出る恐れがあります。 

 

※ ピッチが 300mm 以下になるように各ベルトの位置を

調整してください。 
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CASE 5 
電線管付属トレイへのシートの巻き付け 
電線管からのケーブルが上からトレイに合流している部位等 

 

STEP 1  立ち上がっているケーブル・電線の処置方法(2) 

 

① トレイから立ち上がって電線管へ配線されているケ

ーブル・電線に対してシートを 100mm 以上の重ね代

が出来るよう巻き付けてください。巻き付けたシー

トにベルト(KT19:幅 W19mm)を巻き付けてシートを固

定してください。隣り合うシートとの連結重ね代は

100mm 以上設けてください。 

 

② シートを巻き付けたケーブル・電線は，トレイに載っ

ている部分が 100mm 以上になるようにしてください。 

 

③ 電線管口は，右のように電線管とケーブル・電線をま

とめてシートで巻き付け，ベルト(KT19:幅 W19mm)を

巻き付けてシートを固定してください。 

 

④ 電線管口の巻き付け重ね代及び電線管への連結重ね

代が 100mm 以上になるようにしてください。 
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STEP 2  合流部のシート加工との巻き付け 

 

⑤ 以下⑥⑦⑧で使用するシートは直線トレイと同様の

方法で，巻き付け長さを採寸して算出し，シートをハ

サミ等で切断してください。⑥⑦のシートは幅

W1000mm を用いることを基本とし，⑧のシートは幅

W500mm を用いることを基本としますが，現場状況に

合わせて適宜シートを切断し，幅 W を調整してご使

用ください。 

 

⑥ 電線管に向かうケーブル・電線の下に 100mm 以上差し

込むようにしてトレイにシートを巻き付けてくださ

い。また，巻き付け重ね代が 100mm 以上であることを

確認してください。 

 

⑦ 右のように⑥シートと反対の方向からシートを巻き

付けます。ケーブル・電線が当たる部分に 300mm 以上

の切り込みを入れて，そのシートの切れ目にケーブ

ル・電線が通るようにしてください。また，巻き付け

の重ね代が 100mm 以上であることを確認してくださ

い。 

※ シートを切り込み過ぎると隙間ができるため，できる

だけ現物にシートを合わせながら切り込みを入れて

ください。 

 

⑧ 右のように⑦シートと反対の方向から⑤と同様にシ

ートを巻き付けます。ケーブル・電線が当たる部分に

100mm 以上の切れ込みを入れてください。また，巻き

付け重ね代が 100mm 以上であることを確認してくだ

さい。 

 

 

 

 

STEP 3  直線部用のシート加工と巻き付け 

 

⑨ シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートを

ハサミ等で切断してください。シート幅 W1000mm を

用いることを基本としますが，現場状況に合わせて

幅 W を適宜調整してください。 

 

⑩ 隣り合う合流部のシートとの連結重ね代を 100mm 以

上設けつつ，直線部へシートを巻き付けてください。

また，巻き付け重ね代が 100mm 以上であることを確

認してください。 
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STEP 4  ベルトの巻き付け 

 

⑪ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き付

けてシートを固定してください。 

※ ピッチが 300mm 以下になるように各ベルトの位置を

調整してください。 

※ 隣り合うシート(シートの連結)との重ね代部分には，

必ずベルトを巻き付けてシートを固定するようにし

てください。 
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CASE 6 
ケーブル・電線への直巻き・束巻き 
ケーブル・電線を束にして直接シートを巻く方法 

 

STEP 1  シートの加工 

 

① トレイの外に出ていてトレイごとシートを巻き付け

ることのできないケーブル・電線に対して直接シート

を巻きます。このような場合は，100mm 以上の重ね代

を設けながら巻き付けることができるように，シート

の巻き付け長さを採寸して算出し，シートをハサミ等

で切断してください。 

 

 

 

 

 

STEP 2  シートの巻き付け 

 

② 隣り合うシートとの連結重ね代を 100mm 以上設けつ

つ，①のシートをケーブル・電線に巻き付けて下さい。

巻き付け重ね代は，100mm 以上になるようにして下さ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100mm 以上

100mm 以上
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STEP 3  ベルトの巻き付け 

 

③ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き付

けてシートを固定してください。 

※ ピッチが 300mm 以下になるように各ベルトの位置を

調整してください。 

※ 隣り合うシート(シートの連結)との重ね代部分には，

必ずベルトを巻き付けてシートを固定するようにし

てください。 

※ 標準品のベルトですと長さが長い場合がありますの

で，適切な長さに切断してご使用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300mm 以下

300mm 以下 
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CASE 7 
ケーブルトレイエンドへのシート巻き施工方法 

トレイ終結部に対してシートを巻く方法 

 

STEP 1  シートの加工 

① シートの巻き付け長さを採寸して算出し，シートを

ハサミ等で切断してください。角部は屈曲部と同

様にシート幅 W500mm を用いることを基本とします

が，現場状況に合わせて幅 W を適宜調整してくだ

さい。 

※ 屈折角が大きい場合，シート幅 W500mm だと，隣り

合う直線部へのシートとの連結重ね代 100mm が取

れない可能性がありますので，ご注意ください。 

※ 屈折部は巻き付けの重ね代が取れなくなる恐れがあ

りますので，シートの長さを少し長めにするよう

にしてください。 

 

 

 

 

STEP 2  角部のシート巻き付け 

角部は，CASE3 のＬ字トレイと同じ施工をします。 

② 各々の角部を架同様にシートを巻き付け，巻き付け

重ね代が 100mm 以上であることを確認してくださ

い。 

 

③ CASE２の STEP1～3 の図に示すように，角部のトレイ

上下面をシートで覆ってください。 

※ 角部周囲にシワができますが，シワ部分をケーブル・

電線とトレイの間やトレイの上フランジ部の下に

折り込むようにすると綺麗に仕上がります。 

※ トレイ下側のシートをマグネット等で仮止めすると

施工しやすくなります。 

 

 

 

 

STEP 3  トレイ終端部のシート巻き付け 

④ 隣り合うシートとの連結重ね代を 100mm 以上設けつ

つ，トレイ終端部よりトレイの上下面をシートで覆

ってください。 

※ トレイ下側のシートをマグネット等で仮止めすると

施工しやすくなります。 

※ シートがたるんでサポートとシートの間に大きな隙

間が発生することの無いようにご注意ください。 
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注意事項 

・シートを仮止めする際に用いたテープ・マグネット類は，施工後に取り除いてくださ

い。 

・シートをケーブル・電線，トレイ又はサポート等へ沿わせる際，ヘラ等の工具類を使

うと綺麗に仕上がりますが，シートに傷が付かないようにご注意ください。 

 

STEP 4  直線部のシート，及びベルトの巻き付け 

⑤ 隣り合う角部のシートとの連結重ね代を 100mm 以上

設けつつ，トレイ終端側から直線部をシートで覆っ

てください。 

 

⑥ 巻き付けたシートにベルト(KT35:幅 W35mm)を巻き

付けてシートを固定してください。 

※ ピッチが 300mm 以下になるように各ベルトの位置を

調整してください。 

※ 隣り合うシート(シートの連結)との重ね代部分に

は，必ずベルトを巻き付けてシートを固定するよう

にしてください。 

※ 標準品のベルトですと長さが長い場合がありますの

で，適切な長さに切断してご使用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300mm 以下
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ファイアストッパの施工方法 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 8.項に示す標準形状におけるフ

ァイアストッパの施工方法を示すために，補足資料として添付するものであ

る。 

 

2. 内容 

ファイアストッパの施工方法を，次頁以降に示す。 
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ファイアストッパの施工方法 

 

1. 適用 

本施工要領は，垂直トレイに対するファイアストッパ施工に適用する。 

 

2. 仕様 

「ファイアストッパ」の施工図，及び主要構成材料の寸法を以下に記す。

なお，第 1 図に垂直トレイ用ファイアストッパ概要図を記載する。 

 

 

第 1 図 垂直トレイ用ファイアストッパ概要図 

  

ファイアストッパ部品 

① シート押さえボルト 

② シート保持板 

③ トレイ固定機構 

④ 上フレーム 

⑤ 下フレーム（ベルト含む） 

⑥ 蝶ナット 

⑦ 耐火材 

【ファイアストッパ断面図（A-A）】 

使用材料 

・ナット，ボルト：SCM435 

・フレーム等：SS400 

表面：亜鉛メッキ処理 

【W600 トレイへの設置イメージ図】 

【ファイアストッパ正面図】 

シート 

ファイア
ストッパ

ケーブル



補-5-3-3 

3. 施工方法 

ファイアストッパの基本的な施工方法を以下に記す。 

(1) ファイアストッパの上フレームと下フレームでシートとトレイを挟

み，トレイ固定機構により固定する。 

(2) ケーブル側の防火シートは保持板から出る 3 本のボルトにより固定す

る。 

(3) ファイアストッパはシートの重ね部となる 900mm 以内で設置する。そ

の他の取付け間隔については施工責任者の指示する間隔で取付ける。 

(4) ファイアストッパはケーブルトレイの幅，ケーブル量に応じたサイズ

ものを使用する。 

STEP ファイアストッパの設置（垂直トレイ） 構成部品等 

1 シートの施工 

①  垂直トレイに防火シートを巻きクリッ

プ等で仮止めする。 

②  トレイ及びケーブルの形状に合わせて

シートを調整する。 

 

 

 

 

 

2 ファイアストッパの設置 

①  シート合わせ面にシート保持板を設置

する。 

②  シート保持板の上から上フレームを設

置する。この時トレイ固定機構，ナッ

ト類はフリー状態としておく。 

③  下フレームを上フレームと組合せナッ

トで固定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例：W600 トレイのファイ

アストッパ 

3 ファイアストッパのトレイへの固定 

①  トレイ固定機構のナットを回しトレイ

が挟まるのを確認する。 

②  ロックナットで固定する。 

注意：シートを傷つけないこと。  

ケーブル③下フレーム

②上フレーム① 保 持
板

②

①

③
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STEP ファイアストッパの設置（垂直トレイ） 構成部品等 

4 耐火材によるシートとケーブルの密着 

保持板とシートの間に圧縮させた状態の

耐火材を挟み，防火シートとケーブルに

隙間がないように設置する。 

  【耐火材設置(W300 トレイ)】 

耐火材：セラミックファ

イバー 

5 ケーブルとシートの密閉 

①  シート保持板から出る 3 本のシート押

さえボルトを回しシートとケーブルを

密着させる。 

・この時，トルクレンチの指示が出てき

たところで一旦止め，3 本のボルトナ

ットを均一に締める。 

・防火シートと耐火材の間に 0.1mm のス

キミゲージを差込み，ゲージが挿入で

きなくなるまで均一にボルトナットを

締める。 

②  ロックナットを回しシート保持板を固

定する。 

注意：シートを傷つけないこと。 

 

 

【写真はトレイ W300mm】  
 
 

 

耐火材 シート保持板 

‘①  

ト ル ク レ ン チ で 締 め

込み確認 

スキミゲージで確認 
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STEP ファイアストッパの設置（垂直トレイ） 構成部品等 

6 シートの合わせ面の約 900mm ごとにファ

イアストッパを設置する。 

【垂直トレイの断面図】

7 結束ベルトの取付け 

①  ファイアストッパの上流側に結束ベル

トを使ってシートを固定する。 

②  結束ベルトは 300mm ピッチで取付け

る。 

 

8 ステップ 1 から 6 を繰り返し，ファイア

ストッパを設置する。 

 

 

 

 

シート

ファイア

ストッパ

シート  
結束  

ベルト  
シート  
重ね代  
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耐火シールの性能について 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 1.4 項に示す耐火シールの性能

を確認した 

試験結果を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

耐火シールの性能を確認した試験結果を，次頁以降に示す。 
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耐火シールの性能について 

 

耐火シールは，建築基準法に基づく耐火試験により耐火性能が確認されたも

のを採用する。以下に試験方法を示す。 

 

1. 目的 

耐火シールが耐火性能を有していることを確認する。 

 

2. 供試体 

耐火シール材 

 

3. 試験方法及び判定基準 

国土交通省の指定認定機関の性能試験・評価業務方法書（建築基準法施行

令第 129 条の 2 の 5 による）に準じた試験方法及び判定基準による。試験の

概要を第 1 表に示す。 

  



補-5-4-3 

第 1 表 耐火性能の確認試験概要 

試験 

装置 

概要 

耐火試験装置の外壁へ耐火シールの供試体を貫通状態となるよう

に設置し，耐火試験装置内を３時間加熱する 

 

加熱 

温度 

建築基準法の耐火試験で用いられる ISO834 の加熱曲線により加熱

 

判定 

基準 

（１）外観確認 

 ①非加熱側へ 10 秒を超えて継続する火炎の噴出がないこと 

 ②非加熱側へ 10 秒を超えて継続する発炎がないこと 

 ③火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと 

（２）非加熱側温度測定 

 シール材表面温度上昇値が ISO834 で定める「平均 140K，最高

180K」を超えないこと 

  

電線管  
耐火シール材

非難燃ケーブル  

加熱炉  

【耐火試験装置】 
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4. 試験結果 

試験結果は，第 2 表のとおり。 

 

5. 評価 

耐火シールは耐火性能を有している。 

 

第 2 表 耐火性能の確認試験結果 

非加熱側

へ 10 秒を

超えて継

続する火

炎の噴出

がないこ

と 

非加熱側

へ 10 秒を

超えて継

続する発

炎がない

こと 

火炎が通る

き裂等の損

傷及び隙間

を生じない

こと 

外観 

確認 

非加熱側 

温度上昇

（℃） 

判定 

結果 

無 無 無 良 101 合格 
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発電所で使用する非難燃ケーブルの種類 



補-5-5-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 2.1 項にて抽出した実機を代表

するケーブルの抽出プロセスの詳細を示すために，補足資料として添付する

ものである。 

 

2. 内容 

発電所で使用する非難燃ケーブルの種類の詳細を，次頁以降に示す。 
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発電所で使用する非難燃ケーブルの種類 

1. 目的 

発電所で使用されている非難燃ケーブルを網羅的に抽出する。 

 

2. 抽出元となる資料 

東海第二発電所で使用されているケーブルは配線表(ケーブルリスト)とし

てケーブル種類(使用用途による回路種別)，ケーブルの型式（絶縁材とシー

スの組合せ），芯数及び導体サイズなどにまとめられ建設時から図書として

管理されている。 

 

3. 抽出対象 

安全機能を有するケーブルが敷設される原子炉建屋（附属棟）及び原子炉

建屋の非難燃ケーブルを抽出対象とする。 

 

4. 抽出手順 

配線表（ケーブルリスト）の型式から非難燃ケーブルを抽出し，回路種別

毎にケーブル構成材料，芯数，導体サイズなどを以下のフローにより整理す

る。(別紙１) 

 

  

配線表（ケーブルリスト） 

非難燃ケーブルの抽出  

回路種別毎に整理  
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別紙１ 

 

ケーブ

ル No. 

ケーブル敷設間 

接続元／接続先 

場

所

型

式

芯

数

導

体

長

さ
ケーブル敷設ルート 

 
第 1 図 配線表（ケーブルリスト）（例） 

  

高圧電源盤 2C～  
残留熱除去系ポンプ 2A 

制御用架橋ポリエチレン絶縁ビニル
シース(芯数 5，導体サイズ 3.5mm２ ) 

KGB ケーブル(難

高圧用架橋ポリエチレン絶縁ビニルシー
スケーブル(トリプレックス形導体サイズ
200mm２  

H13-P640 盤～電動弁 LS 中継箱 
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第 1 表 発電所で使用されている非難燃ケーブル種類 

 

 

 

回路 

種別 

構成材料 導線サイズ 

(mm２ ) 
芯数 

絶縁体 シース 

計装 
架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 1.25 2～27 

制御 
架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 

2 2～27 

3.5 2～12 

低圧 

電力 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 

5.5 3～4 

8 2～3 

14 2～3 

22 2～3 

38 2～3 

60 2～3 

100～325 2～3 

高圧 

電力 

架橋ポリ 

エチレン 
ビニル 100～325 2～3 
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発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 2.1 項にて抽出した非難ケーブ

ルの詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細を，次頁以降に示す。 
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発電所で使用する非難燃ケーブルの詳細 

 

1. ケーブルの構造 

非難燃ケーブルである架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブルを回路

種別ごとに構造を示す。 

(1) 計装ケーブル 

 
CCV-S 構造（例） 

 

第 1 表 使用している非難燃ケーブル 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

計装 
架橋ポリエチレン/

ビニル 
0.8 1.5 

2C－ 1.25 9.5 

3C－ 1.25 10.5 

4C－ 1.25 11.0 

7C－ 1.25 13.0 

8C－ 1.25 13.5 

12C－1.25 16.0 

14C－1.25 17.0 

19C－1.25 19.0 

24C－1.25 21.5 

27C－1.25 21.5 
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(2) 制御ケーブル(1/2) 

 

CCV 構造（例：2 芯） 

 

第 2 表 使用している非難燃ケーブル 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

制御 
架橋ポリエチレン/

ビニル 
0.8 1.5 

2C－ 2.0 9.9 

3C－ 2.0 10.5 

4C－ 2.0 11.5 

5C－ 2.0 12.5 

7C－ 2.0 13.5 

9C－ 2.0 16.5 

12C－2.0 17.5 

14C－2.0 18.5 

19C－2.0 21.0 

27C－2.0 24.0 
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(3) 制御ケーブル(2/2) 

 

CCV 構造（例：4 芯） 

 

第 3 表 使用している非難燃ケーブル 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

制御 
架橋ポリエチレン/

ビニル 
0.8 1.5 

2C－ 3.5 11.5 

3C－ 3.5 12.0 

4C－ 3.5 13.0 

5C－ 3.5 14.0 

6C－ 3.5 15.5 

7C－ 3.5 15.5 

9C－ 3.5 17.5 

12C－3.5 20.0 
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(4) 低圧電力ケーブル(1/2) 

 

600V CV 構造 

 

第 4 表 使用している非難燃ケーブル 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

低圧 

電力 

架橋ポリエチレン/

ビニル 

1.0 1.5 3C－ 5.5 14.5 

4C－ 5.5 16.0 

2C－ 8 15.0 

3C－ 8 16.0 

2C－ 14 16.5 

3C－ 14 17.5 

1.2 

2C－ 22 19.5 

3C－ 22 21 

1.6 2C－ 38 24 

1.7 3C－ 38 25 

1.5 
1.8 2C－ 60 29 

1.9 3C－ 60 31 
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(5) 低圧電力ケーブル(2/2) 

 
600V CVT 構造 

 

第 5 表 使用している非難燃ケーブル 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

導体サイズ

(mm２ ) 

単芯 

外径 

（mm）

低圧 

電力 

架橋ポリエチレン/

ビニル 

（トリプレックス

形などより合わ

せ） 

2 1.5 100 19 

2 1.5 125 20.5 

2 1.5 150 22 

2.5 

1.7 200 26 

1.8 250 28 

1.9 325 31 
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(6) 高圧電力ケーブル 

 

6600V CVT 構造 

 

第 6 表 使用している非難燃ケーブル 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

導体サイズ

(mm２ ) 

単芯 

外径 

（mm）

高圧 

電力 

架橋ポリエチレン/

ビニル 

（トリプレックス

形 

などより合わせ） 

4 2.4 100 26 

4.5 

2.8 200 33 

3.0 250 35 

3.1 325 39 
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ケーブルの燃焼メカニズム 
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1. 目的 

本資料は，ケーブルの燃焼機構より，物性面でのケーブルの代表性につい

て示すため，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

ケーブルの燃焼メカニズムについて，次頁以降に示す。 
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ケーブルの燃焼メカニズム 

 

1. 燃焼メカニズム 

一般に‘燃焼’とは，可燃物に充分な熱と酸素が与えられて生じる気相で

の発熱をともなう急激な酸化反応である。燃焼を継続させるためには，可燃

物，温度(熱エネルギー)，酸素の三要素を全て満たす必要があり，言い換え

ると，それらの三要素のうち，一つでも欠ければ燃焼を継続することはでき

ない。以下に，ケーブル構成物質である高分子物質の燃焼及びケーブルの燃

焼メカニズムを示す。 

 

(1) 高分子物質の燃焼 

高分子物質（固体物質）の燃焼は分解燃焼であり，熱を受けると熱分

解を起こして炭化水素等の可燃性ガスと塩化水素等の不燃性ガスからな

る分解生成ガスが発生する。また，熱分解後には，炭素を主体とする分

解残分が形成される。 

分解生成ガスは，空気と混合して拡散火炎をつくり気相燃焼し，炭素

を主体とする分解残分は固体面の空気によって表面燃焼して，これらは

燃焼生成物となる。そして，これらの燃焼により発生した熱エネルギー

が固体物質に熱伝達され，熱分解を起こすプロセスを繰り返す。 

第 1 図に分解燃焼の系統図（出典：燃焼概論 疋田強 秋田一雄 共

著）に示す。 

 

(2) ケーブルの燃焼メカニズム 

常温で固体のケーブルは，熱により固体表面が加熱され，熱分解，混

合，着火，燃焼という過程をたどる。 

  

固体物質

分解生成ガス 

分解残分(炭素) 表面燃焼 

気相燃焼 

燃焼生成物(可燃性ガス +不燃性ガス) (拡散火炎) 
空気

熱エネルギー 

混合
発火

熱分解熱伝達 

第 1 図 分解燃焼の系統図 
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(3) ケーブルの燃焼に影響する熱容量とケーブル外径の関係性 

ケーブルが燃焼を継続するためには，加熱によって発生するガス組成

を燃焼範囲内に維持する必要があり，熱容量が大きく寄与する。 

熱容量は物質の入熱に対する物質の温度変化のしやすさを表すもの

で，数値が小さいほど加熱されやすく着火温度への到達が早い。ケーブ

ルの熱容量の単位はＪ／℃･cm で表し，単位長さ当たりの物質の温度を

上昇させるのに必要な熱量であり，ケーブルの外形が小さいものほど小

さい。 

また，電気学会技術報告（Ⅱ部）第 139 号では，付 2.10 図にケーブ

ル外径と損傷長の関係が示されており，外径や導体サイズが小さいと損

傷長（ケーブル燃焼距離）が大きくなることが記載されている。 

 

  ・延焼性に及ぼすケーブルサイズからの効果は，それほど顕著には認めら

れないが，比較的ケーブル外径，導体サイズが小さいところで損傷長が

大きくなっている。 これは，ケーブルの熱容量，熱放散などの影響が現

れたものと考えられる。 

（引用：電気学会技術報告（Ⅱ部）第 139 号） 

 

 

電気学会技術報告(Ⅱ部)第 139 号  付 2.10 図  

ケーブル外径と損傷長（抜粋） 

 

このように，高分子物質を燃焼させるには，熱分解により可燃性ガス

が発生するよう物質の温度を上昇させる必要がある。同じ材料であれ

ば，熱容量(物質の温度が 1℃上昇するために必要な熱)が小さいほど温

度は上昇しやすいため，着火しやすくなる。  

 

CV タイプ：架橋ポリエチレンビニル絶縁ビニルシースタイプ

PN タイプ：EP ゴム絶縁クロロプレンシースタイプ 
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2. ケーブルの燃焼と熱容量の関係 

(1) ケーブルの燃焼プロセス 

常温で固体のケーブルの燃焼をミクロ的に見れば，熱により固体表面

が加熱され，熱分解，混合，着火，燃焼という過程をたどるため物理，

化学的な変化の様相を呈するといえる。 

①  加熱された固体表面においては，含有する水分の蒸発や軟化，溶融の

ように物理的な吸熱過程を経て，化学的な熱分解，熱融合が起り可燃性

気体，不燃性気体および固体残留物を生成する。 

②  可燃性気体は拡散移動し，その拡散過程で雰囲気の空気や不燃性気体

と混合され，混合された気体の組成が燃焼範囲にあり，着火温度に達す

ると着火，燃焼に至る。 

③  この燃焼領域から新しい固体表面へ熱が移動することにより火災の伝

播が起り，この繰返しによって可燃物が消費されるまで燃焼が継続され

る。燃焼プロセスを第 2 図に示す。  
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第 2 図 ケーブル材料の燃焼プロセス 

 

 

 

 

溶  融  

熱分解 
熱融合 

可燃性気体不燃性気体 固体残留物

可燃性固体 

加 熱  

水分蒸発

ガス組成が

燃焼範囲内

ガス温度が

着火(引火)

温度以上 

燃焼(着火) 

酸素 
(空気) 

熱エネルギー 

可燃物 

混合 

Yes 

Yes 

No 

No 



補-5-7-6 

(2) ケーブルの熱容量とケーブル外径の関係 

CV（ CCV）ケーブル外径と熱容量の相関関係を第 3 図に示す。 

 

第 3 図 ケーブル外径と熱容量の相関図 
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CV ケーブル ：架橋ポリエチレンビニル絶縁ビニルシースケーブル 

CCV ケーブル：制御用架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル 
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ケーブルの使用期間による経年変化 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 2.2.2 項に記載したケーブルの

使用期間による経年変化の詳細を示すために，補足資料として添付するもの

である。 

 

2. 内容 

ケーブルの使用期間による経年変化について，次頁以降に示す。 
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ケーブルの使用期間による経年変化 

 

1. 経年変化の確認 

敷設されている非難燃ケーブルはプラント運転開始から長期間使用してい

る。 

ケーブルの構成材料であるシース材のビニルは本来，ポリ塩化ビニルは非

常に高い難燃性ポリマーであるが，ケーブルの取扱いを容易（柔らかく）に

するため可塑剤（可燃物）を混入させている。しかし，経年変化により，こ

の可塑剤が溶けだしてくるため，ビニルは燃えにくくなる。また，絶縁材で

ある架橋ポリエチレンも取扱いを容易にするため可塑剤を混入している。こ

の傾向を確認するため，使用するケーブル材料に対し，熱及び放射線の加速

劣化による酸素指数の変化を評価することで，ケーブルが燃えやすい性質に

ならないことを確認する。 

 

2. 供試体 

ケーブルの構成材料である絶縁材及びシース材を供試体とする。 

・ビニル 

・架橋ポリエチレン 

 

3. 熱・放射線加速劣化試験 

(1) 初期（劣化前）の酸素指数測定 

新品状態にある供試体の酸素指数を測定する。 

(2) 熱・放射線加速劣化 

ケーブルの経年劣化を模擬するため，40 年相当の熱・放射線加速劣化

を実施する。試験方法の詳細を別紙 1 に示す。 

(3) 劣化後の酸素指数測定 

加速劣化後（40 年相当）の材料の酸素指数を測定する。 
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4. 酸素指数測定結果 

第 1 表に加速劣化前後のケーブル材料の酸素指数測定結果を示す。 

 

第 1 表 酸素指数測定結果 

構成材料 
酸素指数測定結果 

初期 劣化後(40 年) 

ビニル 25.3 28.6 

架橋ポリエチレン 18.3 19.3 

 

5. 評価 

経年変化後のケーブルは新品ケーブルと比べ酸素指数が高くなっており，

新品ケーブルを実機模擬条件として用いることが保守的である。
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別紙 1 

熱・放射線加速劣化試験方法 

 

1. 試験概要 

本試験は電気学会技術報告(Ⅱ部)第 139 号「原子力発電所用電線・ケーブ

ルの環境試験方法ならびに耐延焼試験方法に関する推奨案」を準拠し，熱劣

化試験及び放射線照射試験により 40 年相当で劣化させた後，酸素指数を測

定し，値の変化により難燃性を確認する。本試験の手順を第 1 図に示す。 

 

第 1 図 熱・放射線による使用環境耐久試験の手順 

  

酸素指数測定  

放射線照射試験  

熱劣化試験  

試験供試体（ケーブル材料）  
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2. 試験条件 

(1) 熱劣化試験 

電気学会推奨案の基本的な熱加速劣化温度により，40 年相当の 168 時

間とする。 

(2) 放射線照射試験 

電気学会推奨案の基本的な放射線照射量により，40 年相当の 500kGy

（10kGy／h 以下）で実施する。 

上記，試験条件を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 熱・放射線劣化試験条件 

供試体 

試験条件 

熱劣化 放射線劣化 

温度（℃） 時間 放射線量(kGy) 

ビニル 121 168 500 

架橋ポリエチレン 121 168 500 

注：放射線線量率は，10kGy／h 以下とする。 

 

3. 判定基準 

酸素指数を測定し初期の値から低下していないことを確認する。 
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発電所を代表する非難燃ケーブルの抽出結果のまとめ 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 2.2.3 項にて示した実機を代表

するケーブルの選定の詳細を示すために，補足資料として添付するものであ

る。 

 

2. 内容 

実機を代表するケーブルの選定の詳細を次頁以降に示す。 
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発電所を代表する非難燃ケーブルの抽出結果のまとめ 

 

第 1 表 非難燃ケーブルの抽出結果 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

計装 
架橋ポリエチレン/

ビニル 
0.8 1.5 

2C－ 1.25 9.5 

3C－ 1.25 10.5 

4C－ 1.25 11.0 

7C－ 1.25 13.0 

8C－ 1.25 13.5 

12C－1.25 16.0 

14C－1.25 17.0 

19C－1.25 19.0 

24C－1.25 21.5 

27C－1.25 21.5 
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第 2 表 非難燃ケーブルの抽出結果 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm) 

シース材 

厚さ(mm) 

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

制御 
架橋ポリエチレン/

ビニル 
0.8 1.5 

2C－ 2.0 9.9 

3C－ 2.0 10.5 

4C－ 2.0 11.5 

5C－ 2.0 12.5 

7C－ 2.0 13.5 

9C－ 2.0 16.5 

12C－2.0 17.5 

14C－2.0 18.5 

19C－2.0 21.0 

27C－2.0 24.0 

2C－ 3.5 11.5 

3C－ 3.5 12.0 

4C－ 3.5 13.0 

5C－ 3.5 14.0 

6C－ 3.5 15.5 

7C－ 3.5 15.5 

9C－ 3.5 17.5 

12C－3.5 20.0 
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第 3 表 非難燃ケーブルの抽出結果 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm)

シース材

厚さ(mm)

芯数－ 

導体サイズ

(mm２ ) 

外径 

（mm）

低圧 

電力 

架橋ポリエチレン/ 

ビニル 

 

1.0 

1.5 

3C－ 5.5 14.5 

4C－ 5.5 16.0 

2C－ 8 15.0 

3C－ 8 16.0 

2C－ 14 16.5 

3C－ 14 17.5 

1.2 

2C－ 22 19.5 

3C－ 22 21 

1.6 2C－ 38 24 

1.7 3C－ 38 25 

1.5 
1.8 2C－ 60 29 

1.9 3C－ 60 31 

架橋ポリエチレン/ 

ビニル 

(トリプレックス型な

ど) 

2 1.5 100 19 

2 1.5 150 22 

2.5 

1.7 200 26 

1.8 250 28 

1.9 325 31 

注：トリプレックス型などより合わせのものは単芯の外径を示す。 

 

第 4 表 非難燃ケーブルの抽出結果 

回路 

種別 

絶縁材/ 

シース材 

絶縁材 

厚さ(mm)

シース材

厚さ(mm)

導体サイズ

(mm２ ) 

単芯 

外径 

（mm）

高圧 

電力 

架橋ポリエチレン/ 

ビニル 

(トリプレックス型な

ど) 

4 2.4 100 26 

4.5 

2.8 200 33 

3.0 250 35 

3.1 325 39 

注：トリプレックス型などより合わせのものは単芯の外径を示す。 
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試験対象ケーブルの詳細 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 2.3 項にて示した試験対象ケー

ブルの詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

試験対象ケーブルの詳細を次頁以降に示す。 
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試験対象ケーブルの詳細 

 

第 1 表 試験対象ケーブルの詳細 

回

路 

種

別 

絶縁材

厚さ 

(mm) 

シース

材厚さ

(mm) 

芯数－

導体 

サイズ

(mm２ ) 

外径 

(mm) 

熱容量 

(J/cm℃ )
構造 

計

装 
0.8 1.5 

2C－

1.25 

9.5 1.17 

制

御 
0.8 1.5 2C－ 2.0 9.9 1.31 

 

低

圧 

電

力 

1 1.5 3C－ 5.5 14.5 2.85 

低

圧 

電

力 

2 1.5 
1C－ 100

×3 本  

19(41)
※ 1 

21.78 

注：ケーブルの構成材料（絶縁材：架橋ポリエチレン，シース材：ビニル） 

※１：トリプレックス型：（ ）外は単芯外径，（ ）内はより合わせ外径を示

す。 
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ケーブル種類毎の性能確認方法と確認結果 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 3.2.4 項にて示したケーブル種

類毎の耐延焼性確認の方法及び確認結果の詳細を示すために，補足資料とし

て添付するものである。 

 

2. 内容 

ケーブル種類毎の耐延焼性確認の方法及び確認結果の詳細を次頁以降に示

す。  
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ケーブル種類毎の性能確認方法と確認結果 

 

1. 目的 

実機で使用している非難燃ケーブルに防火シートを施工した複合体に対し

て耐延焼性の試験を実施し，燃え止まることを確認する。 

 

2. 供試体 

実機で使用されているケーブルのうち，保守的に代表性を考慮して試験対

象ケーブルを抽出し，本文 2.1.2(4)項で選定するケーブル全てを供試体とす

る。防火シートについては，トレイ上のケーブルに対して一括してシートを

巻く施工(少量敷設)とする。供試体の種類を第 1 表に示す。また，第 1 表の

供試体において性能比較評価を行った結果，ケーブルの損傷長に差がない場

合は，ケーブルの損傷長に差がなかったケーブルを設計最大量敷設にして性

能比較評価を行う。 

 

第 1 表 供試体の種類 

ケーブル種類 

（回路種別） 
絶縁材 シース材 

外径 

(mm) 

計装ケーブル 架橋ポリエチレン ビニル 9.5 

制御ケーブル 架橋ポリエチレン ビニル 9.9 

低圧電力ケーブル 
架橋ポリエチレン ビニル 14.5 

架橋ポリエチレン ビニル 19（ 41）※  

※：トリプレックス型：( )外は単芯外形，( )内は 3 本より合わせ外径を示

す。 
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3. 試験方法及び判定基準 

難燃ケーブルの耐延焼性試験の燃焼条件に準拠した方法による。試験方法

については，第 2 表に示す。 

 

第 2 表 ケーブル種類毎の性能確認試験の概要 

試験体の 

据付例 

単位：mm 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

熱量 20kW 

加熱時間 

20 分  

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケ

ーブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 3 回 

判定基準 燃え止まること。 

 

  

【防火シート施工後】
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4. 試験結果 

試験結果のまとめを第 3 表に，試験結果の詳細を第 4 表に示す。 

 

第 3 表 ケーブル回路種別の耐延焼性確認試験の結果 

ケーブル 

種類 

（回路種

別） 

絶縁材 
シース

材 

ケーブル 

外径 

(mm) 

最大損

傷長平

均 

(mm) 

シート

間 

重ね代

(mm) 

判定

結果

計装 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレ

ン 

ビニル 9.5 763 100 良 

制御 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレ

ン 

ビニル 9.9 840 100 良 

低圧電力 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレ

ン 

ビニル
14.5 800 100 良 

19(41)※ ２ 595 100 良 

※２：トリプレックス形：( )外は単芯外形，( )内は 3 本より合わせ外径を示

す。 

 

5. 評価 

複合体が燃え止まり耐延焼性を有することを確認した。 
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第 4 表 ケーブル種類毎の性能確認試験結果の詳細(1/4) 

 
ケーブルの種類 計装ケーブル，ケーブル外径：9.5mm 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後 

1 

損傷距離：シート(炭化:540mm)，シース(溶融:740mm) 判定 良 

2 

損傷距離：シート(炭化:630mm)，シース(溶融:760mm) 判定 良 

3 

損傷距離：シート(炭化:600mm)，シース(溶融:790mm) 判定 良 

シートの状況 ケーブルの状況 
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第 4 表 ケーブル種類毎の性能確認試験結果の詳細(2/4) 

 
ケーブル種類 制御ケーブル，ケーブル外径：9.9mm 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後 

1 

損傷距離：シート(炭化:600mm)，シース(溶融:780mm) 判定 良 

2 

損傷距離：シート(炭化:580mm)，シース(溶融:780mm) 判定 良 

3 

損傷距離：シート(炭化:650mm)，シース(溶融:960mm) 判定 良 

シートの状況 ケーブルの状況 

 

 



補-5-11-7 

第 4 表 ケーブル種類毎の性能確認試験結果の詳細(3/4) 

 
ケーブル種類 低圧電力ケーブル，ケーブル外径：14.5mm 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後 

1 

損傷距離：シート(炭化:520mm)，シース(溶融:740mm) 判定 良 

2 

損傷距離：シート(炭化:540mm)，シース(溶融:810mm) 判定 良 

3 

損傷距離：シート(炭化:580mm)，シース(溶融:850mm) 判定 良 

シートの状況 ケーブルの状況 
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第 4 表 ケーブル種類毎の性能確認試験結果の詳細(4/4) 

 
ケーブル種類 低圧電力ケーブル，ケーブル外径：19 mm 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後 

1 

損傷距離：シート(炭化:550mm)，シース(溶融:635mm) 判定 良 

2 

損傷距離：シート(炭化:510mm)，シース(溶融:510mm) 判定 良 

3 

損傷距離：シート(炭化:520mm)，シース(溶融:640mm) 判定 良 

シートの状況 ケーブルの状況 
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供試体の仕様と試験条件設定の考え方 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 の 3.2.6 項にて示した複合体

の構成要素によるばらつきの確認の詳細を示すために，補足資料として添付

するものである。 

 

2. 内容 

複合体構成品のばらつきにおける実機模擬条件検討の詳細を次頁以降に示

す。  



補-5-12-2 

複合体構成品のばらつきにおける実機模擬条件検討 

 

1. 目的 

複合体は設計方針に基づき防火シートを巻いた完全な状態であるが，複合

体の燃焼メカニズムから各構成品（ケーブル，ケーブルトレイ，防火シート）

を組合せた供試体仕様を選定する。また，し，本文 2.3 項の燃焼条件にて耐

延焼性の試験を実施し，複合体が燃え止まることを確認する。また，外部の

火災については複合体の損傷長と難燃ケーブルの損傷長を比較評価する。 

 

1.1 組合せの抽出 

ケーブル，ケーブルトレイ及び防火シートの組合せにおいて，保守的な

実機模擬条件となるため，ケーブル及びケーブルトレイについて実機の設

置状態で想定される組合せを抽出する。 

 

1.1.1 抽出方法 

ケーブル及びケーブルトレイのそれぞれの状態について敷設に係る

系統設計及び実機の設置状況を踏まえ抽出する。 

(1) ケーブルの敷設状態の抽出 

（種類（回路種別）・サイズ／使用期間／敷設量（防火シートとケー

ブルの隙間）／延焼防止材／埃） 

(2) ケーブルトレイの設置状態抽出 

（トレイタイプ（トレイ有無）／トレイサイズ／トレイ形状／トレイ

設置方向／ケーブル敷設形態／ケーブル組合せ） 

(3) 防火シートの施工状態の抽出 

（外力による防火シートのずれ／傷，ファイアストッパ有無） 

1.1.2 抽出結果 

抽出した構成品の状態と燃焼の三要素の関係を第 1 表に示す。 
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第 1 表 抽出した構成品の状態と燃焼三要素の関係 

構成品 実機の状態 

燃焼要素 

可燃

物 
酸素 熱

ケーブル 

種類・サイズ
複数の種類（回路種別）・サイ

ズが存在 
○   

使用期間 
プラント運転開始以降，長期間

使用 
○   

敷設量 
設置場所によりケーブルの敷設

量が変化 
○   

延焼防止材 
場所により延焼防止材の有無が

存在 
○   

埃(汚れ) 埃(汚れ)の付着 ○   

ケーブル 

トレイ 

トレイタイプ

（トレイ有

無） 

ラダートレイ，ソリッドトレイ

又はケーブルトレイと電線管，

盤の間でケーブルトレイ上に敷

設されない形態が存在 

  ○

トレイ 

サイズ 
トレイの幅の違いが存在 ○   

トレイ 

設置方向 
垂直，水平及び勾配が存在  ○ ○

ケーブル 

敷設状態 
隙間無，隙間有の形態が存在  ○  

トレイ 

形状 
様々なトレイ形状が存在    

ケーブルの 

組合せ 

様々なケーブルサイズの組合せ

が存在 
 ○  

防火 

シート 

防火シートの

ずれ 

外力が加わった場合の防火シー

トのずれを想定する 
 ○ ○

防火シートの

傷 

外力が加わった場合の防火シー

トの傷を想定する。 
 ○  

ファイアスト

ッパの有無 

ファイアストッパ設置の有無を

想定する。 
 ○ ○
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1.2 試験条件の選定 

1.1 項で抽出した各構成品の実機状況における組合せについて，燃えや

すさの観点で保守的な実機模擬条件を選定する。 

1.2.1 ケーブルの実機模擬条件 

1.2.1.1 種類・サイズ 

本文 2.1 項で選定し，本文 2.2 項にて評価するケーブル損傷長を

考慮した試験対象ケーブルを実機模擬条件とする。実機模擬条件を

第 2 表に示す。 

 

第 2 表 実機模擬条件 

ケーブル種類 絶縁材 シース材 外径(mm) 

低圧電力 

ケーブル 
架橋ポリエチレン ビニル 14.5 

 

1.2.1.2 使用期間 

本文 2.2.2 項で選定する新品ケーブルを実機模擬条件とする。 

1.2.1.3 敷設量 

(1) ケーブル量  

ケーブルは使用箇所により，ケーブル敷設量が変化する。 

(2) 実機模擬条件の検討 

ケーブル量が少ない方がケーブル全体の熱容量は※小さく，同一熱

量を加えた場合，温度上昇が大きくなり燃焼しやすい。一方，防火シ

ートとケーブル間の隙間が大きくなり空気層ができることから，熱

伝導（熱伝達）が悪く燃焼しにくくなる。また，ケーブル量が多くな

ると可燃物量が多くなり，かつ，防火シートとケーブルの隙間が小さ

くなることで，熱伝導（熱伝達）が良くなり燃焼継続に影響する可能

性があることから，ケーブル量を変化させて複合体の耐延焼性に及

ぼす影響を確認する。 

 

※：熱容量とは，任意の量の物質の温度を 1℃上昇させるのに必要な熱

量のことで，値が小さいほど加熱により温度上昇しやすい。熱容量

は以下の式で表される。 

C = m×c 

熱容量：C(J/K)，物質の質量：m(g)，比熱：c(J/g K) 
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(3) 実機模擬条件の選定結果 

ケーブル敷設量は設計最大量，少量を選定する。なお，参考として，

実機の非難燃ケーブル敷設量では存在しないが，満杯のケーブル敷

設量にて影響を確認する。 

 

第 1 図 ケーブル敷設量 

  

【ケーブル設計最大量】  
（占積率 40％：敷設量上

限）  

【ケーブル少量】  
（ 1 層敷設）  【ケーブル満杯】

試験のため占積率

40％を超える状態
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1.2.1.4 延焼防止材

(1) 延焼防止材の有無

既設ケーブルに延焼防止材が塗布されている箇所，されていない箇

所があり，場所により延焼防止材の有無が存在する。

(2) 実機模擬条件の検討 

延焼防止材は延焼を防止する目的のものであること及び延焼防止材

が塗布された分，ケーブルの熱容量が増大し燃えにくくなることから，

延焼防止材なしを選定することが妥当である。ただし，延焼防止材の経

年劣化による難燃性能の低下が想定されることから，念のため，延焼防

止材を熱・放射線にて加速劣化させた延焼防止材の酸素指数により変

化を確認する。 

ａ． 供試体

ｂ． 熱，放射線加速劣化試験

・熱，放射線加速劣化

(a) 初期の酸素指数

延焼防止材の加速劣化試験前の酸素指数を測定する。

(b) 熱・放射線加速劣化

延焼防止材の経年劣化を模擬するため，熱・放射線劣化によ

り酸素指数の変化を確認することを目的とし，40 年，60 年相

当の加速劣化を実施する。試験条件を第 3 表に示し，試験方法

の詳細を別紙 1 に示す。 

第 3 表 熱・放射線劣化試験条件

供試体

試験条件

想定

年数

熱劣化 放射線劣化

温度

(℃) 

時間

(day) 

放射線量※

(kGy) 

40 
140 

8 日 500 

60 15 日 750 

※放射線線量率は，10kGy／h 以下とする。
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(c) 劣化後の酸素指数測定

熱と放射線による加速劣化後の延焼防止材の酸素指数を測定

する。 

ｃ． 酸素指数による難燃性の評価

第 4 表に酸素指数測定結果を示す。第 4 表より，加速劣化前後で

延焼防止材の酸素指数に低下はなく高い難燃性を有している。 

第 4 表 延焼防止材の酸素指数測定結果

供試体
酸素指数測定結果

初期 40 年 60 年 

42.6 51.8 53.4 

出典：ケーブル及び延焼防止材の難燃性劣化検証

（平成 17 年 3 月：電力共同研究） 

(3) 実機模擬条件の選定結果

第 4 表に示すとおり，加速劣化前後で延焼防止材の酸素指数に低下

はなく，加速劣化後もケーブル材料であるビニル（酸素指数：25.3）と

比較し高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗布していな

いケーブルを実機模擬条件に選定する。 

1.2.1.5 埃（汚れ）

(1) 埃(汚れ)の付着

既設ケーブルにおいては長期間の使用により，埃（汚れ）が付着し

ている。 

(2) 実機模擬条件の検討

防火シート施工前にはケーブル及びケーブルトレイ内の清掃を実施

するが，念のため，実機のケーブルトレイ内ケーブルからサンプリン

グした埃（汚れ）を，成分分析により燃焼に影響するものか確認す

る。 

ａ． 供試体

実機からサンプリングした埃（汚れ）を供試体とする。第 5 表に

供試体のサンプリング箇所を示す。 
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第 5 表 供試体のサンプリング箇所

No. サンプリング箇所

1 原子炉建屋原子炉棟３階北側

2 原子炉建屋付属棟電気室

3 原子炉建屋原子炉棟３階南側

ｂ． 試験方法

サンプリングした埃（汚れ）は，以下の装置を使って分析する。

・SEM（走査型電子顕微鏡）

・EDX（エネルギー分散型 X 線分析装置）

ｃ． 試験結果

確認された成分と含有率を第 6 表に示す。
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第 6 表 汚れ(埃)の成分分析結果(1/2) 

サンプル

  No. 

成分

No.1 No.2 No.3 

サンプル用

カーボンテー

プ

炭素 48 6 35 75 

酸素 41 43 32 24 

マグネシウム ― 2 1 ―

アルミニウム ― 2 2 ―

シリコン 1 15 5 ―

塩素 1 ― 1 ―

カルシウム ４ 26 7 ―

チタン ― ― 1 ―

鉄 2 2 9 ―

亜鉛 ― ― 3 ―

モリブデン 2 4 3 ―

パラジウム 1 ― 1 1 

第 6 表 汚れ(埃)の成分分析結果(2/2) 

No.1 No.2 No.3 
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ｄ． 評価

汚れによって燃焼に影響を与える成分として，含有量の多いカル

シウムはコンクリートの成分であることを確認しており，他の成分

は自然界や実機から発生するものであることを確認した。仮にプラ

スチックなどの配合剤であるマグネシウムを含んだ埃が一様に堆積

したと想定しても，発熱量は 24kJ／ g であり，ケーブルの絶縁材で

ある架橋ポリエチレンは約 46kJ／g である。 

ケーブルの構成材料の質量は埃（汚れ）の質量より圧倒的な割合

を占めることから，ケーブルの発熱量に対する埃（汚れ）の発熱量

は非常に小さく，ケーブル燃焼への影響はほとんどない。 

(3) 実機模擬条件の選定結果

実機でサンプリングした汚れ（埃）の発熱量はケーブル材料の発熱

量と比べ非常に小さく，複合体の耐延焼性にほとんど影響しないこと

から，埃が付着していないケーブルを実機模擬条件に選定する。 
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1.2.2 ケーブルトレイの実機模擬条件

1.2.2.1 トレイタイプ

(1) 形状 

ケーブルトレイには，ケーブル積載面が開口した梯子状のラダータ

イプとケーブル積載面が板状で開口していないソリッドタイプがあ

り，このトレイ上にケーブルが敷設された形態又はケーブルトレイと

電線管，盤の間でケーブルトレイ上に敷設されない形態が存在する。

第 2 図 トレイタイプ

(2) 実機模擬条件の検討

ケーブルトレイのケーブル敷設面の開口有無により火炎からケーブ

ルへの熱の伝達に差が生じ，耐延焼性に影響を与えることが想定され

るが，ソリッドトレイは敷設面からの空気の供給がなく，溶けたケー

ブルに引火して落下し延焼する可能性もない。一方，ラダートレイは

空気が供給される開口面を有することから延焼リスクが高い。また，

ケーブルトレイから電線管部にはケーブル単体となる箇所が存在する

が，電線管開口部は耐火シールを施すとともにトレイ敷設に比べ距離

が短いため延焼の可能性は少ない。参考として，ケーブルと防火シー

トの組合せでの耐延焼性を確認する。

(3) 実機模擬条件の選定結果

ケーブルトレイはラダータイプを選定する。参考として，ケーブル

トレイの有無の耐延焼性を確認する。

【ラダータイプ】 【ソリッドタイプ】 【ケーブル単体部】
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1.2.2.2 トレイサイズ（幅）

(1) 種類 

ケーブルトレイ幅は 150mm から 750mm までのトレイ幅が存在し，ト

レイの幅の違いがある。

(2) 実機模擬条件の検討

ａ． 外部の火災源からケーブルトレイに敷設されたケーブルへの熱伝

導伝達(熱伝達)を想定した場合，トレイ幅が広がっても幅全体に

対して火災源からの火炎が届くことが保守的である。実機模擬試

験ではバーナを火災源とすることから，バーナ幅に見合うトレイ

幅を選定することで上記条件に合致させることができる。 

ｂ． 電気学会技術報告によると，垂直トレイ燃焼試験においてケーブ

ル間隔を 1/2d（直径の半分）に統一し，ケーブル敷設幅を変化

させてケーブル損傷長を比較した結果，概ねケーブルの敷設幅が

150mm で損傷長が飽和を示している。よって，トレイ幅が 150mm

以上であれば耐延焼性を確認する上で差異はないものと考えられ

る。 

出典：電気学会技術報告（Ⅱ部）第 139 号 原子力発電用電線・ケーブル

の環境試験ならびに耐延焼性試験方法に関する推奨案 昭和 57 年

11 月  電気学会 

第 3 図 ケーブル敷設幅と損傷長の関係

(3) 実機模擬条件の選定結果

IEEE383 垂直トレイ燃焼試験では約 300mm 幅のバーナを使用するこ

とを踏まえ，トレイ幅は 300mm を実機模擬条件に選定する。 



補-5-12-13 

1.2.2.3 トレイサイズ（高さ）

(1)  種類

ケーブルトレイの高さは 120mm の１種類である。

(2) 実機模擬条件の選定結果

トレイ高さは 120mm を実機模擬条件に選定する。

1.2.2.4 トレイ設置方向

(1) ケーブルトレイの方向

ケーブルトレイが設置される方向には，垂直，水平及び勾配が存在

している。

(2) 実機模擬条件の検討

火災の延焼が広がる速度が最も速いのは火炎が真っ直ぐ上に延びる

垂直方向であることから，垂直設置を選定することが保守的である。

また，難燃ケーブルは垂直方向で耐延焼性を確認していることを踏ま

え，比較のためにも垂直設置を選定する。 

なお，勾配設置は水平設置ケーブルトレイ間の僅かな段差を繋ぐ際

に用いるため，距離が短く，かつ火炎が上に延びることを考慮すると

垂直設置に代表性があるといえる。 

第 4 図 ケーブルトレイ設置方向

(3) 実機模擬条件の選定結果

最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを実機模擬条件に選定す

る。 

【垂直トレイ】 【水平トレイ】 【勾配トレイ】
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1.2.2.5 ケーブル敷設形態

(1) ケーブルの状態

ケーブルトレイに敷設されるケーブルの形態には，整線され隙間が

ない形態と隙間がある形態（波状）が存在する。

(2) 実機模擬条件の検討 

1.2.2.4 項に示すとおり，火災の延焼速度を考慮すると，垂直トレ

イに敷設するのが最も延焼が速い形態である。垂直トレイにケーブル

を敷設する際，ケーブルは重力により整線された状態を保つことか

ら，敷設形態としては整線された形態を選定する。 

一方，ケーブルに隙間がある形態（波状）で敷設されることがある

のは，水平トレイに敷設された場合であり，延焼の速度は垂直トレイ

と比較して遅い。また，波状の形態はケーブル間に隙間があり，防火

シートからの熱伝導（熱伝達）が悪くなるとともに延焼防止材が施工

されていることから，水平トレイは整線形態における延焼への影響を

確認する。 

第 2-7-5 図  ケーブルの配列

(3) 実機模擬条件の選定結果

垂直トレイではケーブルは重力で整線形態が保たれることから，整

線形態を実機模擬条件に選定する。なお，水平トレイでの延焼への影

響についても確認する。 

【整線配列】 【波状配列】
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1.2.2.6 トレイ形状

(1) 種類 

ケーブルトレイの形状は，直線形，T 字形等，様々なトレイ形状が

存在する。 

(2) 実機模擬条件の検討

トレイの形状は第 6 図に示すように，直線形，L 字形，S 字形,T 字

分岐形，十字分岐形，傾斜形の 6 種類に整理できる。延焼が広がる速

度が最も速いのは火炎が真上に直線状に延びる場合であるため，直線

形を垂直にした状態が他のトレイ形状を包括しているといえる。ま

た，難燃ケーブルは垂直方向で耐延焼性を確認していることを踏ま

え，比較のためにも垂直トレイを選定する。 

トレイ形状 構造（例） トレイ形状 構造（例）

直線形 傾斜形

Ｌ字形 Ｔ字分岐形

十字分岐形 S 字型

第 6 図 トレイ形状

(3) 実機模擬条件の選定結果

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを実機模擬条件に選定す

る。 
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1.2.2.7 ケーブルの組合せ

(1) ケーブルサイズ

ケーブルトレイに敷設されているケーブルには，様々なサイズの組

合せが存在している。

(2) 実機模擬条件の検討 

実機では，様々なケーブルのサイズが存在しているが，ケーブルの

単位面積にバーナから与えられる熱量は一定であることから，熱容量

が小さい細径のケーブルが集合している方が燃えやすい。一方，異な

るサイズが混在する場合は，ケーブル間に隙間が発生し，その隙間が

耐延焼性に影響する可能性がある。このため，本文 3.4.5 でケーブル

種類毎の性能比較評価の中で，同じケーブル種類の外径の小さいケー

ブルと外径の大きいケーブルにより，比較評価する。 

第 2-7-7 図  ケーブルの組合せ

(3) 実機模擬条件の選定結果

ケーブル種類における評価から，外径の小さいケーブルのみが集合

したものを選定する。

【細径（隙間小）】 【太径（隙間大）】
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1.2.3 防火シートの実機模擬条件

1.2.3.1 防火シートのずれ

(1) 防火シートの状態

複合体に外力が加わった場合の防火シートのずれを想定する。

(2) 実機模擬条件の検討 

防火シートは具体的設計として，想定される外力ではケーブルが露

出しないことを確認したものを採用することから，防火シートのずれ

によりケーブルが露出することは想定されないため，ケーブルが防火

シートで覆われた状態を実機模擬条件に選定する。

ただし，ケーブルが露出する事象については，不完全性として火災

防護に関する説明書別添 1 5.に記載する。

(3) 実機模擬条件の選定結果 

ケーブルが防火シートで覆われ，防火シートにずれのない状態を実

機模擬条件に選定する。

1.2.3.2 防火シートの隙間

(1) 隙間 

複合体の防火シートとケーブルの隙間を想定する。

(2) 実機模擬条件の検討 

防火シートの施工は極力防火シートとケーブルを密着させて施工す

るが，トレイの形状により防火シートとケーブルの隙間には不確かさ

が生じる。そのため，複合体内部の空気量を最大とした場合の隙間は

ケーブルの量で変わることから，ケーブル敷設量に包絡される。な

お，防火シートは具体的設計として，想定される外力では，結束ベル

ト及びファイアストッパが外れないことを確認したものを採用する。

(3) 実機模擬条件の選定結果

防火シートの施工は極力防火シートとケーブルを密着させて施工す

るが，トレイの形状により防火シートとケーブルの隙間には不確かさ

が生じるため，隙間がある状態を実機模擬条件とする。（ケーブル敷

設量で包絡されるため防火シートのばらつきに選定しない。） 
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1.2.3.3 防火シートの傷

(1) 防火シートの状態

複合体に外力が加わった場合の防火シートの傷を想定する。 

(2) 実機模擬条件の検討 

防火シートは具体的設計として，想定される外力ではケーブルが露

出しないことを確認したものを採用することから，防火シートに傷が

できケーブルが露出することは想定されないため，防火シートに傷が

ない状態を実機模擬条件に選定する。 

ただし，ケーブルが露出する事象については，不完全性として火災

防護に関する説明書別添 1 5.に記載する。

(3) 実機模擬条件の選定結果 

防火シートに傷がない状態を実機模擬条件に選定する。 

1.2.3.4 ファイアストッパの有無

(1) ファイアストッパの設置 

ファイアストッパの設置の有無を想定する。

(2) 実機模擬条件の検討

複合体の設計として，延焼の可能性があるトレイ設置方向にはファ

イアストッパを設置する。このため，加熱源により，シート面の状況

が異なることから，ファイアストッパの有無を実機模擬試験条件に選

定する。念のため，ファイアストッパと加熱源の距離を変化させた延

焼性を確認する。 

(3) 実機模擬条件の選定結果

ファイアストッパの有無を実機模擬条件に選定する。念のため，フ

ァイアストッパと加熱源の距離を変化させた延焼性を確認する。

1.2.4 試験条件の選定結果

1.2.1.1～1.2.3.4 項にて選定した実機模擬条件を第 7 表に示す。
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第 7 表 実機模擬条件の選定結果(1/2) 

構成品 実機の状態 実機模擬条件の選定結果 

ケーブル 種類・ 

サイズ

構成材料は 1 種類だが，複数の種類

（回路種別），複数のサイズが存在

する。 

損傷長が長く，発火性及び延焼リスクが高い非難燃ケーブルを選定する。 

使用期間 プラント運転開始以降，長期間使用

している。 

ケーブルの絶縁材及びシース材は，経年劣化の傾向として燃えにくくなることか

ら，新品ケーブルを選定する。

敷設量 使用箇所により，ケーブル敷設量が

変化する， 

ケーブル敷設量が耐延焼性に及ぼす影響を確認するため，少量敷設，設計最大量

敷設の 2 種類の敷設量を選定する。参考として満杯敷設による影響を確認する。

延焼防止材 延焼防止材が塗布されている箇所，

されていない箇所が存在する。 

延焼防止材は，加速劣化後も高い難燃性を有していることから，延焼防止材を塗

布していないケーブルを選定する。 

埃 長期間の使用により，可燃物である

埃が付着している。 

実機でサンプリングした埃の成分の発熱量はケーブルの発熱量と比べ非常に小さ

く，耐延焼性にほとんど影響しないことから，埃が付着していないケーブルを選

定する。 

ケーブル

トレイ

トレイタイ

プ 

(トレイ有

無)

基本的に使用するラダータイプと

計装ケーブルを敷設するソリッド

タイプが存在。また，電線管等から

トレイへの入線部などケーブル単

体の状態が存在する。

・トレイタイプは火炎を遮らないラダータイプを選定し，ケーブルトレイごと防

火シートを施工する

・ケーブル単体での敷設は距離が短く延焼の可能性は少ないためケーブルトレイ

敷設を選定する。参考として，ケーブルに直接，防火シートを巻き確認する。

トレイサイ

ズ（幅）

150mm から 750mm までのトレイ幅が

存在する。 

IEEE383 垂直トレイ燃焼試験では約 300mm 幅のバーナを使用することを踏まえ，

ケーブルトレイ幅として 300mm を選定する。

第 7 表 実機模擬条件の選定結果(2/2) 
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構成品 実機の状態 実機模擬条件の選定結果 

ケーブル

トレイ

トレイ

サイズ

(高さ） 

非難燃性ケーブルを敷設するト

レイは 120mm の高さのみ。

トレイ高さ 120mm を選定する。

トレイ

設置方向 

垂直，水平及び勾配が存在する。 最も延焼が広がる速度が速い垂直トレイを選定する。 

ケーブル

敷設形態 

整線，波状の形態が存在する。 垂直トレイではケーブルは重力で整線形態となることから，整線形態を選定する。

念のため，水平トレイにおいても，防火シートからケーブルへの熱伝導（熱伝達）が

良い整線形態での延焼への影響を確認する。 

トレイ

形状

直線形，Ｌ字形等，様々なトレイ

形状が存在する。 

火炎が最も速く広がる直線形の垂直トレイを選定する。 

ケーブル

の組合せ 

ケーブルには，様々なサイズの組

合せが存在する。 

ケーブルの種類（回路種別）で熱容量の小さい細径ケーブルのみが集合したものを

選定する。念のため，太径ケーブルのみが集合したものと比較する。 

防火 

シート

シートの

ずれ

外力が加わった場合の防火シー

トのずれを想定する。

ケーブルが防火シートで覆われた状態を実機模擬条件に選定する。

シートの

隙間

防火シートの隙間を想定する。 トレイの形状により防火シートとケーブルの隙間には不確かさが生じるため，隙間

がある状態とする（ケーブル敷設量による隙間の変化で包絡される。）。 

シートの

傷

外力が加わった場合の防火シー

トの傷を想定する。

防火シートに傷がない状態を実機模擬条件に選定する。 

ファイアス

トッパ

ファイアストッパの有無を想定

する。 

ファイアストッパ設置の有無を実機模擬条件に選定する。念のため，ファイアスト

ッパと加熱源の距離を変化させて確認する。 
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1.3 実機模擬試験の実施

1.2.4 項で選定した組合せに対する実機模擬条件は，ケーブル及びケー

ブルトレイごとに選定している。実機ではケーブル，ケーブルトレイ及び

防火シートを組合せた複合体となるため，実機模擬条件の保守的な組合せ

においても，複合体の損傷長が難燃ケーブルよりも短いことの関係性が保

たれていることを確認する。 

そのため，下記の通りケーブル及びケーブルトレイごとの実機模擬試験

条件を組合せて実機模擬試験を実施する。 

(1) トレイとケーブルの組合せとして，ケーブルトレイタイプ及びケー

ブル敷設量の組合せを考慮して実機模擬試験を行う。試験結果から

ケーブルトレイに関する最も燃えやすい組合せを選定する。参考と

してケーブル単体の形態を確認する。 

(2) (1)項のトレイとケーブルの組合せに対して，設計最大量敷設時のケ

ーブル組合せを踏まえた実機模擬試験を行う。この結果から最も保

守的なケーブル，ケーブルトレイの組合せを選定し，複合体の損傷

長が難燃ケーブルよりも短いことの関係性が保たれていることを確

認する。 

(3) 水平トレイにおける実機模擬試験を行い，保守的なトレイ設置方向

を確認する。なお，参考として波状敷設の形態を確認する。 

(4) ファイアストッパの有無における実機模擬試験を行い，複合体の損

傷長への影響を確認する。

上記の実機模擬試験の実施に係る保守的型式の決定フローを第 8 図に示

す。また，各項目の詳細を以下に記載する。 
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第 8 図 実機模擬試験の実施に係る保守的型式の決定フロー

① 最も燃えやすいトレイ型式の選定

トレイタイプ及びケーブル敷設量(設計最大量，少量)を組合せた保守

的な条件により実機模擬試験を行う。その結果から最も燃えやすいトレ

イ型式を選定する。

② ケーブル組合せの評価

各ケーブル組合せ(細径のケーブルのみが集合したもの，太径のケー

ブルのみが集合したもの)において，①から選定された最も燃えやすい

条件による実機模擬試験を行う。その結果から最も燃えやすいケーブル

組合せを選定する。 

③ 水平トレイにおけるケーブル敷設形態の評価

水平トレイにおけるケーブル敷設形態（整線）を条件とした保守的な

実機模擬試験を行う。

ケーブル敷設形態の違いによる耐延焼性への影響を評価するととも

に，敷設方向が垂直であることが燃えやすい条件であることを確認す

る。 

④ ファイアストッパ設置の評価

ファイアストッパ設置の有無を条件とした保守的な実機模擬試験を行

う。ファイアストッパによりシートとケーブル間の空間が異なることか

ら，ファイアストッパと加熱源の距離により，複合体への影響を確認す

る。 

①燃えやすいトレイ型式の選定

②ケーブルの組合せの評価

③水平トレイの評価

⑤保守的型式での評価

ケーブル，ケーブルトレイ及び防火シートの組合せにおける最

も燃焼しやすい保守的型式にて耐延焼性を確認する。

④ファイアストッパ設置の評価
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⑤ 保守的型式での評価

①～④項にて決定するケーブル，ケーブルトレイ及び防火シートの組

合せにおける最も燃焼しやすい保守的型式にて実機模擬試験を行い，保

守的型式においても損傷長が難燃ケーブルよりも短いことで，難燃ケー

ブルとの関係性及び耐延焼性が保たれていることを確認する。 

複合体の耐延焼性の確認として，ファイアストッパは内部発火を想定

したものであるが，外部の火災においても耐延焼性が保たれていること

を確認する。 
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別紙 1 

熱・放射線加速劣化試験方法

1. 試験概要 

本試験は電気学会技術報告(Ⅱ部)第 139 号「原子力発電所用電線・ケーブ

ルの環境試験方法ならびに耐延焼試験方法に関する推奨案」に基づき，60

年相当の熱及び放射線を重畳させた劣化試験を実施，酸素指数測定により難

燃性能を確認する。試験手順を第 1 図に示す。 

第 1 図 熱・放射線による耐久試験の手順

2. 試験条件 

(1) 熱劣化試験

加速熱劣化条件をアレニウス法により求め，試験日数を算出する。

(2) 放射線照射試験 

放射線量(積算)は，学会推奨案 40 年相当での放射線照射量である

500kGy(10kGy／ h 以下)を試験年数相当に換算する。 

3. 判定基準 

酸素指数を測定し初期特性から低下していないことを確認する。

酸素指数測定

放射線照射試験

熱劣化試験

試験供試体
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実機火災荷重を考慮した防火シートの限界性能試験 
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1. 目的

本資料は，発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書別添 1 3.2.5 項に

て示した，防火シートの限界性能試験の方法及び確認結果の詳細を示すため

に，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

防火シートの限界性能確認の方法及び確認結果の詳細を次頁以降に示す。 
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実機火災荷重を考慮した防火シートの限界性能試験 

1. 目的

防火シートの遮炎性が確保される範囲（限界性能）を確認する。

2. 供試体

防火シート(プロテコ シート-P2・eco) 

3. 試験方法 

建築基準法に規定されている指定性能評価機関が定めた遮炎性試験を基に

した加熱試験により，防火シートに火炎等が通るき裂等の損傷及び隙間が生

じる温度を確認する。試験の概要を第 1 表に示す。 

第 1 表 防火シート限界性能試験の概要

試験装置

概要

試験内容
・ISO834加熱曲線で加熱し，防火シートに火炎等が通るき裂等

の損傷及び隙間が生じる温度を確認する。

4. 試験結果 

ISO834 の加熱曲線の 70 分間（試験設備の限界）加熱を行ったが，防火シ

ートに火炎等が通るき裂等の損傷及び隙間は生じない。 

試験結果を第 2 表に示す。

【供試体正面】

800mm

1,500m

【 ISO834 加熱曲線】
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5. 防火シートの限界性能と東海第二の火災荷重の比較

(1) 遮炎性試験時の加熱量

試験時のバーナ平均熱量 500 kW/sec 

供試体（防火シート）面積 1.2 m2 

単位面積当たり（1m2）の熱量
416.7 kW/m2 

1,500 MJ/m2 

(2) 火災区画における最大火災荷重（潤滑油漏洩による火災想定）

火災区画 LPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ室

火災荷重 286MJ/m2 

なお，自動消火設備が設置されている部屋は対象外とした。

6. 評価

ISO834 の加熱曲線の 70 分間加熱を行い，防火シートに火炎等が通るき裂

等の損傷及び隙間が生じないことを確認した。 

また，火災区画の補機火災で想定される最大火災荷重に対し，試験時のバ

ーナによる熱量は十分大きいため，防火シートは外部の火災に対し十分な遮

炎性能を有することも確認した。 
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第 3-1-2 表  防火シートの限界性能評価結果詳細

供試体：防火シート(プロテコ シート-P2・eco) 

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱

加熱面

試験前 試験後

加熱時間 （分）

10 20 30 40 

50 60 70 

加熱温度 968℃まで加熱したが防火シートに損傷及び隙間が生じない
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防火シート重ね部の遮炎性試験
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 1.4 項にて示した，防火シート

の重ね部の遮炎性能試験の方法及び試験結果の詳細を示すために，補足資料

として添付するものである。 

2. 内容

防火シートの重ね部の遮炎性能試験の方法及び試験結果の詳細を次頁以降

に示す。 
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防火シート重ね部の遮炎性試験

1. 目的

防火シート重ね部が複合体内部の火炎を遮る性能を有していることを確認

する。 

2. 供試体

施工要領に準じて施工した防火シート重ね部

・防火シート(プロテコ シート-P2・eco)

3. 試験方法及び判定基準

建築基準法に規定されている指定性能評価機関が定めた試験方法，判定基

準による。 

試験の概要を第 1 表に示す。

第 1 表 遮炎性試験の概要

試験装置

概要

試験内容
・加熱炉に供試体設置する。

・ISO834 加熱曲線となるように 20 分間加熱する。

判定基準

・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと

・非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎がないこと

・非加熱面に 10 秒を超えて連続する火炎の噴出がないこと

【供試体正面】

シート重ね代

100mm 
【 ISO834 加熱曲線】



補-5-14-3 

4. 試験結果 

試験結果は第 2 表のとおりである。 

また，実証試験の詳細は第 3 表のとおりである。

5. 評価

防火シート重ね部は複合体内部の火炎を遮る性能を有している。

第 2 表 遮炎性試験結果

No 
火炎が通るき裂等

の損傷及び隙間 

非加熱面で 10 秒を

超えて継続する発炎

非加熱面へ 10 秒

を超えて連続す

る火炎の噴出 

判定

結果

１ 無 無 無 良

２ 無 無 無 良
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第 3 表 遮炎性試験結果詳細(1/2) 

供試体：防火シート重ね部（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱 

No 
加熱面 判定

結果試験前 試験後

1 良

加熱時間（min）

1 10 15 

火炎が通るき裂等の損傷及び隙間 無

非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎 無

非加熱面へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出 無
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第 3 表 遮炎性試験結果詳細(2/2) 

供試体：防火シート重ね部（プロテコ シート-P2・eco）

試験条件：ISO834 に則る加熱曲線での加熱 

No 
加熱面 判定

結果試験前 試験後

2 良

加熱時間（min）

1 10 15 

火炎が通るき裂等の損傷及び隙間 無

非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎 無

非加熱面へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出 無
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耐延焼性実証試験条件
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 3.2.2 項にて示した耐延焼性実

証試験の試験条件の詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

耐延焼性実証試験の試験条件の詳細を次頁以降に示す。
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耐延焼性実証試験条件 

項目 実証試験 

試験室 

サイズ(m) 

(W×D×H) 
W12×D9×H6.5 

換気 自然 

トレイ 
サイズ(mm) 

(W×D×H) 

実証試験条件の選定結果による 

ケーブル 

ケーブル配置(mm) 

ケーブル間隔 

バーナ 

種類 AGF 製リボンバーナ 

位置 

(mm) 

トレイ底面 約 600 

ケーブル表面 約 75※ １  

ガス・空気

熱量(kW) 20※ １  

種類 

プロパンとプロピレンの配合量が

95%(モル%)以上の液化石油ガス(LP

ガス) 

ガス流量( /分) 
13※ １  

0.78m３ /h 以上(20℃) 

空気流量( /分) 65(3.9m３ /h)※ １  

※１：バーナ熱量を変化させた試験では変更となる。 
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項目 実証試験

火炎
長さ(mm) 約 400※ ２

温度(℃) 約 840 以上※ ２

試験要領

バーナに点火し，20 分間燃焼させる。 

火源が除去された後，あるいは燃え尽きた後でも

燃焼し続けるケーブルは燃焼範囲を測定するた

め，そのまま燃焼させておく。 

判定基準

・燃え止まること。（供試体の最上端まで損傷しな

いこと）

・火源が除去されたとき自己消火すること。

損傷判定箇所

ケーブル：シース及び絶縁体の火ぶくれ，溶融，

炭化，灰化 

防火シート：炭化，灰化

※２：バーナ熱量を変化させた試験では変更となる。
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損傷長の判定方法
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 3.2.2 項にて示した損傷長の判

定基準の詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

損傷長の判定方法を次頁以降に示す。



補-5-16-2 

損傷長の判定方法

耐延焼性の実証試験では，損傷の境界を確認し，バーナ位置を基準として最

大損傷長を測定する。 

損傷長の判定方法を第 1 図に示す。また，損傷長の判断基準を第 1 表に示

す。 

第 1 図 ケーブル及び防火シートの損傷長の判定方法

【溶融】

表面が溶けて色が変化

【炭化】

表面が硬化し削れる。

【灰化】

形状を残していない。

損傷の境界

【ケーブルシース】

【防火シート】

【炭化】

表面が硬化し削れる。

【灰化】

ピックが刺さる。

損傷の境界
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第 1 表 ケーブル及び防火シートの損傷長判定基準 

対象 損傷区分 判定基準

ケーブル

溶融
シース ケーブル表面の変形

絶縁体 絶縁体の異常な変形

火ぶくれ
シース ケーブル表面の膨れ

絶縁体 絶縁体の異常な膨れ

炭化
シース

シース表面を金属ピックで一定の

力で突き刺す。この時素材に弾性

がないこと，乾いた音が生じて表

面が崩れるなどを確認 

絶縁体 同上

灰化
シース

シース表面を金属ピックで一定の

力で突き刺す。この時乾いた音を

たてずに崩れることを確認 

絶縁体 同上

防火

シート

溶融 発生しない

火ぶくれ 発生しない

炭化

防火シート表面に金属ピックで一定の力で突き刺

し，穴が開かないことを確認後，シート表面をピ

ックで引っ掻き，表面の難燃ゴムが容易に削れる

こと（ゴム弾性を失う状況）を確認 

灰化

防火シート表面に金属ピックで一定の力で突き刺

す。この時，ほとんど抵抗なくシートを貫通する

ことを確認 
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複合体の構成品の組合せによる耐延焼性の確認
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 3.2.6 項にて示した複合体の構

成品の組合せによる耐延焼性の確認結果の詳細を示すために，補足資料とし

て添付するものである。 

2. 内容

複合体の構成品の組合せによる耐延焼性の確認結果の詳細を次頁以降に示

す。 



補-5-17-2 

複合体の構成品の組合せによる耐延焼性の確認

1. 目的

複合体は設計方針に基づき防火シートを巻いた完全な状態であるが，複合

体の燃焼メカニズムから構成品（ケーブル，ケーブルトレイ）の組合せを考

慮しても，複合体とすることで難燃ケーブルを上回る耐延焼性を確認するた

め，本文 3.2.5 項の燃焼試験結果を踏まえた燃焼試験にて，複合体の延焼が

燃え止まること及び複合体の損傷長が比較対象とした難燃ケーブルの延焼に

よる損傷長よりも短いことを確認する。 

2. 供試体

本文 2.2 項にて示した，損傷長の比較によって選定した非難燃ケーブルを

用いる。ケーブル及びケーブルトレイのばらつきを考慮した実機模擬条件に

ついては，本文 2.3 項にて示した組合せとする。 

3. 試験方法及び判定基準

本試験は構成品の組合せによる耐延焼性を難燃ケーブルと比較するため，

難燃ケーブルの延焼性を確認する燃焼試験の試験条件に準拠した方法にて試

験を実施する。ただし，水平トレイに対する試験については，ケーブルの燃

焼に対してより保守的となるように複合体内部に空気層を設け，複合体内部

の火災を模擬する試験では，ケーブルを露出させた部分が直接バーナで加熱

し着火させて試験する。また，加熱源が除去された場合，複合体が燃え止ま

るとともに，複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長（1,780mm）より短い

ことを確認する。試験方法については第 1 表，第 2 表及び第 3 表に示す。 
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第 1 表 複合体構成品の組合せによる耐延焼性試験の概要

試験体の

据付例

複合体(非難燃ケーブル) 

火源 リボンバーナ

使用燃料 液化石油ガス

バーナ

熱量
20kW 

加熱時間

20 分

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケー

ブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。

試験回数 1 回

判定基準 燃え止まること。

非難燃

ケーブル

防火シート

バーナ

結束ベルト
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第 2 表 ケーブル敷設量による耐延焼性能試験の概要

試験体の 

据付例

複合体(非難燃ケーブル) 

火源 リボンバーナ

使用燃料 液化石油ガス

バーナ熱量 20kW 

加熱試験 

20 分

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケーブ

ルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。

試験回数 各１回

判定基準 ・燃え止まること。

防火シート

バーナ非難燃

ケーブル

ケーブル敷設量

変化（隙間の変化）
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第 3 表 ファイアストッパと加熱位置の確認試験概要

試験体の

据付例

複合体(非難燃ケーブル) 

火源 リボンバーナ

使用燃料 液化石油ガス

バーナ

熱量
20kW（ファイアストッパとバーナの距離を変化させる。）

加熱時間

20 分

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケー

ブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。

試験回数 各 1 回

判定基準 ・燃え止まること。

非難燃

ケーブル

防火シート

バーナ

結束ベルト

ファイア

ストッパ
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4. 試験結果 

複合体の構成品のばらつきを組合せた保守的な試験条件とした場合におい

ても，難燃ケーブルを上回る耐延焼性を有することが確認できた。試験結果

を第 4 表～第 8 表にまとめる。また，試験結果の詳細を第 9 表～第 12 表に

記載する。 

第 4 表 ケーブル敷設量の変化の確認試験結果

ケーブル

敷設量 

ケーブル

トレイ形状

防火シートとケ

ーブルの隙間 

最大損傷長

(mm) 

判定

結果

少量
ラダー 大 570 良

なし(参考) なし 800 良

設計最大量 ラダー 小 700 良

満杯 ラダー なし 980 良

※1：ケーブルトレイに敷設の形態は防火シートとケーブルに隙間がある状

態ため加熱源からの熱伝達が悪くなる。一方，隙間が小さくなると熱

伝達（熱伝導）が良くなりケーブルがシートに接するため損傷長が大

きくなる。なお，実機で非難燃ケーブルがトレイいっぱいに敷設され

ることはないが，傾向を確認するため実施。また，トレイなし（ケー

ブル単体）箇所は距離が短く延焼の可能性が小さいことから参考とし

た。 

第 5 表 ケーブル組合せの確認試験結果

ケーブル

の組合せ※ ２

最大損傷長の平均

(mm) 

判定

結果

太径 595 良 

細径 800 良 

※2：ケーブルの種類毎の性能比較結果より，低圧電力ケーブルの太径と細

径で比較した。
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第 6 表 水平トレイにおけるケーブル敷設形態の確認試験結果 

トレイ 

設置形態 

最大損傷長 

(mm) 

判定 

結果 

整線 740 良 

 

第 7 表 ファイアストッパとバーナ距離変化の確認試験結果 

ファイアストッパと 

バーナの距離(mm) 

最大損傷長 

(mm) 
判定結果 

362.5 1,220 良 

662.5 890 良 

1262.5 760 良 

 

第 8 表 保守的型式における確認試験結果 

供試体 
ケーブル

敷設量 

トレイ 

タイプ 

ケーブル

組合せ 

トレイ 

設置方向

最大 

損傷長 

(mm) 

判定

結果

複合体 
設計最大

量 
ラダー 細径 垂直 1,220※ ３  良 

※3：第 7 表で示した複合体のうち損傷長が最も長いものを再掲した。 
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第 9 表 複合体構成品の組合せによる耐延焼性試験結果詳細(1/2) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：少量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

トレイタイプ：ラダートレイ

防火シートの施工
シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

シートとケーブルの隙間：約 85mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

―

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長(mm) 570 

シース溶融シース炭化シート炭化
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第 9 表 複合体構成品の組合せによる耐延焼性試験結果詳細(2/2) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直

トレイタイプ：ラダートレイ

防火シートの施工
シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

シートとケーブルの隙間：約 40mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

―

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長(mm) 700 

シース溶融シース炭化シート炭化
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第 9 表 複合体構成品の組合せによる耐延焼性試験結果詳細(参考 1/2) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：満杯 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工
シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

シートとケーブルの隙間：0mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

―

損傷距離：シート(炭化:620mm)，シース(溶融:980mm，炭化:560mm) 

シートの状況 ケーブルの状況

判定結果 良

シース溶融シート炭化 シース炭化
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第 9 表 複合体構成品の組合せによる耐延焼性試験結果詳細(参考 2/2) 

供
試
体

複合体

(ケーブル単体)

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：少量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

ケーブル敷設方向：垂直

トレイタイプ：なし

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後

1 

2 

3 

損
傷
長

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長平均(mm) 800 
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第 10 表  ケーブル組合せの確認試験結果の詳細(1/2) 

供
試
体

複合体

(太径) 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：19(41※ )mm 敷設量：少量

※：トリプレックス型（3 本より合わせ）

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

ケーブル敷設方向：垂直

トレイタイプ：なし

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後

1 

2 

3 

損
傷
長

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長平均(mm) 595 
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第 10 表  ケーブル組合せの確認試験結果の詳細(2/2) 

供
試
体

複合体

(細径) 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：少量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

ケーブル敷設方向：垂直

トレイタイプ：なし

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

No 5 分後 10 分後 20 分後 消炎後

1 

2 

3 

損
傷
長

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長平均(mm) 800 
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第 11 表  水平トレイにおけるケーブル敷設形態の 

確認試験結果詳細(1/2) 

供
試
体 

複合体 

（完全な状態） 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量/整

線 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：水平 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

加熱時間 
消炎後 

5 分後 10 分後 20 分後 

シートの状況 ケーブルの状況 

最大損傷長(mm) 740 

 

  

シース溶融シース炭化シート炭化
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第 11 表  水平トレイにおけるケーブル敷設形態の

確認試験結果詳細(2/2) 

供
試
体

複合体 

(バーナ部シート無)

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm 敷設量：設計最大量/整

線

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：水平

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

加熱時間
消炎後

5 分後 10 分後 20 分後

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長(mm) 740 

シース溶解シース炭化シート炭化
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第 12 表  ファイアストッパとバーナ距離変化の

確認試験結果詳細(1/3) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工

シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

ファイアストッパ位置：325mm～ 400mm

1,225mm～ 1,300mm 

バーナ熱量
20kW(ファイアストッパとバーナの距離：

362.5mm) 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

1 

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長(mm) 1,220 

シース溶融シース炭化シート炭化
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第 12 表  ファイアストッパとバーナ距離変化の

確認試験結果詳細(2/3) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工

シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

ファイアストッパ位置：625mm～ 700mm

1,525mm～ 1,600mm 

バーナ熱量
20kW(ファイアストッパとバーナの距離：

662.5mm) 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

２

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長(mm) 890 

シース溶解シース炭化シート炭化
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第 12 表  ファイアストッパとバーナ距離変化の

確認試験結果詳細(3/3) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工

シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

ファイアストッパ位置：1,225mm～1,300mm

2,125mm～ 2,200mm 

バーナ熱量
20kW(ファイアストッパとバーナの距離：

1,262.5mm) 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

3 

シートの状況 ケーブルの状況

最大損傷長平均(mm) 760 

シース溶融シース炭化シート炭化
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加熱熱量の違いによる性能比較評価の確認方法



補-5-18-1 

1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 3.2.5 項にて示した加熱熱量の

違いによる耐延焼性確認の方法及び確認結果の詳細を示すために，補足資料

として添付するものである。 

2. 内容

加熱熱量の違いによる耐延焼性確認の方法及び確認結果の詳細を次頁以降

に示す。 
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加熱熱量の違いによる性能比較評価の確認方法

1. 目的

燃焼条件として，実機状態を模擬した複合体に与える熱量を本文

3.2.4(1)項の試験よりも強くした燃焼条件で試験を実施しても複合体が燃え

止まるとともに，その損傷長が難燃ケーブルよりも短いことを確認する。 

2. 供試体

耐延焼性能試験の評価より，保守的にケーブルを選定し，本文 2.2 項にて

比較評価して複合体の損傷長から選定したケーブルを用いる。供試体を第 1

表に示す。 

第 1 表 供試体の種類

対象

ケーブル
ケーブル

トレイ形状
ケーブル

種類
絶縁材 シース材

外径

（mm）
敷設量

複合体
低圧電力

ケーブル

架橋 

ポリエチレン
ビニル 14.5 

設計

最大量
ラダー

難燃

ケーブル

難燃架橋 

ポリエチレン

難燃

ビニル
14.0 

設計

最大量
ラダー

3. 試験方法及び判定基準

難燃ケーブルの耐延焼性試験の燃焼条件以上の加熱量を与える。試験方法

については，第 2 表に示す。 
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第 2 表 加熱量を増加させた性能確認試験の概要

試験体の

据付例

複合体(非難燃ケーブル) 難燃ケーブル

火源 リボンバーナ

使用燃料 液化石油ガス

バーナ

熱量

防火シートの遮炎性能が確保される範囲（20,30kW）で試験を行

う。 

加熱時間

20 分

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケー

ブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。

試験回数 複合体：3 回(20kW),2 回(30kW),難燃ケーブル 1 回(20kW,30kW) 

判定基準 複合体：燃え止まること。

ケーブル

防火シート

バーナ

結束ベルト

ケーブル

ケーブル

トレイ

バーナ
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バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレイ燃焼試験



補-5-19-1 

1. 目的

本資料は，バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレイ燃焼試験の詳細を示す

ために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレイ燃焼試験の詳細を，次項以降に示

す。 
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バーナ加熱熱量を変化させた垂直トレイ燃焼試験

加熱熱量変化時の性能確認試験結果の詳細(1/7) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：満載 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

1 

損傷距離：シート(炭化:680mm)，シース(溶融:600mm，炭化:390mm) 

シートの状況 ケーブルの状況

シース溶融シース炭化シート炭化
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加熱熱量変化時の性能確認試験結果の詳細(2/7) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：満載 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

2 

損傷距離：シート(炭化:680mm)，シース(溶融:690mm，炭化:380m) 

シートの状況 ケーブルの状況

シース溶融シース炭化シート炭化
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加熱熱量変化時の性能確認試験結果の詳細(3/7) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：満載 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

3 

損傷距離：シート(炭化:700mm)，シース(溶融:700mm，炭化:420mm) 

シートの状況 ケーブルの状況

シース炭化 シース溶融シート炭化



補-5-19-5 

加熱熱量変化時の耐延焼性確認試験結果の詳細(4/7) 

供
試
体

難燃ケーブル

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.0mm

絶縁材：難燃架橋ポリエチレン

シース：難燃ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 なし

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

1 

損傷距離：シース(溶融:1,780mm，炭化:1,690mm) 

シートの状況 ケーブルの状況

シース炭化 シース溶融
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加熱熱量変化時の耐延焼性確認試験結果の詳細(5/7) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：満載 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

バーナ熱量 30kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

1 

損傷距離：シート(炭化:1,120mm)，シース(溶融:1,010 mm，炭

化:710mm) 

シートの状況 ケーブルの状況

シース溶融シース炭化シート炭化
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加熱熱量変化時の耐延焼性確認試験結果の詳細(6/7) 

供
試
体

複合体

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：満載 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm

バーナ熱量 30kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

２

損傷距離：シート(炭化:1,070mm)，シース(溶融:930mm，炭化:680mm)

シートの状況 ケーブルの状況

シース溶融シース炭化シート炭化
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加熱熱量変化時の耐延焼性確認試験結果の詳細(7/7) 

供
試
体

難燃ケーブル

ケーブル種類：低圧電力ケーブル

ケーブル外径：14.0mm

絶縁材：難燃架橋ポリエチレン

シース：難燃ビニル

トレイ設置方向：垂直

防火シートの施工 なし

バーナ熱量 30kW 

供試体の断面

No 
加熱時間

消炎後
5 分後 10 分後 20 分後

1 

損傷距離：シース(溶融:2,030mm，炭化:1,990mm) 

シートの状況 ケーブルの状況

シース溶融シース炭化
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過電流によるケーブルの燃焼プロセス
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1. 目的

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 4.1 項にて示した過電流による

燃焼プロセスを示すために，補足資料として添付するものである。 

2. 内容

過電流による燃焼プロセスを次頁以降に示す。
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過電流によるケーブルの燃焼プロセス

経過 ケーブルの状態 プロセス

過電流

発生

・ 過 電 流 (過 大 電

流 )が 発 生 す る

とジュール熱に

より導体が発熱

可燃性

ガス発生

・導体が熱源とな

り加熱され，絶

縁 体 が 熱 分 解

し，可燃性ガス

がシース内側に

充満

ケーブル

発火

・可燃性ガスによ

りシースが膨張

し強度の限界を

超えると外部に

噴出

・酸素と結合し発

火温度となると

引火に至る。

パターン

１

電流遮断

・断線等により電

流 が 遮 断 さ れ る

と 加 熱 源 は ケ ー

ブルのみになる。

シース

絶縁体

負荷

過電流

電源

導体(導体抵抗が発熱) 

シース
可燃性ガス発生(絶縁体)

負荷

過電流

電源

熱源（導体) 

負荷

過電流

電源

発火
可燃性ガス
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経過 ケーブルの状態 プロセス

パターン

２

過電流継

続による

燃焼の

促進

・導体及び発火に

よるケーブルが

熱源となり，ケ

ーブルの燃焼が

継続する。

負荷

過電流

電源
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複合体内部ケーブルの自己消火性の実証試験
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 4.2.1 項にて示した複合体内部

ケーブルの自己消火性の実証試験の方法及び試験結果の詳細を示すために，

補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

複合体内部の発火に対する自己消火性の実証試験の方法及び試験結果の詳

細を次頁以降に示す。 
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複合体内部ケーブルの自己消火性の実証試験 

 

1. 目的 

複合体内部の発火を想定した自己消火性の実証試験を実施し，非難燃ケー

ブルが自己消火することを確認する。 

 

2. 供試体 

複合体内部の非難燃ケーブルは不燃材の防火シートで覆われることなくケ

ーブル単体で敷設されることから，試験対象ケーブルを本文 2.2(2)項で選

定したケーブル単体とし，バーナ火炎を直接ケーブルに当てるものとする。

供試体の種類を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 供試体の種類 

ケーブル種類 絶縁材 シース材 
外径 

(mm) 

計装 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 9.5 

制御 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 9.9 

低圧電力 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 14.5 

架橋 

ポリエチレン 
ビニル 19(41)※ １  

 ※１：トリプレックス形： ( )外は単芯外形，( )内は 3 本より合わせ外径を

示す。 

 

3. 試験方法及び判定基準 

UL 垂直燃焼試験(UL1581 1080VW-1 Flame Test)を準拠して試験を実施す

る。試験方法について，第 2 表に示す。 
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第 2 表 自己消火性の実証試験の概要(UL1581 1080VW-1 Flame Test) 

供試体の 

据付例 

試験内容 

・供試体を垂直に保持し，20 度の角度でバーナの炎をあてる。 

・15 秒着火，15 秒休止※ ２を 5 回繰り返し，試料の燃焼の程度を

確認する。 

火源 チリルバーナ 

使用燃料 メタンガス 

試験回数 ３回（回数の規定なし） 

判断基準 

①  残炎による燃焼が 60 秒を超えない。 

②  表示旗が 25％以上焼損しない。 

③  落下物によって下に設置した外科用綿が燃焼しない。 

※２：「前回のガス接炎が終了した後の接炎休止時間 15 秒を超えて試験品

による自己燃焼が持続する場合には，当該自己燃焼が消滅した後に次

回のガス炎の接炎を行う。」（UL1581 1080.13 より抜粋） 

  

供試体

単位：mm 
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4. 試験結果 

自己消火性の試験結果のまとめを第 4-2-3 表に，各供試体の実証試験結果

の詳細を第 4 表に示す。 

 

5. 評価 

供試体ケーブルは自己消火性を有することを実証した。 

 

第 3 表 自己消火性の実証試験結果のまとめ 

ケーブル 

種類 
絶縁材料

シース

材料 

外径 

(mm) 

最大 

残炎時間 

(秒) 

表示旗

の損傷 

(%) 

綿の

燃焼

判定

結果

計装 

ケーブル 

架橋ポリ

エチレン
ビニル 9.5 12 0 無  良 

制御 

ケーブル 

架橋ポリ

エチレン
ビニル 9.9 13 0 無  良 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリ

エチレン
ビニル 14.5 16 0 無  良 

架橋ポリ

エチレン
ビニル

19(41)※

３  
0 0 無  良 

※３：トリプレックス形： ( )外は単芯外径，( )内は３本より合わせ外径

を示す。 
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(1/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：計装ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：9.5mm 熱容量：104J/K・m 

No 
残炎時間（秒） 表示旗 

の損傷(%) 

綿の

損傷1 2 3 4 5 最大 

1 0 2 2 2 12 12 0 無  

2 0 1 2 3 11 11 0 無  

3 0 2 2 7 11 11 0 無  
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(2/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：計装ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：9.5mm 熱容量：104J/K・m 

No 試験前 残炎後着火時 試験後 判定結果 

1 

  

 
良  

最大残炎時間：12 秒（5 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

2 

   

良  

最大残炎時間：11 秒（5 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

3 

   

良  

最大残炎時間：11 秒（5 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(3/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：制御ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：9.9mm 熱容量：116J/K・m 

No 
残炎時間（秒） 表示旗 

の損傷(%) 

綿の

損傷1 2 3 4 5 最大 

1 1 1 3 3 2 3 0 無  

2 1 2 2 4 3 4 0 無  

3 0 13 3 2 9 13 0 無  
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(4/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：制御ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：9.9mm 熱容量：116J/K・m 

No 試験前 残炎後着火時 試験後 判定結果

1 

   

良  

最大残炎時間：3 秒（4 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

2 

   

良  

最大残炎時間：4 秒（4 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

3 

   

良  

最大残炎時間：13 秒（2 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(5/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：14.5mm 熱容量：252J/K・ m 

No 
残炎時間（秒） 表示旗 

の損傷(%) 

綿の

損傷1 2 3 4 5 最大 

1 1 3 16 1 2 16 0 無  

2 1 2 1 1 0 2 0 無  

3 1 1 2 1 1 2 0 無  
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(6/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：14.5mm 熱容量：252J/K・ m 

No 試験前 残炎後着火時 試験後 判定結果 

1 

   

良  

最大残炎時間：16 秒（3 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

2 

   

良  

最大残炎時間：2 秒（2 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

3 

   

良  

最大残炎時間：2 秒（3 回目） 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(7/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：19mm 熱容量：681J/K・m 

No 
残炎時間（秒） 表示旗 

の損傷(%) 

綿の

損傷1 2 3 4 5 最大 

1 0 0 0 0 0 0 0 無  

2 0 0 0 0 0 0 0 無  

3 0 0 0 0 0 0 0 無  
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第 4 表 自己消火性の実証試験結果の詳細(8/8) 

ケーブルの仕様 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：19mm 熱容量：681J/K・m 

No 試験前 残炎後着火時 試験後 判定結果 

1 

   

良  

最大残炎時間：0 秒 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

2 

 

良  

最大残炎時間：0 秒 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

3 

 
 

 

良  

最大残炎時間：0 秒 表示旗の損傷：

0％ 

綿の焼損：無 

 

 

 



 

 

補足説明資料 5－22 

トレイの設置方向による延焼性の確認結果 



補-5-22-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添1 4.2.2.2項にて示した延焼の可

能性のあるトレイ敷設方向の確認試験の方法及び試験結果の詳細を示すため

に，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

延焼の可能性のあるトレイ敷設方向の確認試験の方法及び試験結果の詳細

を次頁以降に示す。 
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トレイの設置方向による延焼性の確認結果 

 

1. 目的 

複合体内部の発火に対して，垂直又は水平等のトレイ設置方向による複合

体内部ケーブルの耐延焼性の試験を実施し，延焼の可能性がある設置方向に

ついて確認する。 

 

2. 供試体 

「高浜１，２号炉 設置許可８条まとめ資料 別添１」における燃焼の可能

性のあるトレイ設置方向の特定に関する試験を参考に，試験結果を評価し選

定する。 

実機施工においては，複合体内部の酸素の量が定量的に管理できないこと

から，防火シートとケーブルに隙間が発生する可能性がある。このことから，

試験においては，垂直のトレイ設置方向は延焼するものと評価し，トレイ設

置方向の確認は水平及び勾配（45°）の2種類について延焼性を確認する。水

平トレイでは整線形態に加え，念のため参考として，保守的に波状形態にし

て延焼性を確認する。また，勾配トレイについて，実機では非難燃ケーブル

全面に延焼防止材が塗布されており，非難燃ケーブル単体で波状となってい

る箇所はないことから，整線状態で延焼性を確認する。 

なお，実機で使用する非難燃ケーブル及びケーブルトレイについて実機施

工を考慮した複合体により試験する。供試体の種類を第4-5-1表に示す。 
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第 1 表 供試体の種類 

ケーブル 
ケーブル 

トレイ形状 

防火シートと

ケーブルの 

隙間の有無 

ケーブル 

種類 
絶縁材

シース

材 

外径

(mm)
敷設量

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリ

エチレン
ビニル 14.5

設計 

最大量
ラダー

水平 

有 

（整線） 

（参考:波状）

勾配 

(45°) 
有  

 

3. 試験方法及び判定基準 

試験条件，試験方法を第2表に示す。 
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第 2 表 トレイ設置方向による確認試験の概要 

試験体の 

据付例 

トレイ設置方向 複合体 

水平 

勾配 

（45°） 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ熱

量 
20kW 

加熱時間 

20 分  

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケー

ブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 １回 

判定基準 供試体の間で燃え止まること。 

 

  

防火シート  

バーナ  
非難燃  
ケーブル  バーナ部  

ケーブル露出  

隙間  

防火シート  

非難燃  
ケーブル  

バーナ  

隙間  
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4. 試験結果 

試験結果のまとめを第4-5-3表，実証試験の詳細を第4-5-4表に示す。 

 

5. 評価 

複合体内部の発火に対して，延焼の可能性があるトレイ設置方向は垂直ト

レイである。 

 

第 3 表 トレイの設置方向による延焼性の確認試験結果 

トレイ設置方向 
防火シートと 

ケーブルの隙間有無

最大損傷長 

（mm） 
判定結果 

水平（整線） 有 740 良 

水平（波状:参

考） 
有 1,690 

良 

勾配（45°） 有 850 良 

垂直 有 ―※ １  否※ １  

※１：垂直は「高浜１，２号炉 設置許可８条まとめ資料 別添１」の燃焼の

可能性の高いトレイ設置方向の試験結果を引用して評価し延焼すると

判断した。 
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第 4 表 トレイの設置方向による延焼性の確認試験結果の詳細(1/2) 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート無) 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：水平 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

加熱時間 
消炎後 

5 分後 10 分後 20 分後 

損傷距離：シート(炭化:430mm)，シース(溶融:740mm，炭化:350mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

 

  

シース溶融シース炭化シート炭化
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第 4 表 トレイの設置方向による延焼性の確認試験結果の詳細(参考) 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート無)

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量/波

状 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：水平 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

加熱時間 
消炎後 

5 分後 10 分後 20 分後 

損傷距離：シート(炭化:550mm)，シース(溶融:1,690mm，炭化:490mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

シース溶解シース炭化シート炭化
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第 4 表 トレイの設置方向による延焼性の確認試験結果の詳細(2/2) 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート無)

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：勾配（45°） 

防火シートの施工 シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

加熱時間 
消炎後 

5 分後 10 分後 20 分後 

損傷距離：シート(炭化:770mm)，シース(溶融:850mm，炭化 540mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

 

 

 

シース溶融シース炭化シート炭化



 

 

補足説明資料 5－23 

延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験 



補-5-23-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添1 4.2.2.3項にて示した延焼の可

能性のあるトレイ敷設方向への対応の確認試験の方法及び試験結果の詳細を

示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

延焼の可能性のあるトレイ敷設方向への対応の確認試験の方法及び試験結

果の詳細を次頁以降に示す。 
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延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験 

 

1. 目的 

複合体内部の発火に対して，延焼の可能性があると特定されたトレイ設置

方向について，ファイアストッパにてシートとケーブルの隙間を閉鎖するこ

とで，複合体内部のケーブルが燃え止まることを確認する。 

 

2. 供試体 

本文3.4.5項にて示した，損傷長の比較による評価と延焼リスクを考慮した

非難燃ケーブルを用いる。また，本文4.3.5項にて延焼の可能性のあるトレイ

設置方向と特定した垂直トレイにおいて，ファイアストッパを取り付けたも

のとする。なお，ケーブルの量によりシートとケーブル間に隙間がない状態

と隙間が発生する状態があるため，それぞれ確認する。 

 

3. 試験方法及び判定基準 

本文3.項の結果を踏まえ，試験条件及び試験方法を延焼の可能性のあるト

レイ設置方向への対応の実証試験の概要として第1表に示す。 
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第 1 表 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験概要 

試験体の 

据付例 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ 

熱量 

20 kW 

加熱時間 

20 分  

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケー

ブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 １回 

判定基準 ・燃え止まること。 

  

防火シート 

バーナ

ファイア
ストッパ  

非難燃 

ケーブル 

防火シート

重ね部 

ファイア  
ストッパ  

バーナ  

防火シート

重ね部  

ケーブル  
トレイ

非難燃  
ケーブル  

【ケース１】  【ケース２】 

隙間 
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4. 試験結果 

実証試験結果のまとめを第2表に，実証試験結果の詳細を第3表に示す。 

 

5. 評価 

複合体内部のケーブル発火に対しては，ファイアストッパにて防火シート

とケーブルの密着性を高めることで，複合体内部ケーブルが燃え止まること

を確認した。 

 

第 2 表 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の実証試験結果 

ケーブル ケーブル

トレイ形

状 

複合体

の 

ケース

最大 

損傷長 

(mm) 

判定 

結果 
ケーブ

ル種類 
絶縁材 

シース

材 

外径 

(mm) 

低圧電

力 

ケーブ

ル 

架橋ポ

リ 

エチレ

ン 

ビニル 14.5 
ラダー 

(垂直) 

1 1,070 良  

2 1,280 良  
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第 3 表 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の 

実証試験結果の詳細(1/2) 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート無）

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直 

防火シートの施工 
シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

ファイアストッパ位置：1,075～ 1,150mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

 

No 
加熱時間 

消炎後 
5 分後 10 分後 20 分後 

ケ
ー
ス
１ 

損傷距離：シート(炭化:850mm)，シース(溶融:1,070mm，炭化:910mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

  

シース溶融シース炭化シート炭化
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第 3 表 延焼の可能性のあるトレイ設置方向への対応の 

実証試験結果の詳細(2/2) 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート

無） 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：水平 

防火シートの施工 
シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

ファイアストッパ位置：1,075～ 1,150mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

No 
加熱時間 

消炎後 
5 分後 10 分後 20 分後 

ケ
ー
ス
２ 

損傷距離：シート(炭化:1,140mm)，シース(溶融:1,280mm，炭

化:1,090mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

 

 

シース溶融シース炭化シート炭化



 

 

補足説明資料 5－24 

過電流模擬試験による防火シート健全性評価 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添1の4.3.3項にて示した過電流模擬

試験の方法及び確認結果の詳細を示すために，補足資料として添付するもの

である。 

 

2. 内容 

過電流模擬試験の方法及び確認結果の詳細を次頁以降に示す。 
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過電流模擬試験による防火シート健全性評価 

 

1. 目的 

過電流による過熱で複合体内部のケーブルから可燃性ガスが発生し，発火

した場合においても防火シートの健全性（遮炎性能）が維持され，外部から

の酸素供給パスになる損傷がないことを確認する。 

 

2. 供試体 

本文2.2(2)項で選定したケーブル種類うち，燃焼の3要素を考慮し，発火時

の影響が大きくなる最大径の高圧電力ケーブルを少量敷設し，メーカの標準

施工方法に基づき施工したものを供試体とする。供試体を第1表に示す。 

 

第 1 表 供試体 

ケーブル 

種類 

芯数- 

導体サイ

ズ(mm２ ) 

絶縁材 

絶縁材 

厚さ 

(mm) 

シース材 

シース 

厚さ 

(mm) 

外径 

(mm) 

高圧電力 

ケーブル 
3C-325 

架橋ポリ

エチレン
4.5 ビニル 1.5 71 

 

3. 試験方法及び判定基準 

ケーブル内部に設置したマイクロヒータを導体の代わりに通電することで，

過電流模擬試験を実施し，ケーブルから発生する可燃性ガスの発火による火

炎が防火シートの健全性に影響を与えないことを確認する。試験の概要を第

2表に示す。なお，マイクロヒータ温度は高圧電力ケーブルの絶縁材（架橋ポ

リエチレン）及びシース材（ビニル）の発火温度以上であり，ケーブルが発

火することが確認された温度とする。過電流模擬試験の事前確認を別紙1に

示す。 
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第 2 表 過電流模擬試験の概要 

試験装置 

概要 

【試験装置全体】 

【加熱ケーブル内部】 

マイクロ 

ヒータ温度 
650℃  

試験内容 

・少量敷設した高圧電力ケーブルの内の一条に対して，マイク

ロヒータを取り付け，絶縁材及びシース材の発火温度を超え

る温度で加熱する。 

・一定時間後，複合体内部においてケーブルから発生する可燃

性ガス及びケーブルが発火することを確認する。 

・複合体内部の火炎について連続した外部への噴出の有無を確

認する。 

判定基準 複合体外部へ連続した火炎の噴出がないこと。 

 

  

シース  

導体  
マイクロヒータ  

絶縁体  

非難燃  
ケーブル  

マイクロ  
ヒータ接続  

シート重ね部  

温度  
コントローラ  

防火シート  
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4. 試験結果 

試験結果を第3表にまとめる。また，実証試験の詳細を第4表に示す。 

 

5. 評価 

過電流による複合体内部の発火を想定しても，防火シートの健全性は維持

され，酸素供給パスとなる損傷は生じない。 

 

第 3 表 過電流模擬試験結果 

複合体外部へ 

連続した火炎の噴出 
判定結果 

無 良 
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第 4 表 過電流模擬試験結果詳細 

ケーブル仕様 

ケーブル敷設量：1 層敷設 

ケーブル種類：高圧電力ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン  シース材：ビニル 

ケーブル外径：71mm 

試験前 

供試体上部

試験経過（側面） 

0 秒  通電開始 

26 秒  発煙(ケーブル) 

10 分  

 

30 分  

 

43 分 40

秒 

シート重ね部発煙 

60 分  

 

68 分 07

秒 
ケーブル発火 

70 分  
 

80 分  

 

90 分  
 

110 分

供試体上

部（試験

後） 

 

発火の有無 有（68 分 07 秒） 

火炎の連続噴出 無 



補-5-24-6 

別紙 1 

過電流模擬試験の事前確認 

 

1. 目的 

過電流による発火をマイクロヒータにて模擬できることを確認する。 

 

2. 供試体 

使用するケーブルの構成材料のうち，燃焼の3要素を考慮し，発火時の影響

が大きくなる最大径の高圧電力ケーブルを供試体とする。供試体を第1表に

示す。 

 

第 1 表 供試体 

ケーブル 

回路種別 

芯数- 

導体サイズ

(mm２ ) 

絶縁材 

絶縁材 

厚さ 

(mm) 

シース材 

シース 

厚さ 

(mm) 

外径 

(mm) 

高圧電力 

ケーブル 
3C-325 

架橋ポリ 

エチレン 
4.5 ビニル 1.5 71 
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3. 試験方法及び判定基準 

ケーブル内部に設置したマイクロヒータを高圧電力ケーブルの絶縁材及び

シース材の発火温度以上で加熱することで，過電流発火を模擬できることを

確認する。高圧電力ケーブルの絶縁材(架橋ポリエチレン)及びシース材(ビ

ニル)の発火温度を第2表に示す。また，試験の概要を第3表に示す。 

 

第 2 表 高圧電力ケーブル材料の発火温度 

部位 材料 発火温度(℃) 

絶縁体 架橋ポリエチレン 410 

シース ビニル 454 
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第 3 表 過電流模擬試験の事前確認概要 

試験装置 

概要 

【試験装置全体】 

 

【試験ケーブル内部】 

マイクロ 

ヒータ温

度 

650℃  

試験内容 

・高圧電力ケーブルに対して，マイクロヒータを取り付け，絶

縁材及びシース材の発火温度を超える温度で加熱する。 

・一定時間後，複合体内部においてケーブルから発生する可燃

性ガス及びケーブルが発火することを確認する。 

・ケーブル発火の有無を確認する。 

判定基準 ケーブルが発火すること 

 

  

シース  

導体  
マイクロヒータ  

絶縁体  

マイクロ  
ヒータ接続  

温度  
コントローラ  

試験ケーブル
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4. 試験結果 

事前確認結果を第4表にまとめる。また，実証試験の詳細を第5表に示す。 

 

第 4 表 過電流模擬試験の事前確認結果 

ケーブル 

回路種別 
絶縁体 シース材 

外径 

(mm) 

結果 

（発火） 

高圧電力 

ケーブル 

架橋 

ポリエチレン
ビニル 71 有  
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第 5 表 過電流模擬試験結果詳細 

ケーブル単体 

ケーブル敷設量：1 条敷設 

ケーブル種類：高圧電力ケーブル 

絶縁材：架橋ポリエチレン 

シース材：ビニル 

ケーブル外径：71mm 

試験前 

供
試
体
上
部 

 

試験中 

試
験
開
始 

 

発
煙 

 

発
火 

 

燃
焼
継
続 

 

発火の有無 有（45 分 30 秒） 

 

0 秒

46 秒

45 分 30 秒 

47 分 00 秒 



 

 

補足説明資料 5－25 

複合体が不完全な場合の難燃性能の確認 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添1の5.項にて示した複合体が不完全

な場合の難燃性能試験の方法及び試験結果の詳細を示すために，補足資料と

して添付するものである。 

 

2. 内容 

複合体が不完全な場合の難燃性能試験の方法及び試験結果の詳細を，次頁

以降に示す。 
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複合体が不完全な場合の難燃性能の確認 

1. 目的 

火災防護に関する説明書別添1の1.4項にて定めた設計にて，設計方針を満

足した防火シートの巻きつけができるものの，実機での施工，維持管理を考

慮し，複合体の外郭である防火シートが不完全な状態でも，複合体は燃え止

まる頑健な設計であることを確認する。 

 

2. 供試体 

火災防護に関する説明書別添1の3.2.5項にて確認した損傷長が最も長い非

難燃ケーブルを用いた複合体に対して防火シートが不完全な状態を模擬する。 

 

3. 試験方法，判定基準 

火災防護に関する説明書別添1の1.4項にて定めた設計にて，設計方針を満

足した巻きつけが可能であるが，保守的に防火シートが不完全な場合におけ

る耐延焼性の確認を行なうため，複合体外部の火災，複合体内部の発火の両

方について試験を実施する。 

なお，外部の火災については，複合体と火災防護に関する説明書別添1の

3.2.5項にて確認した難燃ケーブルの損傷長(1,780mm)と比較し，複合体が難

燃ケーブルを上回る耐延焼性を有していることを確認する。内部の発火につ

いては，ケーブルの燃焼がファイアストッパ設置箇所までの間で燃え止まる

ことを確認する。 

  



補-5-25-3 

3.1 複合体が不完全な状態における外部の火災に対する耐延焼性の確認 

 

3.1.1. 目的 

設計方針を満足する防火シートの施工ができることの管理及び維持

管理を実施するものの，複合体の外郭である防火シートが不完全な状

態でも，複合体外部の火災に対し，複合体が燃え止まることを確認す

る。 

 

3.1.2. 試験方法と判定基準 

試験方法と判定基準を第1表に示す。 

 

第 1 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験の概要 

試験体の 

据付例 

 

不完全性 

の試験条件

ずれの大きさをケーブルが約 200mm 完全露出する約 300mm と

し，耐延焼性が確保されることを確認する。 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ熱量 20kW 

加熱時間 

20 分  

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケ

ーブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 １回 

判定基準 ・燃え止まること。 

  

防火シート 

バーナ

ファイア 

ストッパ 

非難燃 

ケーブル 

シート 

重ね部 



補-5-25-4 

3.1.3. 試験結果 

複合体外部の火災に対して，防火シートのずれ及び傷があっても複

合体が燃え止まることを確認した。参考として，難燃ケーブルの損傷

長と比較し，複合体の損傷長が難燃ケーブルより短いことを確認した。

試験結果を第2表に示す。また，試験結果の詳細を第3表に示す。 

 

第 2 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能確認結果 

供試体 
絶縁材/ 
シース 

ケーブル
量 

バーナ 
熱量 
(kW) 

防火シー
トのずれ 
（mm） 

最大損傷長
(mm) 

判定結果
（燃え止
まるこ
と） 

複合体 
架橋ポリエ
チレン/ビ

ニル 

設計 
最大量 

20 
約 300 
露出:約

200 
1,280 良  

難燃 
ケーブ

ル 
（参
考） 

難燃架橋ポ
リエチレン

/ 
難燃ビニル

設計 
最大量 

20 ―  1,780 ―  
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第 3 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験結果の詳細 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート

無） 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直 

防火シートの施工 
シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

シート保持器具位置：1,075～1,150mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

No 
加熱時間 

消炎後 
5 分後 10 分後 20 分後 

― 

損傷距離：シート(炭化:1,140mm)，シース(溶融:1,280mm，炭

化:1,090mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

判定結果 良 

  

シース溶融シース炭化シート炭化
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3.2 複合体が不完全な状態における内部の火災に対する耐延焼性の確認結

果 

3.2.1. 目的 

設計方針を満足する防火シートの施工ができることの管理及び維持

管理を実施するものの，複合体の外郭である防火シートが不完全な状

態でも，複合体内部の火災に対し，複合体が燃え止まることを確認す

る。 

3.2.2. 試験方法と判定基準 

試験方法と判定基準を第4表に示す。 

 

第 4 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験の概要 

試験体の 

据付例 

 

不完全性 

の試験 

条件 

ずれの大きさは，シート保持器具及び結束ベルトが同じ箇所でそ

れぞれ１つ脱落し，防火シートが剥がれたこととするため，約

330mm のシートずれ（ケーブル露出約 230mm）を設定し，耐延焼

性を確認する 

火源 リボンバーナ 

使用燃料 液化石油ガス 

バーナ 

熱量 20kW 

加熱時間 

20 分  

・バーナを点火し，20 分経過後，バーナの燃焼を停止し，ケー

ブルの燃焼が自然に停止したならば試験を終了する。 

試験回数 １回 

判定基準 燃え止まること。 

  

防火シート 

バーナ 

ファイア 

ストッパ 

非難燃ケーブル 

ケーブル 

露出 
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3.2.3. 試験結果 

複合体内部の火災に対して，防火シートのずれ，隙間及び傷があっ

ても複合体がファイアストッパまでの間で燃え止まることを確認した。

試験結果を第5表に示す。また，試験結果の詳細を第6表に示す。 

 

第 5 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験結果 

供試
体 

ケーブル
量 

バーナ
熱量 
(kW) 

防火シー
トのずれ 

(mm) 

ファイアストッパ
の設置位置 

(バーナからの距
離) 
(mm) 

最大 
損傷長(mm)

判定 
結果 

複合
体 

設計 
最大量 

20 
約 330 

露出:約
230 

1,675～ 1,750 1,770 良  
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第 6 表 防火シートのずれを模擬した耐延焼性能試験結果の詳細 

供
試
体 

複合体 

(バーナ部シート無) 

ケーブル種類：低圧電力ケーブル 

ケーブル外径：14.5mm  敷設量：設計最大量 

絶縁材：架橋ポリエチレン シース：ビニル 

トレイ設置方向：垂直 

防火シートの施工 

シート重ね代：100mm，ベルト間隔：300mm 

シート保持器具位置：1675mm～1750mm 

シート間ケーブル露出：230mm 

バーナ熱量 20kW 

供試体の断面 

No 
加熱時間 

消炎後 
5 分後 10 分後 20 分後 

― 

損傷距離：シート(炭化:1,710mm)，シース(溶融:1,770mm，炭化:1,630mm) 

シートの状況 ケーブルの状況 

判定結果 良 

 

 

シース溶融シース炭化シート炭化



補足説明資料 5－26 

複合体による影響の確認 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 6 項にて示した複合体の影響の

詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

複合体を形成することによる影響の確認結果の詳細を次頁以降に示す。 
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防火シートによるケーブルへの影響 

 

複合体はケーブル及びケーブルトレイを防火シートで覆ったものであるた

め，防火シートがケーブルの機能に与える影響が軽微でありケーブルの設計

範囲内であることを確認する。 

 

1. 通電機能 

ケーブルの通電機能は絶縁体の許容温度の範囲内で機器等への電流が通電

できることである。そのため，通電機能への影響は，防火シートの施工前後

の電流値を測定する電流低減率試験に基づき確認する。 

 

1.1 電流低減率試験 

(1) 目的 

防火シートで複合体を形成することによる放熱性の低下が，ケーブル

の通電機能に対し影響がないことを確認する。 

 

(2) 試験結果 

試験結果のまとめを第 1 表に示す。また，試験結果の詳細を第 2 表に

示す。 
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第 1 表 試験結果のまとめ 

項 目 防火シートなし 防火シート有り 

通電電流 (A) 26.97 23.34 

基 準 周 囲 温 度 ( 補 正 温 度 ) 

(℃) 

40.00 40.00 

導体温度(℃) 90.00 90.00 

電流低減率(%) 基準 約 14 

注：通電電流は基準周囲温度に補正後の値を示す。 

 

 

第 2 表 試験結果の詳細 

測定項目 
防火シートなし 防火シート有り 

測定値 温度補正 測定値 温度補正

通電電流平均値(A) 32.73 26.97 28.68 23.34 

周囲温度平均値(℃) 18.13 40.00 16.42 40.00 

導体(6～10)最大温度(℃) 92.31 90.00 92.51 90.00 

導体(6～10)平均温度(℃) 89.77  89.99  

導体(1～5)平均温度(℃) 87.96  86.00  

導体(11～15)平均温度(℃) 87.30  85.84  

ケーブル表面平均温度 

(℃) 

71.34  71.86  

電流低減率(%)  基準  13.46 

注：通電電流は基準周囲温度に補正後の値を示す。 
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(3) 評価 

東海第二発電所では使用ケーブル選定時に以下の項目について設計裕

度を持たせている。 

①  ケーブル敷設低減率：ケーブルトレイ又は電線管等のケーブル量

による蓄熱を考慮した許容電流の低減率設定 

②  負荷となる機器の出力設定（電圧及び力率含む） 

③  ケーブル選定時の設計電流と実際の許容電流の設計裕度 

 

火災防護対象機器の中で上記①，②を考慮して保守的に設定している

ケーブル設計電流に対し，機器の定格電流が大きく設計裕度が最も小さ

くなる機器を選定し確認した。設計裕度の確認結果を第 3 表に示す。 

 

第 3 表 ケーブルの設計裕度 

ケーブル 

種類 

ケーブル材料 

(絶縁材/シース材) 

ケーブル 

設計電流（A） 

定格電流

（A） 

設計裕度

(%) 

低圧電力 

ケーブル 

架橋ポリエチレン 

/ビニル 
97 72 約 34 

 

その結果，ケーブルの設計裕度約 34％に対し，防火シートによる電流

低減率は約 14％であり，設計裕度の方が大きく，ケーブルの設計範囲内

であり防火シートによる通電機能に影響はない。 
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2. 絶縁機能 

2.1 絶縁抵抗試験 

(1) 目的 

防火シートの施工によりケーブルの絶縁特性に影響がないことを確認

する。 

(2) 試験結果 

試験結果を第 4 表にまとめる。 

第 4 表 絶縁抵抗試験結果 

No 相  判定基準 測定値（MΩ） 判定結果 

1 

R 

2,500MΩ以上 

8.98×106 良  

S 1.02×107 良  

T 8.86×106 良  

2 

R 9.61×106 良  

S 1.06×107 良  

T 7.68×106 良  

(3) 評価 

防火シートの施工によるケーブルの絶縁特性に影響はない。 

 

2.2 耐電圧試験 

(1) 目的 

防火シートの施工によって耐電圧特性に影響がないことを確認する。 

(2) 試験結果 

試験結果を第 5 表にまとめる。 

第 5 表 耐電圧試験結果 

No 相  判定基準 判定結果 

1 

R 

絶縁破壊がないこと 

良 

S 良  

T 良  

2 

R 良  

S 良  

T 良  

(3) 評価 

防火シートの施工によるケーブルの耐電圧に影響はない。 
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3. ケーブルシースへの影響 

3.1 化学的影響 

(1) 目的 

防火シートが直接触れることによるケーブルシースへの化学的な影響

を確認する。 

(2) 試験結果 

測定値（pH）:6.4 試験結果「良」 

(3) 評価 

防火シートの pH 測定値が，中性の範囲内であり,直接防火シートが触

れることによるケーブルシースへの影響がないことを確認した。 
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防火シートによるケーブルトレイへの影響 

 

東海第二発電所のケーブルに対する代替措置としてケーブルトレイに敷設

されたケーブルに対し防火シートを施工することとしている。そのため，ケ

ーブルトレイの保持機能への影響として，シートによる化学的影響及び重量

増加の影響を確認する。 

 

1. ケーブルトレイ材質への影響 

1.1 化学的影響 

(1) 目的 

防火シートが直接触れることによるケーブルトレイ材質への化学的な

影響を確認する。 

(2) 試験結果 

測定値（pH）:6.4 試験結果良好。 

(3) 評価 

防火シートの pH 測定値が，中性の範囲内であり,直接防火シートが触

れることによるケーブルトレイ材質への影響がないことを確認した。  
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2. 防火シート施工による重量増加によるケーブルトレイ保持機能への影響 

2.1 重量増加の影響 

(1) ケーブルトレイの種類 

非難燃性ケーブルを敷設しているケーブルトレイの形状は，梯子状のラダートレ

イと鉄板上のソリッドトレイがありケーブルの回路種別により使い分けている。ま

た，ケーブルの量によりケーブルトレイの幅を選定している。 

(2) ケーブルトレイの重量 

ケーブルトレイの重量は，ケーブルトレイの形状及び幅により異なり，ケーブル

の量を考慮した設計としている。 

(3) 防火シートの質量 

防火シート（プロテコ シート-P2・eco）の質量は技術資料より，1 巻（1m×10m）

で約 7 ㎏，結束ベルトは 1 束（10 本）で約 0.1kg である。 

(4) 防火シート施工による重量増加 

難燃性ケーブルを敷設するケーブルトレイについて防火シートのメーカの標準

施工により増加する重量を確認した結果，防火シート１巻で幅 600mm 高さ 120mm の

ケーブルトレイを約 4.5m 巻くことができる。また，結束ベルトは 300mm ごとに設

置するためケーブルトレイ 3ｍで約 0.1kg の増加となる。 

第 1 表に防火シートによるトレイ重量の増加割合を示す。  
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第 1 表 防火シート施工によるケーブルトレイの重量増加 

トレイタイプ 幅（mm) 高さ（mm） 設計重量(kg/m) 重量(kg/m) 重量増加率(%)

300 120 40 1.3 3.3

450 120 60 1.5 2.5

600 120 75 1.7 2.3

750 120 93.75 2.0 2.1

150 120 25 1.0 4.0

300 120 40 1.3 3.3

450 120 60 1.5 2.5

600 120 75 1.7 2.3

750 120 93.75 2.0 2.1

ケーブルトレイ 防火シート

ラダー

ソリッド

 

注：防火シートはケーブルトレイの形状に沿った施工とし，裕度を持たせた
保守的な質量で計算している。 

 

(5) 評価 

ケーブルトレイの設計重量はケーブルトレイにケーブルを設計最大量にした状

態における重量に対して，ラダータイプで 5％以上，ソリッドタイプで 14％以上の

余裕あり，防火シート施工による重量増加はこの範囲内に納まっており，防火シー

ト施工によるケーブルトレイのケーブル保持機能に影響はない。なお，ケーブルト

レイの重量に対する設計裕度は別に保有している。 

また，既設のケーブルトレイサポートはケーブル量に応じて耐震補強している。 
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複合体の性能確保の考え方 
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1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書別添 1 に示す実証試験に使用した複合

体構成品に関して，その性能確保の考え方を示すために，補足資料として添

付するものである。 

 

2. 内容 

複合体構成品の性能確保の考え方について，次頁以降に示す。 
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複合体の性能確保の考え方 

 

1. 性能確保に対する材料選定の考え方について 

(1) メーカによる材料選定 

a. 基材（共通材料） 

防火シート及び結束ベルトは，火災に対するケーブルの延焼防止を目

的とした製であるため，基材には熱（火炎）に強い不燃材のガラスクロ

スを選定した。また，防火シート及び結束ベルトは，静的機器であるケ

ーブルやケーブルトレイに巻き付ける製品であることから，基材に選定

したガラスクロスには工業製品としての強度を持たせるため，JIS R 

3414（ガラスクロス）に準拠したものを選定し，そこに規定されている

引張強さを確保したものとしている。 

防火シートは直接的にケーブルの延焼防止を目的としたものであり，

結束ベルトは防火シートを固定することを目的としている。このため，

基材であるガラスクロスに含浸する材料は防火シートと結束ベルトで異

なる目的を考慮して以下のとおり選定している。 

 

b. 防火シートに含浸する難燃ゴム 

防火シートは，ケーブルの延焼を防止するため，基材であるガラスク

ロスにてーブルを火炎から遮り，巻き付けた内部の酸素を抑制すること

に加えて，防火シートが火炎に曝される際に延焼防止効果のある材料を

選定する。このため，ガラスクロスに含浸する材料として火炎に曝され

ることで吸熱効果をもたらす難燃ゴムを選定した。また，ガラスクロス

にはガラス糸を織り上げた際の微小な隙間があるため，難燃ゴムを含浸

させることにより，遮炎や酸素抑制の効果を高めている。 

なお，難燃ゴムは化学的に中性であり，無機物のガラスクロスに含浸

させても化学的影響を与えない。また難燃ゴムは弾力があるため，含浸

ならびに使用状況においても，基材であるガラスクロスに損傷を与える

ことはない。 

 

c. 結束ベルトに含浸するシリコン樹脂 

結束ベルトは，ガラスクロスをベルト状にすることで防火シートを固

定することが可能である。ただし，ガラス糸を織り上げ，無処理の状態

のままのガラスクロスを結束ベルトとして使用すると，表面が擦れて毛
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羽立つことが考えられるため，ガラスクロスに含浸する材料として表面

を滑らかにでき，撥水性や耐熱性にも優れたシリコン樹脂を選定した。 

なお，シリコン樹脂は化学的に中性であり，無機物のガラスクロスに

含浸させても化学的影響を与えない。またシリコン樹脂は弾力があるた

め，含浸ならびに使用状況においても，基材であるガラスクロスに損傷

を与えることはない。 

 

(2) 複合体を形成するための考慮 

メーカは防火シート及び結束ベルトを一般産業界で使用することを念

頭に使用材料を選定している。今回，防火シート及び結束ベルトを原子

力発電所のケーブル及びケーブルトレイの複合体形成に適用するに当た

り，難燃ケーブルと同等以上の難燃性能を確保するため，事業者は，原

子力発電所での使用環境による耐久性及び外力（地震）による被覆性並

びに複合体の難燃性に関して必要な性能を設定した。このため，防火シ

ート及び結束ベルトについて設定した性能を満足することを以下の 3.項

に示すとおり実証試験により確認している。 

 

2. 性能確保のための防火シートの品質について 

(1) メーカにおける品質管理 

防火シートは，メーカの品質保証体制の下で，基材であるガラスクロ

スについては JIS に準拠したものを使用する。また基材の両面に難燃ゴ

ムを含浸した防火シートについては厚さ及び幅の計測，並びに引張試験

にて検査を行うことにより，メーカが想定する一般産業界で使用する製

品として一定の品質となるように管理している。 

なお，延焼防止性に関係する防火シートの厚さについては，3.項の実

証試験で使用した防火シートは平均値 0.327mm，標準偏差の 3σが

0.020mm であることから，ばらつきの少ない範囲で品質管理されてい

る。これは，製造工程が同じであることから製品に共通である。 

 

(2) 事業者の品質に対する要求 

複合体は，防火シート及び結束ベルトをケーブル及びケーブルトレイ

に巻き付け固定することは同じであるが，原子力発電所に適用し，難燃

ケーブルと同等以上の難燃性能を確保するため，事業者は，原子力発電

所での使用環境による耐久性及び外力（地震）による被覆性並びに複合

体の難燃性について必要な性能を設定した。このため，事業者は，防火
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シート及び結束ベルトを用いた複合体が設定した性能を満足することに

ついて，3.項に示すとおり実証試験により確認した。 

よって，上記の実証試験により性能を確認した防火シート及び結束ベ

ルトを用いて複合体を形成する設計とする。 

なお，防火シートの厚さは，(1)項のとおりばらつきが少ないが，ば

らつきの原因である難燃ゴムの含浸程度による厚さが品質管理の範囲内

であっても，複合体としての耐延焼性に与える影響に問題のないことを

確認するため，保守的に難燃ゴムの含浸が極端な状態（シート片面の難

燃ゴムがない状態を模擬）の防火シートで覆った複合体にて耐延焼性の

実証試験を実施した結果，複合体が燃え止まること，及び防火シートが

通常の状態である複合体の損傷長と比較しても同等であることを第１表

のとおり確認している。 

このことから，防火シートの厚さのばらつきが耐延焼性の実証試験結

果に与える影響に問題のないことを確認している。 

 

第１表 難燃ゴムが極端な状態における耐延焼性の実証試験結果 

 
損傷長 

難燃ゴムが極端な状態 難燃ゴムが普通の状態 

ケーブルシース溶融 1,440mm 1,490mm 

ケーブルシース炭化 1,090mm 1,050mm 

 

3. 防火シート及び結束ベルトに対する性能確認について 

(1) 設計段階での性能確認 

防火シート（難燃ゴム含浸ガラスクロスシート）及び結束ベルト（シ

リコン樹脂含浸ガラスクロスベルト）を原子力発電所にて複合体を形成

して使用するに当たり，事業者は防火シート及び結束ベルトに必要な耐

久性及び外力（地震）による被覆性，並びに複合体の難燃性に関する性

能を設定した。これにより，防火シート及び結束ベルトについて，同じ

条件のもとで耐久性，被覆性及び難燃性の実証試験を行い，判定基準を

満足することで複合体が必要な性能を確保していることを確認してい

る。 
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a. 耐久性の確認結果 

 防火シート 結束ベルト 

判定基準 
外観に割れ，膨れ，変

色のないこと 

外観に割れ，膨れ，変

色のないこと 

結果 

熱・放射線劣化試

験 
同上 

同上 

耐寒性試験 同上 同上 

耐水性試験 同上 同上 

耐薬品性試験 同上 同上 

 

b. 外力（地震）による被覆性の確認結果 

判定基準 

・結束ベルトが外れないこと 

・ファイアストッパが外れないこと（垂直トレ

イ）。 

・ケーブルが外部に露出しないこと。 

結果 
加振試験 

（基準地震動 Ss） 

・結束ベルトの外れなし 

・ファイアストッパの外れなし（垂直トレイ）

・ケーブルの露出なし 

 

c. 複合体の難燃性の確認結果 

(a) 不燃性 

・発熱性試験 

判定

基準 

・加熱開始後 20 分間の総発熱量が 8MJ/m２ 以下であること 

・加熱開始後 20 分間，防火上有害な裏面まで貫通するき裂及び穴が

ないこと 

・加熱開始後 20 分間，最高発熱速度が，10 秒以上継続して 200kW/m

２を超えないこと 

結果 

・総発熱量は 8MJ/m２ 以下 

・裏面まで貫通するき裂及び穴はなし 

・200kW/m２を継続時間は 0 秒 
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(b) 遮炎性 

・遮炎・準遮炎性能試験(70 分) 

判定

基準 

・火炎が通るき裂等の損傷及び隙間を生じないこと 

・非加熱面で 10 秒を超えて継続する発炎がないこと 

・非加熱側へ 10 秒を超えて連続する火炎の噴出がないこと 

結果 

・き裂等の損傷及び隙間の発生なし 

・10 秒を超えて継続する発炎なし 

・10 秒を超えて連続する火炎の噴出なし 

 

・過電流模擬試験 

判定

基準 
・複合体外部へ連続した火炎の噴出がないこと。 

結果 ・複合体外部への連続した火炎の噴出はなし 

 

(c) 非腐食性 

・pH 試験 

判定

基準 
・中性（pH～）の範囲内であること 

結果 ・6.4 

 

(d) 耐延焼性 

・複合体外部の火炎を想定した試験 

判定

基準 

・複合体が燃え止まること 

・複合体の損傷長が難燃ケーブルの損傷長より短いこと 

結果 
・複合体は燃え止まる 

・複合体の損傷長は難燃ケーブルの損傷長より短い 

 

・複合体内部の火炎を想定した試験 

判定

基準 
・ファイアストッパ設置箇所で複合体が燃え止まること 

結果 ・ファイアストッパ設置箇所で複合体が燃え止まる 
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(2) 実機施工段階での性能確認 

複合体は，3.(1)a～ｃ項の試験にて性能を確認した防火シート及び結

束ベルトと同一仕様のものを使用することで，事業者が設定した性能を

確保できる。 

このため，実機施工段階では防火シート及び結束ベルトに対して以下

の調達管理を実施する。 

・事業者は，メーカに対して 3.(1)a～ｃ項の試験を満足する製品（防

火シート及び結束ベルト）の納入を調達要求する。 

・メーカは，品質保証体制の下で製品を製作・管理する。 

 

メーカは，納入する製品が 3.(1)a～ｃ項の試験を満足する製品と同一

仕様であることを品質記録（検査記録）により保証する。 

メーカは，納入する製品が事業者の要求する試験を満足する性能を有

していることを保証する。 

メーカは，試験記録及び品質記録（検査記録）を添付し，製品を納入

する。 

・事業者は，製品の納入時にメーカが提出する試験記録及び品質記録

（検査記録）によって，調達要求に合致した製品が納入されている

ことを確認する。 

以上に示す事業者及びメーカの責任分担のもとで調達した防火シート

及び結束ベルトを使用して複合体を形成する。 

 



 

 

補足説明資料 5－28 

非難燃ケーブル対応に関する設置許可から維持管理に至る 

各段階での実施内容について 
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1. 目的 

本資料は，非難燃ケーブルの防火措置として複合体を形成するに当たり，

設置許可から維持管理に至る各段階における実施内容例を示すため，補足資

料として添付するもの 

である。 

 

2. 内容 

非難燃ケーブル対応に関する設置許可から維持管理に至る各段階での実施

内容について，次頁以降に示す。 
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非 難 燃 ケ ー ブ ル 対 応 に 関 す る 設 置 許 可 か ら 維 持 管 理 に 至 る 各 段 階 で の 実 施 内 容 に つ い て （ １ ／ ３ ）
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非 難 燃 ケ ー ブ ル 対 応 に 関 す る 設 置 許 可 か ら 維 持 管 理 に 至 る 各 段 階 で の 実 施 内 容 に つ い て （ ２ ／ ３ ）
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非 難 燃 ケ ー ブ ル 対 応 に 関 す る 設 置 許 可 か ら 維 持 管 理 に 至 る 各 段 階 で の 実 施 内 容 に つ い て （ ３ ／ ３ ）



 

補足説明資料 5－29 

非難燃ケーブルへの防火措置に関する工事計画変更認可後の 

変更申請対象項目の抽出について 
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1. 目的 

本資料は，実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準

に基づく，火災防護に関する設計のための評価及び試験に関して，工事計画

変更認可後の変更手続きの要否を示すために，補足資料として添付するもの

である。 

 

2. 内容 

工事計画変更認可後の変更手続きの要否に着目して整理した工認記載ポイ

ントを次頁以降に示す。 
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表 非難燃ケーブルへの防火措置に関する工事計画変更認可後の変更申請対象項目の抽出について 

防火措置に関する 

評価及び試験 
評価の考え方 

工認変更 

（下記の条件となった場合に工認変更手続きが

必要） 

工認記載ポイント 

評価頻度 
本文（基本設計方針） 説明書 

複合体の試験 
複合体の難燃性能を

試験により確認する。

複合体の難燃性能を

確認するための試験

方法を変更する場合 

複合体の難燃性能を

確認するための試験

を定める。 

難燃性能を確認する

試験を満足する防火

シートの修繕や取替

えは工認の変更不要 

複合体は外部の火災を

想定した自己消火性及

び延焼性を確認する試

験，並びに内部発火を想

定した自己消火性，延焼

性及び遮炎性を確認す

る試験によって，自己消

火性，耐延焼性並びに遮

炎性を確認した複合体

を形成する設計とする。

具体的な試験方法及び

試験結果を記載 

・設備改造時に必要

に応じて試験を

実施する。 

耐火能力を確認する

防火設備性能試験 

貫通部の耐火シール

が3時間以上の耐火能

力を有することを確

認する。 

耐火能力の確認方法

を変更する場合（防火

設備性能試験以外の

試験で確認する耐火

シールとする場合） 

防火設備性能試験に

より耐火能力を確認

することを定める。防

火設備性能試験によ

り確認する耐火シー

ルの修繕や取替えは

工認の変更不要 

防火設備性能試験によ

り耐火能力を有するこ

とを確認した耐火シー

ルによりケーブルトレ

イが壁等を貫通する部

分で複合体内部の延焼

を防止する設計とする。

防火設備性能試験の方

法･結果を記載 

・設備改造時に必要

に応じて試験を

実施する。 

 



補足説明資料 5－30 

難燃ケーブルへの引き替え対象について



6. 火災防護設備の強度及び耐震評価に係るもの 



補足説明資料 6－1 

耐震評価を実施する火災防護設備の代表性について 



補足説明資料 6－2 

耐震評価を実施する火災防護設備の加振試験での 

確認項目について 



補足説明資料 6－3 

基礎ボルト一点固定型の回転モーメントと摩擦力による 

保持モーメントについて 



7. 火災防護計画に係るもの 



補足説明資料 7－1 

火災防護に関する説明書に記載する火災防護計画書に定め 

管理する事項について 

 



補-7-1-1 

1. 目的 

本資料は，火災防護に関する説明書において，火災防護計画に定め管理す

る事項を整理するため，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

火災防護に関する説明書の 1 項～7 項において，火災防護計画に定め管理

する事項を次頁以降の表に整理するとともに，火災防護に関する説明書の「8.

火災防護計画」の該当項目を整理した。 
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表 火災防護に関する説明書における「火災防護計画」にて管理する事項の記載について 

火災防護に

関する説明

書の記載頁

「8．火災防護計画」に記載する事項の詳細内容 

「 8．火災防

護計画」の 

該当項 

9 

発電用原子炉施設の火災防護上重要な機器等は，火災の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災の影響

軽減の 3 つの深層防護の概念に基づき，必要な火災防護対策を講じることを「8.火災防護計画」に定める。 

発電用原子炉施設の重大事故等対処施設は，火災の発生防止，火災の早期感知及び消火に必要な火災防護対策

を講じることを「8.火災防護計画」に定め，可搬型重大事故等対処設備に対する火災防護対策についても，「8.

火災防護計画」に示す。 

(2) 

10 
屋外の火災区域は，以下を考慮して設定し，火災区域内及び火災区域周辺の植生区域の除草等の管理を実施す

る。本管理については，火災防護計画に定める。 
(2) 

56 

イ . 軽油貯蔵タンクは，非常用ディーゼル発電機 2 台及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 1 台を 7 日間

連続運転するために必要な量を考慮するとともに，全交流電源喪失を想定し，常設代替高圧電源装置(2 台 )

の運転も考慮した必要量(5 台合計で約 756m3)を貯蔵するため，約 400m3／基のタンクを 2 基 (2 基合計約 800m3)

設置する設計とする。 

(2) 

56 

ロ . 燃料デイタンクは，タンク容量(約 14m3(HPCS 系は約 7m3))に対して，非常用ディーゼル発電機を 8 時間連

続運転するために必要な量(約 11.5m3(HPCS 系は約 6.5m3)を考慮し，貯蔵量が約 12.1m3～ 12.8m3(HPCS 系は約

6.8m3～ 7.2m3)になるように管理する。 

(2) 

56 
ハ . 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンクは，緊急時対策所用発電機 2 台を 7 日間連続運転するために必要

な量(約 140m3)に対し，約 75m3／基のタンクを 2 基 (2 基合計約 150m3)設置する設計とする。 
(2) 

56 
ニ . 緊急時対策所用燃料油サービスタンクは，タンク容量(約 0.65m3／基 )に対して，発電機を 1.5 時間連続運

転するために必要な量(約 0.6m3／基 )を確保するように管理する。 
(2) 

56 
ホ . 可搬設備用軽油タンクは，可搬型設備を 7 日間連続運転するために必要な量(約 189m3)に対し，約 30m3／

基のタンクを 7 基 (7 基合計約 210m3)設置する設計とする。 
(2) 

57 

以下に示す水素ボンベは，ボンベ使用時に職員がボンベ元弁を開弁し通常時は元弁を閉弁する運用とし，火災

防護計画に定め管理することにより，水素の漏えい及び拡大防止対策を講じる。 

イ．格納容器内雰囲気監視系校正用ボンベ 

(2) 

58 
水素を貯蔵する水素ボンベは，運転に必要な量にとどめるために，必要な本数のみを貯蔵することを火災防護

計画にて定める。 
(2) 
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火災防護に関

する説明書の

記載頁 
「 8．火災防護計画」に記載する事項の詳細内容 

「 8．火災防

護計画」の 

該当項 

59 
引火点が室内温度及び機器運転時の温度よりも高い潤滑油又は燃料油を使用すること並びに火災区域にお

ける有機溶剤を使用する場合の滞留防止対策について，火災防護計画にて定め，管理する。 
(2) 

59 
「工場電気設備防爆指針」に記載される微粉を発生する仮設設備及び静電気が溜まるおそれがある設備を

設置しないことを火災防護計画にて定め，管理する。 
(2) 

60 
放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂，チャコールフィルタ及び HEPA フィルタは，火災防護計画にド

ラム缶や不燃シートに包んで保管することを定め，管理する。 
(2) 

60 
電気室は，電源供給に火災影響を与えるような可燃性の資機材等を保管せず，電源供給のみに使用するこ

とを火災防護計画に定め，管理する。 
(2) 

64 
原子炉格納容器内に設置する原子炉の安全停止に必要な機器等及び重大事故等対処施設は，不燃性又は難

燃性の材料を使用し周辺には可燃物がないことを火災防護計画に定め，管理する。 
(2) 

127 

火災耐久試験の条件を維持するために，下記事項を火災防護計画に定め，管理する。 

ⅰ . 発泡性耐火被覆を施工した鉄板を設置するケーブルトレイの真下に火災源がある場合は，火災源の火

災に伴う火炎が，ケーブルトレイ上面まで達しない設計とする。 

ⅱ . 発泡性耐火被覆を施工した鉄板を設置するケーブルトレイが設置される各々の火災区域又は火災区

画において，火災源として想定する油内包機器，電気盤，ケーブル及び一時的に持ち込まれる可燃物の

うち，最も厳しい火災源による火災が 1 時間継続した場合の高温ガス温度を FDTs により求め，火災耐

久試験における温度条件を超えないよう火災荷重を制限する 

(2) 

129 
火災により中央制御室制御盤１面の安全機能が喪失しても，原子炉を安全に停止するために必要な運転操

作を，火災防護計画に定め，管理する。 
(2) 

131 

原子炉格納容器内の油内包機器の単一の火災が時間経過とともに徐々に進展した結果，原子炉格納容器内

における動的機器の動的機能も除々に喪失し最終的にすべてが喪失し，空気作動弁は，電磁弁に接続される

制御ケーブルの断線によりフェイル動作，電動弁は，モータに接続される電源ケーブルの断線により火災発

生時の開度を維持するものと想定した場合に，原子炉を安全に停止するために必要な手順を選定し，火災防

護計画に定め，管理する措置を行う設計とする。 

(2) 

131 原子炉格納容器内は仮置きする可燃物を置かないことを，火災防護計画に定め，管理する。 (2) 
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火災防護に関

する説明書の

記載頁 
「 8．火災防護計画」に記載する事項の詳細内容 

「 8．火災防護

計画」の 

該当項 

131 

132 

イ . 原子炉格納容器内の消火については，原子炉格納容器外のエアロック付近に常備する消火器及び消火

栓を用いて消火活動を実施する。 

ロ . 原子炉起動後の窒素置換中で原子炉格納容器内への進入が困難である場合は，窒素パージ後に原子炉

格納容器へ進入し消火活動を実施する他，窒素封入開始後，約 1.5 時間を目安に窒素封入を継続し，格

納容器内の酸素濃度を下げて消火する消火活動も実施可能とする。  

ハ . また，イ．ロ．に示す原子炉格納容器内での消火活動の手順については，火災防護計画に定め，管理す

る。 

(2) 

173 火災影響評価の評価方法及び再評価については，火災防護計画に定め管理する。 (2) 

177 火災区域(区画)特性表の作成及び更新については，火災防護計画にて定め，管理する。 (2) 

 




